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　　　　　　　第1回福生市議会定例会会議録（第1号）

平成17年2．月28日福生市議会議場に第1回福生市議会定例会が招集された。

出席議員は次のとおりである。

1番加藤育男君2番　串田金八君3番　田村昌巳君

4番増田俊一君5番　大野　聰君6番　前田正蔵君
7　番　　中森　富久君　　8　番　　阿南　育子君　　9　番　　高橋　章夫君

10番　　原島　貞夫君　11番　　森田　昌巳君　12番　　石川　和夫君

13番　　田村正秋君　14番　　大野悦子君　15番　　羽場　　茂君

16番　　青海　俊伯君　17番　　今林　昌茂君　18番　　沼崎　満子君

19番　　松山　　清君　20番　　清水　信作君　21番　　遠藤　洋一君

22番　　小野沢　久君

欠席議員は次のとおりである。

な　　し

欠員は次のとおりである。

な　　し

議会事務局職員は次のとおりである。

鷲会攣小林作二君鷲管嚢島田幸治君肇講費杉畷子君

出席説明員は次のとおりである。

市長野澤久人君助役高橋保雄君収入役並木茂君
　　　　　　　　　　　企画財政
教育長宮城眞一君　　　　　　　　　　　　　　　　野崎隆晴君　総務部長吉沢英治君　　　　　　　　　　　部　　長

総務部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生活環境
　　　　田中益雄君　市民部長石川　弘君　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　田辺恒久君参　　事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部　　長

　　　　　　　　　　　都市建設福祉部長　木住野佑治君　　　　　　　　　　　　　　　　清水喜久夫君　教育次長　吉野栄喜君　　　　　　　　　　　部　　長

　　　　　　　　　　　選挙管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監査委員
参事嶋崎政男君委員会山崎典雄君　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　荒井公雄君　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務局長
　　　　　　　　　　　事務局長
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1　本日の議事日程は次のとおりである。

平成18年第1回福生市議会定例会議事日程

　　　　　　　　　　　開議日時　　2月28日 （火）午前10時

日程第1

日程第2

日程第3

日程第4

日程第5

日程第6

日程第7

日程第8

日程第9

日程第10

日程第11

日程第12

日程第13

日程第14

日程第15

日程第16

日程第17

日程第18

日程第19

会議録署名議員の指名

会期の決定

市長の施政方針演説及び教育委員会の基本的な考え方について

一般質問

報告第1号　専決処分の承認を求めることについて〔平成17年度福生

　　　　　市一般会計補正予算（第6号）〕

議案第1号福生市非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関す

　　　　　　る条例の一部を改正する条例

議案第2号　福生市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例

　　　　　　（第2条給料関係）

議案第3号福生市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例

　　　　　　（第4条期末手当関係）

議案第4号福生市教育委員会教育長の給与及び旅費等に関する条例

　　　　　　の一部を改正する条例（第2条給料関係）

議案第5号　福生市教育委員会教育長の給与及び旅費等に関する条例

　　　　　　の一部を改正する条例（第3条期末手当関係）

議案第6号福生市の一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正

　　　　　　する条例

議案第7号　福生市介護給付費準備基金条例の一部を改正する条例

議案第8号福生市乳幼児の医療費の助成に関する条例の一部を改正

　　　　　　する条例

議案第9号福生市児童遊園条例の一部を改正する条例

議案第10号福生市学童クラブ条例の一部を改正する条例

議案第11号　福生市国民健康保険条例の一部を改正する条例

議案第12号　福生市都市公園条例の一部を改正する条例

議案第13号　福生市営住宅条例の一部を改正する条例

議案第14号　福生市自転車等の放置防止等に関する条例の一部を改正

　　　　　　する条例
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日程第20

日程第21

日程第22

日程第23

日程第24

日程第25

日程第26

日程第27

日程第28

日程第29

日程第30

日程第31

日程第32

日程第33

日程第34

日程第35

日程第36

日程第37

日程第38

日程第39

日程第40

日程第41

日程第42

議案第15号　福生市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例

議案第16号福生市障害程度区分認定審査会の委員の定数等を定める

　　　　　条例

議案第17号福生市国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部条例

議案第18号　福生市国民保護協議会条例

議案第19号　福生市介護費用等の助成に関する条例を廃止する条例

議i案第20号　平成17年度福生市一般会計補正予算（第7号）

議案第21号　平成17年度福生市国民健康保険特別会計補正予算（第

　　　　　　3号）

議案第22号　平成17年度福生市老人保健医療特別会計補正予算（第

　　　　　　2号）

議案第23号　平成17年度福生市介護保険特別会計補正予算（第3号）

議案第24号　平成17年度福生市下水道事業会計補正予算（第2号）

議案第25号　平成17年度福生市受託水道事業会計補正予算（第2号）

議案第26号　平成18年度福生市一般会計予算

議案第27号　平成18年度福生市国民健康保険特別会計予算

議案第28号　平成18年度福生市老人保健医療特別会計予算

議案第29号　平成18年度福生市介護保険特別会計予算

議案第30号　平成18年度福生市下水道事業会計予算

議i案第31号　平成18年度福生市受託水道事業会計予算

議案第32号　不動産の譲与について

議案第33号　損害賠償の額を定めることについて

陳情第18・一一　1号　患者・国民負担増計画の中止と「保険で安心してか

　　　　　　　かれる医療」を求める陳情書

陳情第18－2号　障害者自立支援法に関する陳情書

陳情第18－3号　サービス利用や負担など介護保険の改善を求める陳

　　　　　　　情書

陳情第18－4号　患者負担増の計画の中止を求める陳情書
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　　　　　　午前10時　開会・開議

○議長（石川和夫君）　ただいまから平成18年第1回福生市議会定例会を開会いた

します。

　これより本日の会議を開きます。

　これより日程に入ります。

　　～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
○議長（石川和夫君）　日程第1、会議録署名議員の指名を行います。

　会議録署名議員の指名は、会議規則第80条の規定により、議長において

　　　21番遠藤洋一君
　　　22番小野沢久君
　　　　1番加藤育男君
　以上3名を指名いたします。

　　～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
○議長（石川和夫君）　この際、報告事項がありますので、事務局長から諸般の報告

をいたします。

　　　　（小林議会事務局長報告）

－
⊥
9
臼
0
0

　4

　5

　6

　7

　8

　9

10
11

○議長（石川和夫君）

平成18年第1回福生市議会定例会の招集について（別添参照）

議案の送付について（議案第1号外33件）（別添参照）

陳情書の受理について（陳情第18－1号、陳情第18－2号、陳情第18

－ 3号、陳情第18－4号）（別添参照）

議案説明員の委任について（別添参照）

議案説明員の出席要求について（別添参照）

専決処分の報告について（別添参照）

平成17年11月分例月出納検査の結果について（別添参照）

平成17年12月分例月出納検査の結果について（別添参照）

平成17年度第2回定期監査の結果について（別添参照）

平成17年度第3回定期監査の結果について（別添参照）

本会議資料の提出について（議案第1号、議案第17号関係）（別添参照）

　　　　　　　以上で報告は終わりました。

　　～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
○議長（石川和夫君）　日程第2、会期の決定を議題といたします。

　今次定例会の会期については、議会運営委員会において検討されておりますので、

委員長から報告願います。

　　　　　　　　（議会運営委員長　小野沢久君登壇）

○議会運営委員長（小野沢久君）　おはようございます。御指名をいただきましたの

で、去る2月21日に開催いたしました議会運営委員会の結果につきまして御報告を

させていただきます。

　まず、日程でございますが、今定例会に提出されております案件は、市長から報告

1件、議案33件と、陳情者から陳情4件が提出されております。
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　一般質問につきましては、19名の議員から通告されており、通告時間は18時間

25分となっております。

　それから、日程第2の会期の決定後に、先例に倣いまして議員の表彰状の伝達を行

うことといたしました。伝達の方法にっきましては、議長から演壇で表彰を受ける議

員の皆さんに表彰状をお渡ししようとする方法で行いたいと思います。

　それから、日程第3につきましては、市長の施政方針演説と、教育委員会委員長に

より教育委員会の基本的な考え方について発言をすることになっております。

　日程の順序につきましては、先例に倣いましてお手元に御配付の日程表のとおり編

成をいたしております。

　次に、議案の取り扱いでございますが、日程第8、議案第3号、福生市長等の給与

に関する条例の一部を改正する条例及び日程第10、議案第5号、福生市教育委員会

教育長の給与及び旅費等に関する条例の一部を改正する条例につきましては、期末手

当の関係でございますので、慎重審議の上即決でお願いすることになっております。

　それから、その他の案件につきましては、既に御配付しております付託表のとおり

各所管委員会に、また日程第31、議案第26号、平成18年度福生市一般会計予算

につきましては特別委員会を設置して付託し、審査を願うことといたしました。

　次に、会期でございますが、本定例会におきましては一般質問の通告者及び通告時

間数、また議案数を勘案いたしまして2月28日、3月1日、3月2日、3月3日の

4日間を本会議とし、これは初めてのことでございますけれども、3月4日から27

日まで休会として各委員会を開いていただき、最終日を28日とする29日間の会期

といたしました。

　次に、全員協議会でございますが、議会側から協議事項がございますので、開催す

ることにいたしました。なお、協議事項の関係で2回に分けて行うこととし、1回目

は一般質問をすべて終了した後に行い、2回目は3月3日の本会議終了後に開催する

ことにいたしました。

　以上でございますが、議員各位の特段の御協力を賜り、今定例会が円滑に運営され

ますようお願いを申し上げまして報告とさせていただきます。

○議長（石川和夫君）　以上で委員長の報告は終わりました。

　お諮りいたします。

　会期につきましては、ただいま委員長から報告されたとおり2月28日から3月2

8日までの29日間と決定したいと思いますが、御異議ございませんか。

　　　　　　　　（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（石川和夫君）　御異議なしと認めます。よって、会期は29日間と決定いた

しました。

　　～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
○議長（石川和夫君）　これより、東京都市議会議長会より表彰された方々に対しま

して表彰状の伝達を行います。

○議会事務局長（小林作二君）　それでは、私の方から対象者の方のお名前をお呼び

いたしますので、恐れ入りますが、御登壇をいただきたいというふうに思います。

一 5一



　まず、11番森田昌巳議員。

　　　　　　　　（11番　森田昌巳君登壇）

○議長（石川和夫君）　「表彰状、森田昌巳殿。あなたは福生市議会議員として9年

の長きにわたって地方自治の進展と議会の運営に尽くされたその功績はまことに顕著

であります。よってここに表彰いたします。平成18年2月14日、東京都市議会議

長会会長山田勝義」代読でございます。おめでとうございます。（拍手）

○議会事務局長（小林作二君）　続きまして、20番清水信作議員。

　　　　　　　　（20番　清水信作君登壇）　　　　　　　、

○議長（石川和夫君）　「表彰状、清水信作殿。」以下同文でございます。おめでとう

ございます。（拍手）

○議会事務局長（小林作二君）　それでは、恐れ入りますが、ここで正副議長の交代

をお願いいたします。

　それでは、続きまして、12番石川和夫議員。

　　　　　　　　（12番石川和夫君登壇）

○副議長（森田昌巳君）　「表彰状、石川和夫殿。あなたは福生市議会議員として1

0年の長きにわたって地方自治の進展と議会の運営に尽くされ、その功績はまことに

顕著であります。よってここに表彰いたします。平成18年2月14日、東京都市議

会議長会長山田勝義」（代読）おめでとうございます。（拍手）

○議会事務局長（小林作二君）　ありがとうございました。以上でございます。

○議長（石川和夫君）　以上で表彰状の伝達を終了いたします。

　　～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
○議長（石川和夫君）　日程第3、この際、市長及び教育委員会委員長から、市長の

施政方針演説及び教育委員会の基本的な考え方についての発言の申し出がありますの

で、これを許します。

　まず、市長から発言願います。

　　　　　　　　（市長　野澤久人君登壇）

○市長（野澤久人君）　おはようございます。平成18年第1回市議会定例会に当た

り、貴重なお時間をいただきまして、私の施政方針を申し述べさせていただきますこ

とを心から感謝を申し上げます。

　私が2期目の施政運営に携わることとなりましてから早くも1年9カ月余りが経過

をいたしました。その間、今までの6年は1年でといった意識を持って、施策遂行の

スピードを早め、進めてまいりましたが、その間の議員並びに市民の皆さんの多大な

る御指導、御支援、御協力に改めて厚くお礼を申し上げます。

　施政運営の際、私が一つの指針としておりますことは、将来の市民が、私たちが生

きた時代をどのように評価するかということであります。生産年齢人口が大きく減少

すると予測されている中で、現在を生きる私たちは、長期的視野に立った行動、将来

の市民のことを考えた行動が求められております。自然環境の保全、社会構造の改革、

自治体の行財政運営上でも改善できるところは改善し、我慢できることは我慢し、負

担しなければならないことは負担するという意識を市民の皆さんと共有し、市政運営
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を行なってまいりたいと考えております。

　現在、大きな流れとして進んでおります「国から地方へ」「官から民へ」といわれる

構造改革は、っまるところ依存型社会から自立型社会への転換といえます。それは自

治体にあっては自治の確立であります。自立した行財政運営が求められ、国からの補

助等を4兆円削減し、3兆円を自治体財源として税源移譲する、そして地方交付税の

見直しを行うという三位一体の改革は18年度で第1段階が終ります。

　これを自治確立の好機ととらえ、福生市は構成するすべての主体が協力し合ってつ

くっていくという思いをさらに強くしていきたいと考えております。そして市民生活

にあっては自己選択、自己決定、自己責任であります。公を含む誰かが何かをしてく

れるということではなく、みずからがやるということであります。みずからの主体的

な動き出しがない限り人生は何も始らず、千里の道もまず第1歩からであります。

　さらに、これらを明確にした上で大切なことは、社会的弱者への状況に応じた徹底

的な支援であり、個としての人間同士の相互支援であります。自助と互助と公助が噛

み合い、努力したものが報われる社会、すなわち精神的にも経済的にも満足度の高い

まちづくりを目指してまいりたいと思います。

　このような視点から見ますと、各主体が自立し、対等の関係のもと、自助、互助が

あり、そして公助があるという「補完性の原理」の考え方は、社会の構成原理として

国、広域的、あるいは基礎的を含む地方自治体、市民、民間企業すべてのあり方、関

係にも作用いたします。国と自治体との問にも互助は成立し、基礎自治体だけでは解

決できない問題について、基礎自治体が共同して解決していく共助、広域連携の考え

方も生まれてまいります。

　また、少子高齢社会、あるいは男女共同参画社会などの社会環境の変化は新たな公

共サービスの需要を生み、また公共サービ客を担うことができる多様な主体も成長す

る中で、公共のあり方についても考え直すことが必要となっております。今日の社会

環境の変化は、私的な問題を社会的な問題へと変容させ、以前は介護や子育てなど個

人や家庭の単位で完結していたものが、その中だけでは完結できなくなってきており、

健康、住環境や景観といったことも同様に公共の範囲が広がってきております。

　しかし、公共サービスの領域が拡大する一方、行政が担うことのできる範囲は、財

政問題などから逆に狭まっており、そのズレともいうべき領域「新しい公共空間」へ

の対応が重要な課題として問われております。そこに民間、市民との協働が求められ

ることになります。社会的弱者への十分な配慮など公平性の担保等に行政が一定のか

かわりを持ちつっ、地域の多様な主体がそれぞれの立場で役割を担うことにより豊か

な「新しい公共空間」が形成されることとなります。これが地域にふさわしいさまざ

まなサービスを適正な受益と負担のもと自立した自治体、自立した市民がみずから考

え、決定し、地域の多様な主体と行政が協働しながら進める分権型システムへの転換

ということでございます。

　行財政での自立、市民自治の確立を目指し、施策を進めていくことは、その過程で

さまざまな情報をもとに理解の共有を図りながら議論することが必要となってまいり

ます。自律した市民がいなければ行財政改革も分権型システムへの転換もなし得ませ
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ん。市民として受け身の立場から公共サービスを担う立場へ、自助、互助へ、受動か

ら能動へとシフトすることでもあります。

　おかげさまで福生市は自立した市民、行動する市民がふえてきているとの認識を持

っており、今後も市民参加、協働によるまちづくりを進めてまいりたいと考えており

まして、大変ありがたく思っております。

　近年、この市民参加の機会拡大ということについて、地方自治体はさまざまな施策

を展開しております。しかし、そこでは市民参加の趣旨というものについて誤解もあ

るように思います。行政の都合による市民参加であってはならず、自分や自分たちが

よき地域社会の中で生活できるまちづくりへの主体的参加ということであります。そ

れは高負担、高福祉化、低負担で一定のサービス化の選択の問題でもございます。

　さて、地方自治体のあり方や市民のあり方、市民参加、協働について申し上げてま

いりましたが、前提となる自立した主体としての対等な関係の構築には、情報の共有

が不可欠であります。市民から見て行政運営の過程が不透明であったり、行政活動の

成果が見えにくいことは市民の行政への信頼感を損ねることとなりますので、説明責

任に基づく情報の共有がますます重要となってまいります。

　昨年、個人情報保護法が全面施行され、個人情報に関する市民の意識は格段に向上

し、法の目的は達成されつつある面もありますが、一方ではさまざまな分野で法の趣

旨を見誤った混乱や過剰な対応が表面化しております。

　昨年実施された国勢調査では、個人情報の流失への懸念から回収率が低下するとい

う現象があらわれ、また医療現場や地域社会で必要な情報が提供されないなど、過剰

反応ともいえる状況も発生しております。

　個人情報は保護されなければなりません。しかし、個人情報にもまた軽重があるの

も確かで、社会生活の中である程度のお互いの情報を知っておく必要もあり、地域で

の支え合い、安全、安心な暮らしには欠かせないものございます。

　福生市といたしましても、市政運営の正しい理解の共有を目指し、適切な情報の公

開、共有を進めなければならないと考えております。

　このところライブドアー事件、耐震偽装、談合、青少年を含む犯罪、放火、交通事

故など考えらないような事件、事故が起こっております。私たちの社会を支える信頼

という考え方が大きくゆらいでいます。市民の安全、安心を守ることは行政に課せら

れた責務でありますが、行政だけでは処理できず、市民の皆さんの自主的な活動が必

要であり、行政と市民がまさに協働することによって安全、安心のまちがつくられて

いきます。

　市内での連続放火事件や児童生徒の安全確保のために、町会等多くの市民の方々が

自主的にパトロールしてくださっていること、PTAを初め地域の方々が通学路の安

全確認や防犯マップづくりに積極的にかかわっていただいていること等を含め、さま

ざまな場面に参加していただいている市民の皆様に深い敬意と感謝を申し上げたいと

存じます。

　次に、議会、市民の皆さんには大変御心配をお掛けしております横田基地の問題で

ございますが、基本的には基地はないことが望ましい。しかし、国策として存在する
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以上容認するしかないが、存在による迷惑については国、全国民によって十分な配慮

をしていただきたいというスタンスは変わっておりません。

　今回の関東空軍施設整備統合計画以来の大きな変化である基地の態様の変化は、基

本的に国防政策として国が責任をもって国民に説明していく必要がありますが、国防

の重要性、世界平和の視点と同時に、基地周辺住民、福生市民の生活を守ることも論

じられなければなりません。

　自分たちのまちがどのように影響を受けるのか、自分たちの生活にどのような変化

が生ずるのか、市の行財政への影響がどのようになるのかといった課題について、十

分な情報のもと、議論が必要であると考えております。在日米軍再編に関する中間報

告前後の強い情報提供の要請に対しましても、国からは十分な情報提供、説明がない

状況がございましたので、「広報ふっさ」2月1日号や市ホームページにその時点で市

が把握している情報を掲載させていただきました。その後、国からの現時点での回答

がありましたので、2月15日付広報等でお知らせをし、今後、市民からの御意見等

を参考に、議会での御意見をいただきながら対応してまいりたいと存じます。

　次に、行政改革への取り組みでございます。平成18年度からは第4次行政改革大

綱に基づき、新たな目標をもって推進してまいりますが、ここでは平成13年度から

平成17年度までの5年間を目標期間とする第3次行政改革大綱の進捗状況について

若干申し上げさせていただきます。

　本大綱は、行政を取り巻くさまざまな課題を克服し、真に市民のためのまちづくり

を進めていくために、これまで以上に自己決定と自己責任を持ち合わせた自立的な行

財政運営が求められているとし、市としての独自性を発揮しながら、市民から高い評

価を受け、他の自治体に誇れるまちづくりを進めていくこととしております。このた

め職員の意識改革、市民参加と情報提供を基本方針として、事務事業、組織や人事制

度の見直し、財政の健全化や広域行政の推進に取り組んでまいりました。

　事務事業の見直しでは、事務事業評価制度の導入による計画、実施、評価、再実施、

すなわち、PDCAサイクルの確立を図り、組織、人事制度の見直しでは、社会環境

の変化や市民ニーズに的確に対応するための組織の随時の見直し、職員目標管理制度

の導入やプロジェクトチームの活用、横断的政策課題に対する部長本部制度の導入な

どを行い、職員の意識改革につながる施策を推進してまいりました。

　また、財政の健全化では、自主財源の確保、予算枠配分方式の導入などを行い、職

員数の適正化、削減につきましては、平成17年度当初で27名、約6．4％の削減

が図られ、3％以上としておりました目標を達成しているところでございます。

　今後も、本年度策定いたします第4次行政改革大綱において、分権型社会での自立

した自治体として、より一層改革すべき課題、また取り組まなければならない課題を

明確にし、市民の皆さまの御理解を得られる具体的な目標の設定、施策の推進を図っ

てまいる所存でございます。

　行政のみならず、さまざまな主体が提供主体となる新しい公共の形成過程では、行

政改革が・一層の重要性を持つと考えております。そのために行政改革の目的、具体的

な行動計画やその進捗状況、効果を随時公表し、理解を共有して進めてまいりたいと
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考えております。

　次に、財政運営についてでございます。三位一体改革につきましては、地方側から

の評価はさまざまではありますが、地方分権の核となる財源問題に一定の方向性が出

されたことは評価すべきものと思っております。今後は、地方交付税制度等について、

そのあり方も含め検討がなされることとなりますが、地方と国の十分な議論の上で決

定されなければならないと考えております。

　この三位一体改革の福生市への影響でございますが、16年度から実施された国庫

補助負担金の一般財源化と当面の措置であります所得譲与税との比較から、それほど

の財政的影響はございません。しかしながら、今後本格的に税源移譲がなされ、また

地方交付税の削減等が行われますと、相当の影響が出ると考えておりまして、行財政

の効率化は待ったなしの課題と考えております。

　平成18年度予算の編成は、このような状況を十分考慮した上で、基本的な考えと

して近年の市税や地方交付税の大幅な減収、大規模改築事業や行政需要の増加など極

めて厳しい財政状況との認識のもと、歳入確保に向けた実効性のある工夫と取り緯み、

歳出抑制に向けた一層の事務事業の見直しを図ることとしております。

　また、予算編成方針として長期的視点に立ち、財政調整基金、都市施設整備基金の

取り崩しをせず、臨時財政対策債借入額を可能な限り圧縮をいたしました。後ほど提

案申し上げますので、よろしくお願いを申し上げます。

　さて、実施計画の策定や予算の編成の際に考慮しなければならない優先的に取り組

む重点課題につきましては、私からも各部長に指示し、全職員の共通認識のもと、具

体的な施策として取り組みを図ることとしております。

　18年度の重点課題といたしまして、まず情報の共有化がございます。施策の立案

の時点から情報を共有し、議論を深め、理解を共有することにより、市民の求める施

策の方向性が得られるものと考えております。

　また、職員にあっては市民の考えや意識等の情報を収集することが重要であり、米
゜ 軍再編問題などでは国等からの情報を速やかに収集、把握し、市民へ提供することも

大変重要であると考えております。

　そのためには、職員の資質向上が求められ、市民の価値観の多様化や行政のあり方

を含めた社会状況の変化に対応できる能力を、職員一人一人が問題意識を持って高め

ていくことが必要となります。

　また、財政基盤の確立として、徴収率の向上、新たな産業構造の創造や住構造の改

善などによる自主財源の確保など、さまざまな工夫が必要になります。

　そのほか協働のまちづくり、子育て支援、健康増進計画とその実施や、安全・安心

まちづくりなどの重点課題があり、またハード面では庁舎や福生病院の建替えなどの

大規模事業もございます。これらの重点課題に対して効率的、効果的な取り組みを行

ってまいりたいと思います。

　続きまして、各分野における考え方と18年度の主要な事業について申し上げます。

初めに教育、文化の分野でございますが、引き続き教育委員会の主体的活動への支援

を行うとともに、子どもたちが学校などでの集団生活を楽しく、安心して過ごせるよ
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う、地域との連携による安全・安心対策に取り組んでまいります。また、すべての市

民が、生涯にわたって学びの喜びを得られるような学習環境の整備を図り、自立した

市民形成の支援に取り組んでまいります。

　新年度には、軽度な発達障害がある児童への特別支援教育の充実を図るため、現在

福生第六小学校に設置されております通級指導学級を福生第五小学校にも設置いたし、

また児童・生徒が安全に楽しく学校生活を過ごせるよう、校内安全の確保を目的とい

たしまして、全小中学校に防犯カメラを設置いたします。加美平野球場防犯ネット改

良工事、中央体育館耐震補強等事業などにも取り組むこととしております。

　次に、福祉、保健、医療の分野では、まずこの分野での重点課題としております健

康増進策についてでございますが、市民一人一人が健康を維持、増進し、豊かな生活

を送るために、健康増進策、介護予防施策へと重点を移し、一層の予防的施策を推進

してまいります。

　具体的には17年度策定の「健康ふっさ21計画」に基づき、市民の意識高揚のた

めの啓発活動とともに、地域と連携したさまざまな事業に取り組み、健康ふっさづく

りを目指してまいります。

　公設保育園につきましては、多様な保育ニーズへの適切な対応、保育の質的向上を

目的に民間へ移管してまいります。なお、民間移管に際しては保護者の不安を招かな

いよう十分な説明を行いまして、理解を得ることが重要と考えております。

　乳幼児、児童の時期は生活や遊びの中で具体的な体験を通じて基本的生活習慣を学

び、人間形成の基礎が培われる重要な時期でございます。その重要な時期への適切な

支援として、子ども家庭支援センターの相談体制の充実を図り、虐待への対応や家庭、

地域の子育て力の向上を図ってまいります。

　新年度におきましては、介護保険特別会計での地域支援事業として、介護予防が必

要な特定高齢者に対し筋力トレーニング事業、口腔機能向上事業や低栄養予防事業を

実施し、地域包括支援センターの設置も行ってまいります。

　また、羽村市との共同で開設いたします精神障害者地域生活支援センター等の障害

者自立支援の拡充、子育て支援策として、乳幼児医療費助成事業における2歳未満児

童の保護者の所得制限の撤廃、乳幼児ショートステイ事業の実施など、児童養育環境

の充実を図ります。

　福生病院の建替え事業にっきましては、18年度に現駐車場部分での外来と病棟建

設工事に着手し、20年度一部オープンに向けて進めていくこととなっております。

　次に、都市基盤整備の分野でございますが、多くの市民の方に御参加いただいた都

市景観市民会議で示された市民プランに基づき、現在、都市景観基本計画の策定に向

け、時期折々での市民の方々の意見等もいただきながら順調に進んでおります。

　都市景観は市の顔であり、他市から認められ尊敬される風格のあるまちへの大変重

要な要素と考えております。福生市には多摩川、玉川上水の緑豊かな自然景観や、酒

蔵などを中心とした落ち着いたたたずまいなど、景観としての資源も多くございます。

しかし、景観としての統一性や資源として活かしていく方法など、市民と十分に議論

しなければならないこともございます。またタバコの投げ捨て、路上駐車・駐輪、捨
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て看板等、景観を損なうマイナス要因もございます。

　多くのプラス要因を守り育て、マイナス要因を少なくしていく行動を協働して進め

ていくことが求められており、都市景観基本計画はその道標となるものでございます。

18年度には関係条例を策定し、美しい都市景観を市民とともに守り、育てていきた

いと考えております。

　さて、都市景観を構成する重要な要素として私たちの日々の生活があり、住みやす

さ、暮らしやすさを実感する場としての住宅があります。福生市にとりましては、防

災、環境等の課題を含めて住構造の改革が急務となっております。老朽化等住宅の質

や持ち家比率の低さなど、福生市特有の住構造の影響は、福祉や歳入の面など多方面

にわたり、都市基盤整備の重点課題であると認識をしております。

　新年度におきましては、質の向上による定住化対策、耐震対策など総合的な住構造

改革を目的とする住宅マスタープランの策定に取り組んでまいります。また新耐震基

準以前の木造住宅の耐震化を図るため、実態調査に基づく「既在建築物耐震改修等促

進計画」を策定いたし、耐震化推進のための施策のあり方について検討を進めてまい

ります。

　主な新規事業といたしまして、児童・生徒の通学路の安全確保、安全性の高い道路

整備として、福生第二小学校正門側の市道第181号線歩道設置事業、福生第一中学

校西側の青梅線側道を拡幅改修する市道第30号線歩道設置事業などを予定しており

ます。また、八高線東福生駅自由通路上屋設置工事の着工などとともに、拝島駅自由

通路整備事業につきましては、昭島市と協力しながら引き続き取り組んでまいります。

　次に、生活基盤整備の分野でございます。福生市は今まで大きな災害に見舞われた

経験はございませんが、自然災害は必ずくるという意識を持ち、常に対策を考えてい

くことが必要でございます。市民生活を守るため、市民一人一人の意識啓発、対策を

支援するとともに、総体的な防災施策を進めてまいります。

　さて、地球環境は悪化の一途をたどっているといっても過言ではない状況の中、私

たちは日々の生活行動が一つひとつ重なり、地球規模での環境に影響を与えることを

考えなくてはなりません。身の回りの自然への小さな気配り、その積み重ねが環境を

再生し、未来の人々へと受け継がれることを日々意識して、市民の皆さんとともに環

境施策を進めてまいります。

　新年度では、福生市国民保護計画の策定、防災マップ、洪水ハザードマップの作成

配布などを実施いたし、飼い主のいない猫との共生事業などにも取り組んでまいりま

す。また循環型社会への第一歩として容器包装プラスチックの資源化や、地球温暖化

対策の具体化としての地域新エネルギー詳細ビジョンに基づく地域エネルギ「事業の

可能性についても検討してまいります。

　次に、産業の振興の分野でございますが、福生市商工会への支援、協働により振興

を図ってまいりますとともに、新産業の創出ということも考えなければなりません。

　経済産業省は、平成16年に新産業創造戦略をまとめ、強い製造業の復活と、雇用

を生み出すさまざまなサービス業の創出による産業構造転換を図ることが不可欠であ

るとし、その方策として西多摩地区を含んだ首都圏西部地区を地域産業活性化プロジ
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エクトに指定し、社団法人TAMA産業活性化協会を設立いたしたところでございま

す。この目的とするところは、産・官・学、地域等の組み合わせによる新たな産業の

創出、需要の創出によって地域経済の再生を図ろうとするものでございます。

　福生市といたしましても、ハイテク企業や環境・エネルギー分野での新規事業、健

康サービス等さまざまなサービス業などを市の商工業の新たな分野として創出するこ

とが必要と考えており、庁内職員による勉強会を立ち上げまして、情報収集、検討を

進めております。

　そのため、情報収集、あるいは新産業創出のヒントを得られればとの思いから、T

AMA産業活性化協会に入会することといたしました。また、このTAMA産業活性

化協会に入会している西多摩地域の自治体、商工会とも連携を図り、新たな産業構造

を求め、研究や情報収集を行うため、仮称ではございますが、青梅線沿線地域産業ク

ラスター推進協議会も結成をしてまいります。

　この「クラスター」という言葉でございますが、産業分野の言葉でございまして、

ばらばらのものが結び付き、集合体となることによって大きな力を発揮していくとい

ったような意味で使われております。

　次に、構想推進の分野でございますが、行政運営は将来を見据えた計画的な遂行が

重要でございます。また、同時にその計画の総体的な進行、個単位の事務事業の進行

についても十分な管理が必要となります。

　新年度では、基本構想及び基本計画に掲げられた目標を計画的に実現させるため、

事務事業が計画どおり進行するよう管理することを目的に、福生市総合計画進行管理

要綱を制定し、行財政の総合的、効果的な執行を図ってまいります。

　従来からの取り組みである前年度での実施計画策定、実施後の事務事業評価の間に

当該年度の事務事業の進行状況を点検する進行管理が入ることにより、PDCAサイ

クルが完成し、総合的な施策、政策の評価、見直しが可能となると考えております。

このサイクルに、職員目標管理や予算枠配分、また事務報告書作成などを連携させる

ことにより、行政全体の流れ、その評価を行うことができ、行政評価というものにっ

ながっていくこととなります。また、新年度からは人事考課制度を導入し、職員の能

力等の発掘、効果的な配置を目指すとともに、給与制度の改善等に取り組んでまいり

ます。

　庁舎建設につきましては、議会、市民の皆様の御理解と御協力によりましていよい

よ工事施工となります。工事期間中、市民の皆さんにはいろいろと御迷惑をおかけす

ることになりますが、御理解を賜りたいと存じます。

　新年度の主な事業としては、NPO等市民活動団体の育成や事業支援のための市民

活動促進補助金制度の新設や、「輝き市民サポートセンター」の活動充実に努めてまい

ります。また自治基本条例にっきましては、全市民のものとするためには、どのよう

な過程でどのようにつくり上げていくことがよいのか等について、職員での研究を進

めてまいります。

　なお、各分野ごとの具体的な事業にっきましては、実地計画により明らかにしてお

りますので、御参照をいただきたいと存じます。
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　結びに、まちづくりは、「人育て」であり、その人々による「まち育て」であります。

自立した市民は、日常生活でのさまざまな問題をよりよく解決しようとする話し合い

の中で議論し、学習することによって形成されるものであり、福生市の光も影も含め

たすべての情報を共有し、ともに議論していかなければなりません。

　その過程では、市民と行政との役割分担や市民間の公平性の課題など、厳しい議論

となることも考えられます。しかし、議論を経て自分の意思が反映され、参画してい

るという思いを持つことができた市民は、自分が住むまちを自分のまちとして意識し、

そこに福生市民が生まれます。そして、福生市というまちに誇りを持ち、まちでの暮

らしを楽しむ市民がいる自立したまち「輝く街福生」がつくられてまいります。

　私たちといたしましては、市民から負託された大きな責任を自覚し、職員とともに

全力を上げて「輝く街福生」の構築に取り組んでまいる所存でございます。議員各

位、市民の皆様の一層の御指導、御協力をお願い申し上げまして、平成18年度の施

政方針とさせていただきます。

　長時間にわたり御清聴を賜りまして、まことにありがとうございました。

○議長（石川和夫君）　以上で市長の施政方針演説についての発言は終わりました。

　暫時休憩いたします。

　　　　　　午前10時46分休憩

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

　　　　　　午前10時46分　開議
○議長（石川和夫君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　続きまして、教育委員会委員長から発言をお願いいたします。

　　　　　　　　（教育委員会委員長　清水希益君登壇）

○教育委員会委員長（清水希益君）　皆さまおはようございます。平成18年第1回

市議会定例会にあたり、貴重なお時間をいただきまして、福生市教育委員会における

行政運営の基本的な考え方にっいて申し述べる機会をいただき、心から感謝申し上げ

ます。

　さて、昨年来、義務教育に関する制度のあり方が、国の諮問機関である中央教育審

議会でいろいろと議論され、昨年10月に答申が発表されました。今回の審議の最大

のテーマは、「義務教育の構造改革」であります義務教育費国庫負担金制度の取り扱い

や、学習指導要領の見直し、学校と教育委員会の関係、学校・家庭・地域の役割など

についての提言であり、大きな関心を寄せております。

　そのような中で、教育委員会といたしましては、教育改革の実質的な効果を上げる

べく、具体的な施策を積極的に推進してまいる所存でございます。そこでさきの定例

教育委員会におきまして、学校教育並びに生涯学習における教育施策推進の羅針盤と

いたすべく「平成18年度の福生市教育委員会の教育目標及び基本方針」を定めたと

ころでございます。

　その具体的な内容につきまして、以下申し述べたいと思います。まず教育目標とし

て掲げておりますことは、子供たちが知性・感性・道徳心や体力を育み、人間性豊か

に成長する教育を推進することであります。また、教育は学校・家庭・地域のそれぞ

一 14一



れが責任を果たしてこそその成果が上がるものとの認識に立ち、すべての市民が参加

する教育の実現を目指してまいります。

　次に、ただいま述べました教育目標を実現するための基本方針でございますが、4

つの柱を立て、具体的な推進の内容を示しております。

　基本方針1では「人権尊重の精神と社会貢献の精神の育成」を掲げ、人権教育及び

心の教育を充実するとともに、権利と義務、自由と責任、生命尊重についての認識を

深めさせ、公共心を持ち、自立した個人を育てる教育を推進することとしております。

また、学校におきましては子どもたちの健全育成及び安全確保について、全教職員の

共通理解・共同実践に立った指導体制を確立し、規律ある教育活動を推進するととも

に、安全に過ごせる学校環境を構築してまいります。

　次に、基本方針2では「豊かな個性と創造力」の伸長を掲げて、確かな学力を育成

するため、基礎的・基本的な内容の確実な定着を図り、子どもたちの個性と創造力を

伸ばす教育を重視するとともに、我が国の伝統や文化を理解し、国際社会に生きる日

本人を育成する教育を推進することとしております。特に個に応じた多様な教育を推

進してまいります。また、障害のある子どもたちが個々の教育二t・・一一一一ズに応じた指導を

受けることができるよう、特別支援教育に向けた取り組みをいたしてまいります。

　次に、基本方針3では「生涯学習と文化・スポーツの振興」を掲げて、学習と社会

参加の推進を図るため、生涯学習の振興・充実の支援に努めてまいります。また文化・

スポーツ面では、芸術文化に親しむ機会の提供と文化施設の維持管理、文化遺産や資

料の保存活用を通じた郷土理解の推進、体育施設やスポーッ教室等の一層の充実を図

るとともに、市民の健康づくり、あるいは活動の組織づくりや指導者の育成などの支

援を行ってまいります。

　次に、基本方針4では「市民の教育参加と学校経営の改革の推進」を掲げ、教育活

動の積極的な公開、学校評議員制度の活用及び外部評価を導入し、開かれた学校づく

りを一層積極的に推進することとしております。

　一方、学校の運営組織改革の一環として、校長のリーダーシップの確立及び主幹職

の学校組織内での一層の定着とその活用を図り、学校の組織的な課題対応能力の向上

を支援してまいります。

　また、教員の資質・能力の向上を図るため、人事考課制度と連携した能力開発型の

研修や学校運営の充実を図る研修等、新しい体系に即した教員研修の一層の充実に努

めてまいります。

　さらに、教育活動や学校運営の状況にっいて、保護者や地域に対して積極的に情報

を提供したり、学校外の人材を活用し、地域社会との連携を図ることを通して、効果

的で透明性の高い開かれた学校運営に向けて経営改善を図るとともに、子どもたちの

登下校時などにおける安全の確保を図るため、学校、家庭、地域等との協働を一層進

めるよう支援してまいります。

　次に、その教育目標と教育方針を踏まえて決定されました平成18年度の主な教育

施策について、一つは学校教育の改善充実の視点から、二つは生涯学習の振興の視点

から申し述べさせていただきます。
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　第1点の学校教育にかかわる施策についてですが、まず「個に応じた指導の充実」

を目指し、少人数学習集団による授業を積極的に展開するとともに、教員の研修・研

究を充実させ、各学校の授業力を向上させてまいります。

　また、児童・生徒が保護者や地域の方々と協力して、全校一斉の清掃活動を行う「輝

け福生いきいき活動」を推進し、社会奉仕体験活動を通じて子どもたちの道徳的実践

力の育成や、小中学校と地域の方々との一層の連携を図ってまいります。

　次に、福生市の大きな教育課題である不登校問題への対応につきましては、福生市

独自の指導補助員の配置、教育相談体制の充実を図るとともに、昨年開設した適応指

導教室のさらなる充実を図ってまいります。さらに、市内2校目となる通級指導学級

を開設し、情緒障害学級の一層の充実を図ってまいります。

　学校の安全対策につきましては、小・中学校に防犯カメラを設置し、学校への不審

者侵入の監視態勢を強化し、児童・生徒等の安全を確保してまいります。

　次に、中学校昼食対策にっきましては、ここで福生第三中学校のランチルームが完

成し、平成18年度から全中学校でランチルームによる昼食が実施できることになり

ました。引き続き昼食内容の充実に取り組んでまいります。

　なお、本事業の推進に当たりましては、市議会の特段の御支援を賜りまして、心よ

り厚く御礼を申し上げます。

　以上、学校教育の改善、充実の視点から施策の一端を申し述べましたが、これまで

以上に各学校が特色ある教育活動や開かれた学校づくりを推進し、保護者の方々や地

域の皆様の御期待に沿うように教育施策の効率的、効果的な実現に努め、義務教育の

一層の充実に努めてまいりたいと存じます。

　次に、第2点目の生涯学習の振興に関しまして申し述べます。平成17年3月に策

定されました福生市生涯学習推進計画に基づきまして、平成18年度も学校や地域、

関係団体、市長部局などと連携し、学習の機会や利用しやすい施設の提供を図り、市

民一人一人が豊かな学習活動が展開できますよう取り組んでまいります。

　青少年の健全育成につきましては、青少年問題協議会や青少年育成地区委員長会、

関係行政機関等と連携し、環境浄化活動等を推進いたしますとともに、青少年の健全

な発達を促すための自然との触れ合い事業や異年齢集団での活動事業、青少年海外派

遣事業など、各種事業の展開をしてまいります。

　また、市民会館につきましては、平成14年度から進められていたリニューアル工

事が市議会を初め多くの市民の御理解と御協力のもと無事終了しました。このリニュ

ーアル施設のもと、今後一層市民に親しまれるホールづくりを目指すとともに、広く

PRして多くの市民に利用されるよう努めてまいります。

　公民館事業につきましても、リニューアルになった施設を利用し、引き続き協働の

視点で市民への学習機会の提供に努め、各種サークルなどの自主活動団体との交流や

地域とのネットワークづくりを推進してまいります。

　図書館では、市民の読書要求にこたえるさまざまなサービスを行ってまいりますと

ともに、「福生市子ども読書活動推進計画」に基づきまして、地域、学校と連携を図り

ながら読書環境の整備に努めてまいります。
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　文化の振興では、地域会館、プチギャラリー等の施設の維持管理並びに充実に努め

ますとともに、公民館まつりなどに取り組み、市民の方々が芸術・文化活動などに親

しみ、かつ、発表できる機会の提供を図ってまいります。

　なお、市民文化祭につきましては、リニューアル後の市民会館を生かした展示や演
’

示により、一層充実したものとなりますよう努めてまいります。

　スポーツの振興では、市民ニーズに対応したスポーツ教室や講習会等の開催、健康・

体力づくりに関する相談業務、地域指導者の育成及びスポーツ技術の向上などを目指

し、体育指導委員や福生市体育協会など関係各団体との連携を図りながら、環境整備

に努めてまいります。

　また、体育に関する平成18年度の主要な事業としては、第40回東京都市町村総

合体育大会の福生市での開催や、体育施設の整備事業では中央体育館の耐震補強等工

事、加美平野球場の防球ネット改良工事を実施してまいります。

　最後に、本教育委員会が毎年策定しております「教育推進プラン」につきまして申

し述べます。このプランは、学校教育において推進する具体的な施策を総合的、体系

的に整備し、その取り組みの指針とするものですが、同時にその取り組みの成果や課

題を明らかにし、次年度以降の教育施策や学校改善に反映するというねらいもありま

す。

　先日開かれた教育委員会において、平成18年度から20年度までの教育推進プラ

ンを策定いたしたところでございます。このプランにつきましては、来年度以降、数

値目標の設定など検討を進め、学校教育の一層の改善・充実に努めてまいります。

　教育改革は、規制緩和と分権の中でますますそのテンポを早めてきております。国

や東京都の教育改革の動向をしっかり見据えながら、引き続き我が福生市の教育行政

全般にわたり全力を傾注して取り組んでまいる所存でございます。

　議員各位並びに市民の皆さまにはこれまで以上の御支援、御協力を賜りますよう心

からお願い申し上げる次第でございます。

　以上をもちまして、平成18年度福生市教育委員会の基本的な考え方についての説

明とさせていただきます。

　御清聴をいただきましてまことにありがとうございました。

○議長（石川和夫君）　以上で教育委員会委員長の教育委員会の基本的な考え方にっ

いての発言は終わりました。御苦労さまでした。

　11時15分まで休憩いたします。

　　　　　　午前11時　休憩

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

　　　　　　午前11時15分休憩
○議長（石川和夫君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　日程第4、一般質問を行います。一般質問にっいては既に通告されておりますので、

通告の順に発言を許します。

　まず、4番増田俊一君。

　　　　　　　　（4番　増田俊一君質問席着席）
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04番（増田俊一君）　おはようございます。1番目ですのでちょっと緊張していま

すが、1項目です。

　それでは、御指名をいただきましたので、通告に基づき1項目、緑地保全について

一般質問をさせていただきます。

　今回は農業の現状と今後の取り組みについて何点かお伺いいたします。前回は市民

事業と位置付けした自然と共生する環境村を建設してはと考え、いろいろと質問させ

ていただきましたが、それから1週間ぐらい経ってからのことですか、市民の方から

「新聞に関連記事が載っている、読んでみては」との話がございました。

　早速読ませていただきましたが、それによりますと「定年後は土いじりをし、自分

が食べる野菜ぐらいはつくりたいと、2007年から始まります団塊世代の人たちの

大量定年で都市住民の農業志向が広がるとみて、その受け皿づくりも加速しはじめた」

とありました。

　また一方で、ことしに入っての1月初めの新聞では「人手不足に悩む農家のため畑

へ」と、また「野菜栽培をし、心に収穫」と大きな見出しで書かれてありましたが、

高齢化や後継ぎ不足に悩む都内の農家と農業体験を希望している市民を結ぶ、住宅地

近くの農地で農家の手助けをして農作業を行うあるNPO法人の記事が載っておりま

した。

　一部紹介しますと、収穫の人手が足りないという契約農家の深刻な悩みを知ったあ

る組合員の方が農作業の手伝いをしたのが始まりと、活動はロコミで広がり、200

2年にはNPO法人が発足。10人に満たなかった会員は約80人に、会員農家は1

2軒になったとありました。また昨年の6月には、市の委託で一一一これはたしか町

田市だと思いますが、市民農業研修農園もオープンさせたとありました。最初は呆然

としたほどの荒れ地、除草剤は一切使わず、農家から農具などを借り、1年かけて整

地したと、公募で集まった15人がこの30アールの農園で地元農家などから里芋や

ネギなどの栽培を学んでいるとありました。

　その「学ぶ」ということで忘れてはならないのが次世代の担い手となる子どもたち

です。時代の求めからかパソコン修得は今では必修課目になっているようでございま

すが、ことしのある新聞記事の中で、お年寄りの方が「子どもはもっと自然に手あか

をつける体験が必要。ぼくらが子どものころは雑木林が遊び場だったから開発で消え

たら悲しかった。今の子はどうだろう」とありました。

　これらのことから、福生市でも農地を守る意味から市内の農家、農業をサポートす

る策として何らかの形で農地を確保し、そこに社会が求める市民農園や体験農園など

新しいコミュニティをつくり、地域振興の向上を図るとともに、次世代を担う子ども

たちが農業を実体験できる環境学習の場をつくる必要があるのではないかと考えます。

　そこで、3点ほどお伺いいたします。1点目は、福生市の発展に御尽力いただきま

した福生市の歴史の伝承者でありますお年寄りや、これから定年を迎え、セカンドラ

イフとして農業に携わってみたいという農業志向の人たちと、次世代を担う子どもた

ちとの触れ合いの場を身近な農園でと社会が求めていると思いますが、御所見をまず

お聞かせいただきたいと思います。
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　2点目は、市内に点在する生産緑地の保全・確保・活用についてはどのように考え、

進めようとしているのか、また進めるに当たっての問題点や課題は何かお聞かせいた

だきたいと思います。

　最後に、地域の振興や福祉の向上に役立つと考えます都市農業への東京都や近隣自

治体の支援事業の状況をお聞かせいただきたいと思います。

　以上3点でございますが、1回目の質問とさせていただきます。よろしくお願いい

たします。

　　　　　　　　（市長　野澤久人君登壇）

○市長（野澤久人君）　増田議員さんの御質問にお答えをいたします。

　緑地保全についての農業の現状と今後の取り組みについてでございますが、福生市

はかつて畑作と水田、養蚕を柱としました農業を中心としたまちでございました。

　戦後、都市化の波が押し寄せ、田畑は減少の一途をたどり、農家台帳によりますと、

昭和50年には福生市の農家戸数は318戸、耕作面積では約77ヘクタールあった

ものが平成17年には農家戸数67戸、その耕作面積は約17ヘクタールまで減少し

てしまい、また農業者の高齢化、後継者不足や相続による農地の分割及び狭小化が進

んでおります。

　御指摘のように、近年農業を取り巻く環境に変化が出てきていると感じております。

一つは、市民の方々の農業への関心の高まりでございます。例えば自宅の庭に家庭菜

園をつくられている方は多くなっているようでございますし、また市の家庭菜園につ

きましては、切替時には抽選となるような状況でございます。

　このような背景には、生活の豊かさを求める市民がふえているのであろうと思われ

ます。多くの場合、野菜などは自分でつくるよりも購入した方が安く、また早く手に

入るものだと思いますけれども、自分たちが土を耕し、苗を植えて、丹精込めて野菜

づくりを行うことはお金では代えがたいことでもあろうと、こんなふうに思います。

金銭的、時間的な余裕だけではなくて土に親しみたい、自然に親しみたいという心の

余裕なども背景にあろうと推察しているととろでございます。

　2007年から始まります団塊の世代の大量定年のお話がございましたけれども、

社会構造がいろいろ変化してくるわけでございますので、そういう方々の農業志向と

いうものは広がっているだろうと考えられます。

　現在の日本の食糧自給率は4割と言われております。福生市のように都市化が進行

したまちでは、農業者が減少の一一途をたどっており、農地も減少し、子どもたちが農

業に触れる機会も少なくなっております。

　これからの子どもたちの成長にとって、米がどのようにできるか、パンの原料の小

麦がどのようにできるか、野菜はどのようにできるかなど農業を実体験として知るこ

とはますます重要になってきていると考えております。このことを市としても真剣に

考えていく必要があろうと思います。

　農業に関心を持つ市民の方々が農業をサポートする方法などもあろうかと思われま

すので、農業者の方々、子どもたちを含めまして市民の方々との触れ合いの場として

の市民農園や体験農園について十分検討してまいりたいと考えております。
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　次に、生産緑地など農地の保全・確保・活用についてでございますが、現在、生産

緑地は7．6ヘクタールで、そのうち3．3ヘクタールが相続税納税猶予制度の適用

農地となっております。緑の基本計画では、農地については「都市内に残る農地は、

都市気候の軽減や都市におけるアメニティ空間、または学習の場として重要であるた

め、市街地に残る生産的な緑地を維持し、良好な都市環境の形成を図るとともに、市

民が身近に感じる緑として保全・活用していきます」と政策目標を定めております。

　具体的な施策の方向としまして、「必要な農地にっいては、生産緑地地区の指定や公

園・市民農園などとして計画的な活用に努めます」と計画的な利用の検討を定めてい

るところでございます。また、環境基本計画では農地の保全・確保・活用を掲げ、「生

産緑地など農地を保全するとともに都市農業への支援策の検討、市民農園としての借

り上げ、農業体験の場の確保に努めます」と市民農園を市の具体的な取り組みと位置

づけているところでございます。

　生産緑地の保全につきましては、まず農業が続けられるようにすることが大切でご

ざいます。生産緑地は農業生産をやめて農地等を荒すと高額な固定資産税等がかかる

ことになり、他に貸している場合には、今後相続などが発生しても買い取りの申し出

ができなくなってしまいます。また、相続税納税猶予制度の適用を受けるには、生産

緑地に指定され、かつ本人が耕作していなければ相続猶予は受けられなくなり、相続

時点にさかのぼって納税が確定することになる厳しい縛りがありますことから、保全

の一つの方法として、練馬区などでは農家が耕作を指導し、種蒔きから収穫までの運

営、管理を行いまして、入園者が一体となった農作業を行う体験型の農園を開園して

いる例がございます。

　生産緑地を含みます農地全体の保全につきましては、年2回、5月と9月を農地管

理月間と定め、市と農業委員会が合同で農地パトロールを実施し、肥培管理不十分な

農地については勧告書等で指導の徹底に努めるなど農地の保全に努めているところで

ございます。

　御質問の3点目につきましては、東京農業に関する情報を一括管理している東京都

農業振興事務所や東京都の農業委員会を総括する東京都農業会議、また西多摩の農業

委員会で組織する西多摩地方農業委員会連合会などと情報を共有するとともに、今後

とも市民の皆様方に的確な情報提供をしていかなければならないと考えているところ

でございます。

　以上で増田議員さんの御質問に対する答弁とさせていただきます。

04番（増田俊一君）　それでは、2回目の質問をさせていただきたいと思います。

　私が先ほど申し上げました新聞記事というのは、実はこれをコピーを取りましたけ

れども、こんなにあります。もしよろしければ後ほどコピーをお渡ししたいと思いま

すけれども、社会的には本当に今こういった市民農園とか、市長から今御答弁いただ

きましたような体験農園についての関心が高まってきているのではないかと思ってお

ります。

　そこで、今、市長の方から御答弁いただきました市民農園や市民体験の場の確保に

ついてでございますが、これから十分に検討していきたいとのことでございますが、
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庁舎内では既に恐らくもう検討し始めているのではないかと思っております。

　そこで、私の方からのお願いといたしましては、遅くとも2007年まで、つまり

団塊の世代の方々が定年を迎える来年には市民事業として展開できるようにしていた

だければ思っているところでございます。

　それから、市内の農地と農家のことでございますが、せんだって2月14日に開か

れました第44回東京都市議会議員研修会におきまして、実はこの会には議員の皆様、

また職員の皆様大勢の方が御出席されておりましたが、その中で講演がございまして、

作家の猪瀬直樹さんのお話の中で、一部紹介させていただきますと、日本の農業は空

洞化していると、日本の総世帯数4700万世帯に占める専業農家は40万世帯だが、

実質的に農家とみなせるのはそのうち、65歳以下の男子、生産年齢人口がいる世帯

としては20万世帯しかなく、全体の0．5％に満たないと言っておりました。

　また、ある新聞の記事にありましたが、2004年の都内の農地は都面積の4％に

当たる8390ヘクタールで、そのうち多摩地区が約75％を占めていると、これは

5年前に比べると約800ヘクタール減少しており、農家数も1万4000戸とやは

り5年前と比較しますと約2000戸減少しているとのことでございました。

　しかし、一方では農業体験園の参加者は約2000人、援農一一一農業を応援する

ボランティアの登録は約1300人と農業に携わりたいとする人は増加する傾向にあ

り、都市農業の担い手としてシニアパワーが注目されているとありました。

　今、御答弁いただきましたように、福生市においても同じような傾向にあり、この

ままでは将来が危惧するところでございますが、これ以上減らしてはならない市内の

農地を守るためにも、また農業者の方々や援農ボランティアの方々を含めた農業志向

の市民の皆さんと子どもたちが一緒になって、自然と触れ合える場としての市民農園

や体験農園の場を確保することは市民の皆さんにとっても、また市にとってもいろい

ろな分野での相乗効果が期待できるものと考えております。

　特にお年寄りの方が参加されますと、適度に体を使うことによりまして病気にかか

りにくく健康で、また子どもたちを初めいろいろな人たちとコミュニケーションをと

ることによりまして孤独から脱却し、明るく生きがいを持って第二の人生、セカンド

ライフを有意義に過ごすことができるのではないかと思います。

　私が前回提案させていただきました市民事業と位置付けしました「自然と共生する

環境村」の建設は、それらの事業も含めたいろいろな事業を展開、推進していくため

の拠点づくりでございます。市民の方といろいろお話をさせていただいておりますが、

その中から生まれたものでございます。

　そこで、もう少しお話をさせていただきたいと思いますが、工事中の原ケ谷戸緑地

公園の道路の反対側に私のこの環境村のその候補地は位置しておりますが、期せずし

てそこには雑種地が約5000平方メートル、雑木林の樹林地が約1500平方メー

トル、それから畑の生産緑地が約5000平方メートル隣接してございます。

　その地域特性に配慮し、その地域資源を生かす考えから、事業地として保全地区、

農園地区、学習地区の三つのエリアに区分し、保全地区は原ケ谷戸緑地と連続してい

る立川崖線の樹林地帯の歴史的自然環境の保全とともに、落ち葉堆肥づくりの場や萌
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芽更新実験林の拠点として、また農園地区は援農ボランティアの方々や農家の皆さん

等の指導等を得て、子どもたちやシニアパワーの市民の皆さんなどが参加し、農作業

ができる自然との触れ合いと農業体験のできる場の拠点として、最後の学習地区は管

理棟内に会議や学習、作業ができる部屋を設けるとともに、展示施設や生ごみ共同処

理施設などを設置し、環境学習や環境PRの拠点として、それからまた炭焼き小屋を

つくり、市民の皆さんと子どもたちが共同して炭づくりをし、炭焼きから販売までを

共同で行うことなど、以上のような事業提案をさせていただき、緑地保全事業の対象

箇所として、防衛補助事業として自然環境学習の拠点としての「福生環境村」を建設

してはと昨年の12月議会で提案させていただきましたが、ここで教えていただきた

いのが、野菜などの栽培農園や、水田などの現況や抱える問題点などを、また今後ど

のように取り組んでいくのかなど何点かお聞かせいただければと思います。

　まず1点目は、野菜などの栽培農園の現況についてお聞かせいただきたいと思いま

す。

　2点目は、水田などの耕作農園の現況や問題点など、それと今後どのように考え、

取り組んでいくのか、お考えをお聞かせいただければと思います。

　3点目は、果実などの栽培農園の現況についてお聞かせいただきたいと思います。

　それから4点目として、同じく草花などの栽培農園の現況なども教えていただけれ

ばと思います。

　5点目は、生ごみの共同処理についてですが、いろいろと調査、研究しているよう

でございますが、現状と対策についてできるだけ具体的にお聞かせ願えればと思って

おります。

　それから6点目は、展示施設や環境学習PRについては、現在どのような取り組み

をしているのか、課題は何かお聞かせいただきたいと思います。

　それから7点目は、これはなかなか煙とかという問題で難しいと思いますが、やは

り新聞記事にもございましたが、「炭焼き、再び」というようなことで連載して載って

おりましたが、市内に炭焼き小屋をつくり、萌芽会などから出た枝木を炭焼きするこ

とはできないか、何かいい方法はないかお聞かせいただければと思います。

　8点目は、今後充実していかなければならないと思っております落ち葉堆肥づくり

と、萌芽更新の現況や課題等についてお聞かせいただければと思います。

　以上、8点と数が多いようでございますが、2回目の質問とさせていただきますの

で、よろしくお願いいたします。

○生活環境部長（田辺恒久君）　再質問に対しまして答弁申し上げます。

　私の方からは8点のうち7点についてお答えさせていただきます。

　再質問の1点目、野菜などの生産農家にっいてでございますが、農業委員会が調査

した平成17年1月1日現在の農家台帳では、農家戸数は67戸ありまして、すべて

の農家が野菜を生産しております。作付け面積の多い品目では甘藷、これはさつまで

ございますが、1．23ヘクタール、馬鈴薯、じゃがいもでございますが、0．97

ヘクタール、里芋0．78ヘクタールの順になっておりまして、芋類の作付けが特に

多い状況となっております。
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　また、20農家で構成する西多摩農協生産部会福生支部野菜部では、週3回新鮮で

安全な地場野菜を農協直売所に出荷するとともに、出荷者の拡大と生産意欲の向上を

図っているところでございます。

　再質問の第2点目、水田などの耕作農家でございますが、北田園地区に2枚の水田

がございまして、67戸のうち2戸の農家では野菜生産のほか水稲を行っております。

その作付け面積は0．16ヘクタールでございます。かつて北田園、南田園は一面に

水田が広がり、福生市の貴重な産業であったとともに、市を形成いたします景観の一

つであったわけでございます。

　市といたしましても、緑地保全の観点からだけではなく、次代を担う子どもたちへ

米づくりを学習してもらうためにも貴重な水田であると考えているところでございま

す。

　昨年暮れ、1枚の水田所有者の方と市民水田のようなものができないかという話が

持ち上がり、市といたしましても積極的にかかわってまいりたいと所有者の方と具体

的な方法を検討してきたところでございますが、最近所有者の方から、まだ体も元気

なので1人で米づくりを続けたいとの申し入れがありましたので、話はそのままとな

っております。畑につきましても農地の所有者に農業体験学習の指導をお願いし、農

業技術を習得していただき、将来的には農作業を支援していただく方法が各市で実施

されておりますので、福生市といたしましてもそのような方法を研究してまいりたい

と存じます。

　再質問の3点目、果樹生産につきましても、23戸の農家では野菜生産のほかに果

樹を生産しており、そのうち作付け面積の多い品目でございますが、梅が0．3ヘク

タール、栗0．16ヘクタールで、そのほかに柿やキウイなどがあります。

　再質問の4点目、草花の栽培でございますが、15戸の農家では花卉、要するに草

花と植木を生産しておりまして、市内の花卉作付け面積は0．36ヘクタールとなっ

ており、農業団体「グリーンクラブ福生」では市の花いっぱい運動で用いる花壇苗の

パンジー、マリーゴールド、サルビア、葉牡丹の生産を行っております。

　5点目の生ごみなどの共同処理の現状と対策でございますが、現在、市内では生ご

みの共同処理を行っているところはございません。生ごみの共同処理は環境基本計画

の資源化適性処理のためのシステム構築の中の市の具体的取り組みで、生ごみ資源化

システムの構築が取り上げられているところでございます。

　システム構築の一つといたしまして、モデル地域での小規模堆肥化システムの実験

研究が示されているところでございます。生ごみの資源化につきましては、環境市民

会議のごみ減量プロジェクトでも議論されているところでございますが、議論の中で

もこの課題で行き詰まってしまいますのがどこで行うかということでございます。

　環境基本計画を策定しているときに、埼玉県の団地にあります生ごみ堆肥化を行い

ます生ごみ処理機を見学させていただいたことがございますが、それほど臭わないの

ですが、全く無臭というわけにはまいりません。どこにどういう形で設置するかが実

行に移すための大きな課題と考えているところでございます。

　生ごみの堆肥化は、もちろん市民の皆様の御協力が必要ですが、提案いただきまし
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たような場所が確保できれば、生ごみの堆肥化の場所として最適と考えているところ

でございます。

　再質問の6点目、展示施設や環境学習PRでございますが、市といたしましては昨

年4月、福生水辺の楽校の活動として、上流出張所の敷地内に「川の市民館」を開設

いたしました。小さな施設でございますが、多摩川を中心といたします若干の展示を

行い、多摩川に関する学習支援を行っているところでございます。環境学習全般にわ

たります展示施設、環境学習の場も今後の課題でございますが、そのような場所が確

保できればと思っております。

　再質問の7点目、萌芽会などから出た枝木を炭焼きなどできないかという御質問で

ございますが、福生市は市街地が広がり、炭焼きを行いますと煙など近隣とのトラブ

ルが発生することが予想されます。

　福生市では近郊に奥多摩町や桧原村といった昔から炭焼きを行っている地域の近く

でございます。西多摩圏の集まりもございますので、連携を取ることも可能であろう

と思います。奥多摩の都民の森でも炭焼き体験を行っているようでございますので、

いろいろな方法が考えられるものと思っております。

　以上、再質問に対する答弁とさせていただきます。

○都市建設部長（清水喜久夫君）　増田議員さんの再質問で、都市建設部関係につい

て答弁をさせていただきます。

　落ち葉堆肥づくりと萌芽更新の現況等についてでございますが、まず落ち葉堆肥づ

くりについてでございますが、現在下の川緑地せせらぎ遊歩道公園の落ち葉の処理等

を、基本的には造園業者に管理を委託をしているところでございますが、そのほかに

沿道の人たちのボランティアの方々によりまして、8カ所に設置いたしました集積所

に落ち葉を集めて堆肥づくり等を行っていただいているところでございます。

　課題といたしまして、今年度完成を予定しております原ケ谷戸どんぐり公園や、中

福生みずくぼ公園、ここは緑地保全を基本とした公園でございますので、落ち葉も多

くなることから、落ち葉処理等の対応も近隣の人たちと協議して対応していく必要が

あると考えているところでございます。

　それと、これらの場所に落ち葉の集積所の設置と、堆肥づくりや活用方法等もルー

ル化していくことが今後の大きな課題ではないかと、こんなふうに思っているところ

でございます。

　次に、萌芽更新についてでございますが、現在は平成14年6月に発足した福生萌

芽会が37名の会員によりまして福生公園の文化の森やみずくらいど公園で毎月第3

日曜日に緑地保全、雑木林再生の考えのもとに樹木の伐採、下草刈り、樹木の間引き

等の活動を実施していただいております。また八王子、清瀬の萌芽更新箇所等の雑木

林も視察を行うなど見聞も広めていると聞いておるところでございます。

　課題といたしましては、現在試行実施しておりますしいたけ栽培や、どんぐりから

苗木を育てる活動を進めておりまして、環境フェスティバルでもこられの活動を多く

の市民に知っていただく行動等を展開しておると聞いておりますが、これらの活動を

広めて市民権を得ていくことも課題ではないかと考えています。
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　以上が再質問の答弁でございます。よろしくお願いいたします。

04番（増田俊一君）　いろいろと御答弁いただきましたが、今のお話をお聞きしま

すと、課題は落ち葉の集積所の問題や、生ごみなどの共同処理機の設置場所の問題、

そしてまた展示、PRなど環境全般にわたって学習する場所など、拠点をどこにつく

るかということではないかと思います。

　また、社会が求めております市民の健康を支え、生き物が生息できる市内に点在す

るこの貴重な自然環境を、残りわずかでありますが、守り、また市民農園や体験農園

などお年寄りから子どもまで幅広く市民の皆さんが参加できる環境学習の場として農

地を活用、事業展開していくには、その活動の拠点をつくることは必要不可欠だと考

えております。

　それと、前にもお話いたしましたが、環境と共生するまちを取り戻すには、破壊に

要した時間とコストとエネルギーの何倍も何十倍もかかることは間違いございません。

先ほどの水田の話がそのいい例ではないかと思います。農業委員会の方々などと行政

が一体となって農家の方の悩みを真剣に聞き、市として対策を講じようとしたからよ

かったものの、もしコミュニケーションが取れていなければ都市化の圧力の中、歴史

的に貴重な存在といいます市内に2枚しかない水田がなくなる可能性が高かったので

はないかと思います。

　水田は長い年月をかけてつくり上げた特殊な土壌であり、一度でもやめてしまうと

復活することは大変困難なことは言うまでもありません。今後も農家の方々のよき相

談相手となっていただき、市内の貴重な農地を守り続けていただきたいと思います。

　また、萌芽更新についてでございますが、古い木を切り倒し、新芽を育てる昔なが

らの萌芽更新で、雑木林や公園などの木をよみがえらせる福生萌芽会の皆様方には心

からの敬意と感謝を申し上げたいと思います。

　また、今のお話ではしいたけ栽培や、どんぐりから苗木を育てるなど新たな活動も

進められているとのことですが、緑地の保全には欠かせない活動でございますので、

次世代を担う子どもたちにもぜひ体験させていただき、後継者づくりにも御努力いた

だければと思い願うところでございます。

　以上、幾っか思い、願いを申し上げましたが、要望としてお聞きいただき、私の質

問を終わらせていただきます。

　いろいろと御丁寧な御答弁をいただきありがとうございました。

　　～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
○議長（石川和夫君）　次に、5番大野聰君。

　　　　　　　　（5番　大野聰君質問席着席）

05番（大野聰君）　それでは、御指名をいただきましたので、平成18年第1回定

例会の一般質問をさせていただきます。

　それでは、さきに通告いたしました一っ、介護保険制度について、二つ、保育行政

について、三つ、安全・安心なまちづくりについて、四つ、子どもの居場所づくりに

ついての4項目についてお伺いいたします。

　最初に、介護保険制度についてお伺いいたします。
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　平成12年4月に介護保険制度が発足し、保険、保健医療、福祉の分野にわたる介

護サービスが総合的に利用できるようになり、利用者にとっては大変ありがたい制度

となりました。制度発足以来、第1期、第2期の介護保険事業計画を策定し、既に6

年余りが経過いたしました。

　この制度施行後さまざまな課題が出てきたため、平成17年6月に法律改正が行わ

れました。今回の改正の趣旨は「高齢化の一・層の進展等社会情勢に対応した持続可能

な介護保険制度を構築するとともに、高齢者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ

自立した日常生活を営むことができる社会の実現に資するため」とされております。

　当市におきましても平成17年5月に第3期介護保険事業計画の策定について、福

生市地域福祉推進委員会に諮問し、今般、同委員会から答申を受けたところでござい

ます。当市の第3期介護保険事業計画は、平成14年度に策定いたしました第2期の

事業計画の運営状況や、今回の法改正を踏まえた計画となっているようです。

　いずれにいたしましても、今後10年間にいわゆる団塊の世代の人たちが65歳以

上となり、高齢者人口の大幅な増加が見込まれることから、介護保険事業の運営もま

すます厳しい状況となることが予想されます。そのためには介護を受けない高齢者の

方が多くなり、さまざまな場面で地域で活躍していただくことが重要だと考えます。

今回の法改正でも予防重視型のシステムへの転換が強く打ち出されております。

　そこで、次の事項についてお伺いいたします。第1点目は、介護保険制度の今回の

改正の主な改正点についての概要をお尋ねいたします。

　第2点目は、市の取り組みについてで、その第1は今般の地域福祉推進委員会から

の答申概要についての内容について簡単にお尋ねします。第2は介護予防のための平

成18年度での具体的な事業、項目ですとか内容、実施方法についてお知らせくださ

い。第3に介護予防に対する今後の方向性について、第4に制度改正に伴う市民の保

険料負担額と今後の見通しについてお尋ねいたします。

　介護保険制度の3点目は、現在策定しております「健康福生21」事業とどのよう

に関連づけるかについてでございます。以上について、介護保険制度についてお伺い

いたします。

　質問の第2項目目は、保育行政にっいてお伺いいたします。

　最初に、幼保一元化についてお伺いいたします。幼保一元化の課題は、就学前児童

の教育、保育を一一体的に行うことを目的として検討されてきた古くて新しいテーマで、

過去臨時教育審議会など国の審議会等でも何度も議論されてきました。構造改革特区

制度の創設以降、政府の規制緩和政策のもとで幼稚園・保育所の一元化の議論が再燃

し、中央教育審議会幼児教育部会と社会保障審議会児童部会の合同検討会議で検討が

なされ、昨年5月、相互の機能を持つ総合施設としての基本的な審議がまとめられた

とのことであります。また昨年4月から全国35カ所で総合施設モデル事業の実施が

試みられているようでございます。

　昨日、2月26日の読売新聞を見ますと、平成18年度10月からの本格実施を目

指して今国会に法案が提出されるとのことで、この総合施設は「認定子ども園」とい

う名称で、法律の名称は就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進
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に関する法律案であると明らかになりました。

　認定子ども園は、一つ、教育・保育を一体的に提供する。二つ、地域における子育

て支援の実施の二つの機能を持つ施設とされ、運営形態については四つの累計があり、

幼稚園と保育所の両方の認可を受ける幼保連携型、二つ目として幼稚園のみの認可を

受ける幼稚園型、三つ目として保育所のみの認可を受ける保育所型、四つ目としてい

ずれの認可も受けない地方裁量型が混在するようでございます。この4累計とも都道

府県知事の認定を受けることができるとされております。また累計によってそれぞれ

の運営費や施設整備費の補助は受けられるようですが、施設の利用は直接契約となり、

保育料も直接施設に支払うという制度のようです。現在、具体的な法案が示されてな

い状況であり、不透明な部分もかなりあるようですが、いずれにしても、非常にやや

こしい仕組みになりそうでございます。

　当市では昨年7月に保育園等のあり方に関する報告書が出され、その中で「すみれ

保育園については近隣用地を確保し、民間幼保一元化総合施設を誘致することとする」

としております。しかし、現実にはただいま申し上げました法律上の課題や用地の問

題、保育園の職員の処遇、民間幼稚園への影響等さまざまな課題を解決するためには

相当の時間を要すると思います。

　そこで、次のことについてお伺いいたします。昨年7月に報告されました「保育園

のあり方に関する報告書」による幼保一元化を目的とした総合施設の方策についての

第1点目は、報告以降の具体的な検討経過について、二つ目は今後どのような施設を

目指していくのかの2点についてお伺いいたします。

　保育行政の2点目は、保育4スト等について何点かお伺いいたします。保育所制度

は戦後間もなく制定された児童福祉に基づき実施され、入所については保育に欠ける

児童の措置として長く定着してきました。平成10年に報告されました社会福祉基礎

構造改革の流れを受けて、平成10年4月の法律改正により従来の措置制度から利用

者が自由に選択できる契約制度へと大きな転換が図られました。ただ、利用契約の形

態は市町村と保護者との契約とされており、措置から契約制度に変わったとはいえ、

入所調整は従来どおり福祉事務所が行っている状況です。しかし、近年の社会情勢の

多様化の影響を受け、認可保育園でもさまざまな保育ニーズにこたえることが求めら

れてきております。

　一方、国の制度改正により公立保育所には運営費が交付金で措置されるなど大きな

変化が出てまいりました。また東京都においては認可保育園がさまざまな保育ニーズ

に対応できないとのことから、認証保育所制度が発足し、現在、A型が都内で200

カ所以上開設していると聞いております。認証保育所の運営内容の詳細についてはよ

く承知しておりませんが、基準面積や職員配置等は認可保育所より緩和されている一

方、13時間開所やゼロ歳児保育が義務づけられており、認可より柔軟な運営がなさ

れていると聞いております。

　このような状況の中、東京都では東京都児童福祉審議会の意見具申を受け、従来か

ら市町村に対して補助していた認可保育所運営費補助金を交付金化し、子育て推進交

付金として再構築すると聞いております。この改正は各市町村が安心して子どもを産
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み、育てる環境を整備するため、地域の実情に応じ行うさまざまな取り組みを支援す

る交付金で、児童数や独自事業を勘案して単位費用化する内容となっているようです。

当市にとっては今後かなり影響が出てくると危惧されます。

　当市の認可保育園は、他市に余り例を見ない定員を超えての児童の受け入れがほと

んどの園で行われており、非常に御努力されていることがありまして、非常に感謝す

るものであり、利用者の方にとっては非常にありがたいことだと思います。

　しかし、さきに述べました東京都児童福祉審議会の意見具申では、保育ニーズの多

様化、高度化が進んでいる中で、行政のコントロールのもとでの硬直的で画一的な既

存のシステムの見直し、新たなものへ再構築することが必要であると述べられており、

認可保育所の運営のさらなる柔軟性が求められております。

　本来なら法律改正が行われ、利用契約施設となった段階で利用者が自由に施設を選

択し、保育所と利用者が自主的に直接の利用契約を結ぶのが本来のあり方だと思いま

すが、従来どおり行政が入所措置を行うシステムではなかなかその本質は変わらない

と思います。

　幼稚園の場合は利用者が直接施設を選び、利用契約を結び、保育料も直接施設に支

払うシステムとは多いに異なります。もちろん制度改正の段階で国が従来の取り扱い

に準じた制度をつくるためのものですから、このシステムを改善できませんが、行政

も施設も利用施設化されたという認識を持ち、利用者本位の運営を目指すことが必要

です。

　そこで何点かお伺いいたします。保育コストについての第1は、当市における児童

1人当たりの年齢別保育経費、その財源を含めてと利用者負担、いわゆる保育料につ

いて、概数で結構ですのでお知らせください。第2は東京都の補助金制度の変更に伴

う市の対応について。三つ目はこれからの民間保育所のあり方と当市のかかわりにつ

いて、特に公立を廃止して民間ヘシフトしていくに伴って、保育ニーズに対応するた

めの考え方を含めてお知らせください。第4は民間保育所の第三者評価制度の実施状

況について、以上、4点についてお伺いいたします。

　次に、質問の第3項目、安全・安心なまちづくりについてお伺いいたします。

　このテーマについては、私は過去何回か質問させていただきましたが、他の議員の

方も質問されることがあるなど皆さん多いに関心を持っていただいているようで、大

変結構なことだと思います。

　最初に私が質問させていただいたときには、防犯の仕事は警察署の仕事だとの思い

が強く、余り積極的な取り組みがいただけませんでした。それ以降いろいろな皆さん

の御協力でかなり防犯についても進んでまいりましたけれども、私の地元の加美町会

でも3年前のころから、地域の有志の皆さんが毎月2回のパトロールを実施し、本年

1月には50回に達したとのことです。地域の方々の地道な御努力は地域住民の方か

らも大変感謝されております。

　そこで、何点かお伺いします。防犯対策の現状についてですが、第1は昨年の6月

に質問した以降の状況について、概略で結構ですのでお知らせください。2点目は今

後の市の取り組みの方向性についてお伺いいたします。
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　次に、安全・安心まちづくり広場の状況ですが、1点目は会の活動メンバーの構成

について、二つ目は具体的な活動内容について、三つ目は今後の方向性についての3

点についてお伺いいたします。

　この項の最後に、安全・安心まちづくり条例制定の検討状況についてお伺いいたし

ます。条例制定については何回か質問させていただいており、昨年第2回定例会で市

長から「市民の防犯への意識を高めるとともに、防犯活動の方法や安全・安心まちづ

くり条例の制定についても検討してまいりたいと思います。少し遅れましてまことに

申しわけありません」との前向きの御答弁をいただいておりますが、いつごろまで条

例案をおつくりになるのか、具体的な前向きな御答弁をぜひお願いします。

　質問事項の最後、子どもの居場所づくり、この事業は文部科学省が16年度に策定

しました「地域子ども教室推進事業」というものですけれども一一一についてお伺い

をいたします。

　この事業は16年度から地域教育力再生プランとして、18年度までの3力年事業

として制度化いたしました。この事業の目的は、地域住民等のさまざまな活動を通し

て住民同士の交流を進め、地域社会の再構築を促し、子どもも大人もいきいきとした

住みよい社会の実現を目指したものであり、内容は地域の大人たちの教育力を結集し、

放課後や週末など一定の時間、学校の校庭や教室を子どもの居場所として開放し、子

どもたちがスポーツや文化活動等さまざまな体験活動をするものであります。残念な

がらこの制度は18年度で終了してしまうようでございますけれども、この事業につ

いていろいろな評価がされているということでございます。

　質問事項から飛びますけれども、平成18年度の学童クラブの申し込み状況が多い

ということで、先般議会内でも話題になりました。幸い担当課の御努力と学校の御協

力とで何とか需要にこたえることができそうだと伺っております。

　学童クラブの年度別の申し込み数を見ましても、平成18年度は平成15年度と比

べて全体で7％ふえております。そのうち1年生では9ポイントふえており、今後こ

の傾向はますます増加していくことが予想されます。児童数が年々減少しているのに

学童クラブ申し込み数はふえてきております。また学童数全体の割合を見ても平成1

8年度の申し込み数の比率は1年生が全校平均で全体の約4割、特に多いクラブで4

6％と全児童の約半数が利用を希望しているようでございます。ちなみに、1年生か

ら4年生までの全児童数に占める割合は全校平均で26二5％と実に4人に1人が希

望している状況です。

　このようなことから考えると、今後学童クラブの需要はますます増加傾向にあると

思いますが、増設や定員増にも限界があります。さらに学童クラブを利用しない児童

の放課後の活動は、児童館の近隣児童が児童館を利用するほかは全く放置されている

状況です。

　以上のような状況を勘案すると、放課後や週末の子どもの居場所づくりは全児童対

策として急務だと考えます。現在近隣市町がもう既にこの事業に取り組んでいると聞

いております。もちろん学校からの下校時の送迎の安全性の確保や、指導員の問題、

いろいろな課題があると思いますけれども’s早急な御検討をお願いいたします。この
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ことは昨年の市長の施政方針の中で「学社融合」ということで、学校教育と社会教育

の壁を外すということでは、まさにこの事業はそれに当たると思います。

　そこで、何点かお伺いします。まず市として地域子ども推進事業について検討され

たかどうか、もし検討されなかったらどうか。次に近隣市町の実施状況と実施内容に

ついてはどうか。最後に今後の取り組み方針についてお伺いします。第1、本事業は

学社融合の垣根をはらう事業として進める必要があると思うが、どのように考えるか。

第2、今後の事業の取り組みを進めていく考えはあるか。どのような方針を立てるか。

以上、4項目についてお伺いいたします。

　市長と教育長の前向きな御答弁を期待いたしまして第1回目の質問といたします。

ありがとうございました。

○議長（石川和夫君）　午後1時まで休憩いたします。

　　　　　　午後0時8分　休憩

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

　　　　　　午後1時　開議

○議長（石川和夫君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　　　　　　　　（市長　野澤久人君登壇）

○市長（野澤久人君）　大野議員さんの御質問にお答えをいたします。

　介護保険制度についての第1点目、介護保険制度の改正概要についてですが、まず

今回の制度改正の主な内容として、制度の持続可能性の確保を図り、明るく活力ある

超高齢社会の構築や社会保障の総合化を基本視点として、制度全般についての見直し一

を行うこととされております。

　一つには、予防重視システムへの転換として、新予防給付や地域支援事業の創設を

行い、軽度者に対する状態の改善などを図ること。二つは昨年10月に先行実施され

たところでございますが、在宅の方と施設の利用者の負担の公平性などを理由として、

介護保険3施設等の住居費、食費が低所得者に配慮しつつ、給付の対象外とする見直

しが図られております。三つには新たなサービス体系の確立といたしまして、地域密

着型サービス、あるいは地域包括支援センターの創設など1人暮らしの高齢者や認知

症高齢者への施策や、在宅支援強化でございます。四つにはサービスの質の確保・向

上でございまして、情報開示の標準化や事業者規制の見直しを行うこととしておりま

す。五つに負担のあり方、制度運営の見直しとして第1号保険料の設定や要介護認定

の見直しを行うこととしております。また市町村長の関与を強化し、より主体性を発

揮した保険運営が可能となるよう保険者機能の強化の方針が打ち出されております。

これらが今回の介護保険制度の改正概要でございますが、大幅な改正であり、制度発

足以来の大改正となります。

　次に、2番目の市の取り組みについてでございます。まず福生市地域福祉推進委員

会の答申の概要でございますが、計画の基本理念として「住み慣れた地域で、安心し

て心豊かに生活するために」との理念を定め、施策の充実に努めることとしておりま

す。

　内容といたしましては、行政、市民、介護保険事業者との協働により、地域社会全
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体で介護を支えることや、在宅生活重視の視点を持って、10年後を見据えて「住み

慣れた地域で生活し続けることができる」ようにすることを将来像としております。

　また、今回の介護保険法改正のキーワードというべき介護予防事業では、要支援、

要介護になる恐れの高い高齢者を対象とした地域支援事業や、軽度で心身の改善可能

性のある方に対する新予防給付を実施することで介護予防の推進を図ることとしてお

ります。

　具体的には、地域包括支援センターで一貫性、連続性のある介護予防体制の実施を

予定しておりまして、基本健康診査、主治医意見書、訪問調査員、家族などから得ら

れる情報をもとに介護予防プランの作成、介護予防ケアマネジメントを行い、個々の

利用者に合った最適なサービスの提供を行っていきます。既存の在宅サービス内容の

見直しに加えまして、新たに地域支援事業の中に介護予防事業を新設し、身体機能や

生活機能の維持、改善のための事業を予定しております。

　事業といたしましては、筋力向上トレーニングが必要と認められる方を各事業15

名程度個別にお呼びして、1クール週1回のペースで3カ月実施する事業を4クール

ほど予定しております。またこのほかにも口腔機能の向上事業として歯科衛生士、言

語聴覚士、看護師等による適切な口腔清掃の自立習慣化、食べる機能減退の早期対処

として、低栄養改善事業としての管理栄養士などにより食べることを通じて低栄養状

態を改善する事業を専門家指導のもと市内の公共施設で実施する予定でございます。

　なお、各事業とも年間60名ほどの参加者を見込んでおります。今までの事業との

大きな変化は、利用者個人に合ったメニューの実施や、一定期間後にその効果を検証

することでございます。

　介護予防に取り組む市の方向性として、地域支援事業では要支援、または要介護1

への移行を防止する効果といたしまして、地域支援事業対象者の20％を目標に設定

をいたします。また新予防給付の実施におきましては、要支援、または要介護1から

要介護2以上への移行を防止する効果といたしまして要支援及び要介護1の方の1

0％を設定し、健康寿命の延伸に取り組んでまいります。

　次の制度改正等に伴います保険料負担額と今後の見通しでございますが、具体的に

は第1号被保険者の月額基準額の保険料で申し上げますと、第2期は3383円でご

ざいましたが、第3期におきましては4593円を見込んでいるところでございます。

介護保険料につきましてはさまざまな考え方がございますが、保険者機能の強化によ

ります給付費の適正化などによりましてさらに今後とも検討を行い、検証していかな

くてはならないと考えております。

　次に、第3点目の「健康ふっさ21」との関連性でございます。「健康ふっさ21」

の究極の目標は、福生市民の全体の健康づくりでございまして、「検査して、病気にな

る前に予防する」ということにより、その前段階の「病気をはねのけ、少なくとも現

在の健康を維持していくため」としております。みずからの健康観に基づく市民一人

一人の健康を実現するための市民健康づくり運動でございまして、福生市民全体の健

康づくりとの観点から、市と市民12人のボランティアによる協働事業として「健康

ふっさ21」計画づくりを行っているところでございます。また今後の予定でござい

一 31一



ますが、計画としてまとめたものを平成18年度の早い時期にお示しするべく取り組

んでおります。

　共通する部分は当然のこととして出てくると思いますけれども、介護保険の事業計

画の中では、主に65歳以上の高齢者の方を対象として計画を策定しておりまして、

特に今回の介護保険法改正の中では、要介護になる前、あるいは軽度の方の介護予防

を重点的に行い、水際作戦というべき戦略で重度化を何としても食い止め、健康の維

持、増進を図っていくこととしております。

　次に、保育行政についての1点目、幼保一元化にかかる総合施設の具体的な方策に

ついてですが、すみれ保育園の代替施設として、総合施設を含めて検討しているとこ

ろでございますが、市内の保育施設の配置を考慮いたしますと、すみれ保育園の近隣

に設置することが望ましいことから、未利用地等検討委員会での近隣市有地の状況な

どから検討を進めているところでございます。

　この総合施設につきましては、昨年12月に全国35カ所で実施されているモデル

事業の中間評価が出され、それに基づき今国会に関係法案が提出され、審議されると

のことでございます。しかし、現時点では名称を「認定子ども園」とすることや、本

年10月からの施行を目指していること程度の情報しかなく、具体的な内容、特に財

政的な問題についてはいまだ明確に示されていない状況でございます。

　本市といたしましては、子育て支援策の一っとして総合施設等の検討を進めてまい

りたいと考えておりますが、現行の保育制度の見直しなども含むことから、国の動向

を注視しながら十分な情報のもと検討を進め、議会にも御相談してまいりたいと存じ

ます。

　次に、保育コスト等についての1点目、児童1人当たりの年齢別経費と保育料につ

いてですが、年齢別経費の積算については、単純に試算することが難しいのですけれ

ども、仮に定員120人、ゼロ歳児定員9人、民改費12％等一定の条件をもとに試

算いたしますと、1カ月当たりゼロ歳児童で約30万2000円、3歳児以上は約6

万7000円でございます。ゼロ歳児童での負担区分を申し上げますと、保護者負担

分は1万9000円で6．5％、市負担分は10万8000円で36％、残りが国・
都負担分で17万2000円、57．5％となっております。
　また、保護者負担分の保育料でございますが、保育料は所得税の金額によりA階層

からD階層に区分されておりまして、現在入所している児童での最高額は月額4万7

000円、最低額はゼロ円でございます。

　2点目、東京都の補助金制度の変更に伴う市の対応についてでございます。東京都

では平成17年度施策の見直しについて、福祉保健局より児童福祉審議会の意見具申

並びに国の三位一体改革に伴い、延長保育事業等の国庫補助事業がソフト交付金化や

税源委譲となり、国基準額に上乗せを行う都加算補助の算定基礎がなくなるところか

ら、地域の実情に応じた取り組みを促進するため、市町村への子育て関連都加算補助

及び都単独事業、これは認可保育所運営補助とか、学童保育事業費、子育て広場事業

A型、3歳児検診等13事業ございますが、これを廃止、または再構築をいたしまし

て、市町村の子育て施策における自由度を高め、市町村が地域特性や創意工夫を生か
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した独自の取り組みが可能となるよう新たな制度として子育て推進交付金の創設をい

たしたいということで、昨年10月25日の市長会に提案されました。

　市長会では協議、検討を重ねまして、交付金総額は平成17年度予算ベースの14

5億円の確保を基本とし、さらにこれまでの補助事業の基準を参考に示すなど一定の

事務的な工夫、配慮を行う等7項目の条件を付して本年1月25日に都提案の子育て

推進交付金について了承することとなったところでございます。

　市での対応については、今後担当レベルでの説明会が予定されておりまして、ゼロ

歳児保育特別対策事業、11時間開所保育対策事業、障害児保育事業、一般保育対策

事業、延長保育事業、産休代替等職員費補助の6事業については具体的な説明がなさ

れるということでございますので、算定基準を参考にし、また他市の情報も得ながら

平成18年度中に整理し、対応を進めてまいりたいと存じます。

　3点目の、これからの民間保育園のあり方と市のかかわりについてですが、市では

現在、計画的に公設保育園の民営化を進めております。このことは民間活力の導入に

よるコスト削減、各種サービスへの取り組みの促進を図るとともに、国庫補助金等の

活用による財源確保及びコスト削減分を子育て支援策に還元する等による市の総合的

な子育て施策の充実を図りたいと考えているからでございます。

　これからの保育サービスには、必要な人が適正な負担の中で地域の実情に合った質

の高い保育サービスをみずからが選択し、利用できるようにしていくことが求められ

ます。そのためには保育サービスの提供主体がそれぞれの特性を生かし、多用な市民

ニーズにこたえて保育の質を高めていくことが必要で、行政の役割はその環境を整備

していくことになろうと思います。

　次世代育成支援行動計画にあるように、待機児童ゼロの継続、病後児保育、午後8

時までの延長保育の実施等を民間保育所と協力して推進すると同時に、ホームページ

による情報提供、認可外利用者補助、苦情処理制度の充実、事業者への福祉サービス

の第三者評価の受審の促進等市民が保育所を選択しやすい環境もあわせて整備してま

いります。

　4点目の民間保育所第三者評価制度の実施についてですが、現在認可保育所2カ所

で第三者評価の受審を行っておりまして、本年度中に公表するというお話を伺ってお

ります。

　市では平成18年度に認証保育所2カ所に対して、外部機関による客観的な立場か

ら保育サービスの内容や質等を評価し、保育の質を確保していきたいということから、

東京都の補助金を活用しまして、後ほど御審議いただく平成18年度予算案の中に第

三者評価事業補助金を計上してございます。また公設民営保育所においても第三者評

価の受審の予定がございますので、保育所運営委託料の中に組み入れてございます。

他の民間保育所については、福生市保育協議会の中で第三者評価受審のお願いをして

いる状況です。

　次に、安全・安心なまちづくりについての第1点目、防犯対策の現状についてでご

ざいますが、福生市内の平成17年の刑法犯認知件数は1253件で、前年より15％、

件数で216件減少いたしました。特に空き巣は半減、ひったくりも71％減少いた
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しました。

　このように犯罪件数の減少につながった大きな要因といたしまして、市民の防犯に

対する意識の高まりが考えられます。現在市内では20の町会・自治会によりまして

防犯パトロールが行われており、地域の防犯に大変貢献していただいております。今

後も多くの町会・自治会で防犯パトロール等が実施できますよう、積極的に働きかけ

をしていきたいと考えております。

　市では地域安全のための施策といたしまして、平成17年度には七つの小学校区で

地域安全マップづくりを実施いたしました。これは町会・自治会、PTAなど地域の

人たちと子どもたちが一緒に地域を回り、自分たちで地図をつくる事業でございまし

たが、このマップづくりを通じて「危険な場所とはどういうところなのか」を考え、

さまざまな危険性に気づくことの大切さも体験してもらいました。この地域安全マッ

プづくりは地方紙にも取り上げられましたが、参加された方々からも大変好評を受け

ております。この事業は来年度も引き続き行っていく予定でございます。

　防犯についての情報の提供につきましては、昨年12月から「テレモ自治体情報」

を使い警察からの安全情報を提供するとともに、防犯だよりの作成を続けていきたい

と思います。

　また、昨年12月には防犯活動推進員やPTA、町会・自治会など多くの方にお集

まりいただき、子どもの安全の見守り活動にも取り組み、防災行政無線を使い、毎週

月曜日に子どもの見守りの広報も行っております。

　なお、管理職による夜間パトロールを継続しておりまして、昨年7月に市の廃棄物

収集の委託業者と締結いたしました「地域安全パトロールに関する協定」を来年度は

介護事業者とも締結していきたいと考えております。

　次に、第2点目の安全・安心市民まちづくり市民広場の活動状況でございますが、

昨年8月に広く市民の方と防犯について話し合える場を設けたところでございまして、

「安全・安心まちづくり市民ひろば」には防犯活動推進員を初め女性防犯指導員や町

会・自治会、PTA、交通安全推進委員などの方に毎月1回ほどお集まりをいただき、

それぞれの組織や地域で行っております防犯活動の状況や、これからの防犯について

話し合いを行っているところでございます。

　この「ひろば」を通して防犯活動の情報交換の重要性や市民への防犯協力の呼びか

けなどが指摘され、テレモ自治体情報での情報提供や、12月に行われた市内全域で

の子どもの見守りへの協力への呼びかけ、公民館などの利用者への防犯協力への働き

かけなどさまざまな防犯活動に生かされたところでございます。

　また、現在は腕章等のシンポルの統一化に向け話し合いを進めているところでござ

いまして、来年度も引き続きこの「ひろば」を通じて得られたものを防犯活動に生か

していければと考えております。

　第3点目の安全・安心まちづくり条例の検討状況でございますが、市民ひろばの中

でも条例制定については、条例がなくても現在活動が活発になっているのであればい

らないのではないかとか、防犯意識を高めるためには条例があった方がよいのではな

いかなどとさまざまな意見がございました。
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　いずれにいたしましても、条例制定に当たりましては実効性のある条例がよいと考

えておりますので、まだ方向性が定まっていない状況でありますので、各市の条例、

あるいは活動方法、市内の状況、関係機関と協議を行いながら、今しばらく時間をい

ただいて条例の制定を考えていきたいと考えております。

　次の子どもの居場所づくり（地域子ども教室推進事業）にっきましては、教育委員

会からお答えをいたします。

　以上で大野議員さんの御質問に対する答弁とさせていただきます。

　　　　　　　　（教育長　宮城眞一君登壇）

○教育長（宮城眞一君）　大野議員さんの御質問にお答えをいたします。

　子どもの居場所づくり（地域子ども教室推進事業）についての御質問の第1点目、

市としての検討状況でございますが、この地域子ども教室推進事業につきましては、

文部科学省が提唱いたします事業で、学校におけます教室、あるいは校庭を利用して

子どもたちの活動拠点の整備をする場合に国が助成をしようというもので、事業の展

開は実行委員会を組織し、そこが主体的に運営していくというものでございます。し

たがいまして、実質的には空き教室など自由に使える部屋やスペースが必要というこ

とになるものでございます。

　この施策につきましては、福生市では取り組んでまいってはおりません。と申しま

すのも、年々児童・生徒の数は減少傾向にございますが、学校では総合的な学習の時

間や小人数学習指導による複数の教室などを利用する学習が行われ出していることや、

個別的な支援を要する子どもに一時的に空き教室を使っての指導がふえてきたことな

どにより恒久的な余裕教室というものがないことによります。

　また、福生第二小学校におけます学童クラブ待機児対策としての一時的余裕教室の

利用の例のような対応なども出てまいりましたので、余裕教室を見出すのは今後とも

大変難しくなってきております。

　福生市におきましては、子どもたちの居場所づくりとしては体育館や図書館、公民

館におきまして、また福祉的な側面からは児童館などこれまで学校以外の市の施設に

おいてさまざまな事業を行ってきたのが現状でございます。

　次に、国のこの推進事業についての各市町での取り組みの状況につきましては、都

内では11市4町が取り組んでおられまして、近隣では羽村市、あきる野市、瑞穂町、

日の出町で取り組んでいると聞いております。それらの市町では教室を利用したパソ

コン教室や昔遊び、また手芸、工作など、そして校庭を利用したスポーツ活動などが

行われているということでございます。

　なお、この事業に対します国の補助については、平成16年度に開始をし、平成1

8年度で終了するというものでございます。

　御指摘のように教育委員会では平成17年4月、学校現場への地域、社会からの支

援や学校教育と社会教育の融合促進のため、事務局組織の部を統合いたしております。

融合の観点からは、例年社会教育活動の一つとして子ども議会を実施いたしていると

ころでございますが、子どもたちの質問の中に「市をきれいにしていくためにはどう

すればいいのか、自分たちに何ができるのか」といった質問もございまして、これを
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受けまして、学校教育の立場から質問への対応を検討いたしまして、ことしの秋には

小・中学校一斉に地域を巻き込んだ形での美化活動の取り組みを計画をいたしており

ます。これも融合の取り組みに向けた一つと考えているものでございます。

　次に、子どもの居場所づくりに今後どう取り組んでいくかという御質問でございま

すが、目下は十分ではない学校施設を利用した居場所づくりがどのような取り組みと

して展開できるかということになるものと存じます。

　現在、’福生第四小学校では「四小ファンクラブ」と銘打ち、土曜日に保護者や地域

の皆さんにより学校の特別教室などを使って子どもたちにクッキーづくり、ギター教

室や楽器指導、将棋教室、絵手紙づくり、あるいは地域の歴史探索、または読み聞か

せなどという事業を実施をされている例もあります。保護者、地域の皆さんの責任の

もとに主体的、主導的に取り組まれているとのことで、このことが結果として長続き

しているということだろうというふうに存じます。

　また、福生第六小学校では子どもの居場所づくりの一環として、学校ビオトープに

おける自然観察、福生二中の協力を得る中で金管バンドによる音楽教室の取り組みな

ど、これもそれぞれ地域や保護者の御指導をいただきながら子どもたちの居場所づく

りを進めているところでございます。

　目下のところこういう形での活動は全学区域にわたってはおりませんが、また学校

施設、設備の状況により取り組みについて温度差もあるようでもありますが、地域や

保護者の御理解、御協力をいただく中で全市的に広まっていくことを期待をいたすと

ころでございます。

　教育委員会といたしましても、土・日の休日などに特別教室や校庭を利用した活動

ができないかどうか研究、検討をいたしますとともに、学校における居場所づくりへ

の働きかけや、それらの動きに対する支援をいたしてまいりたいと考えております。

　以上、大野議員さんの御質問に対する答弁とさせていただきます。

05番（大野聰君）　御丁寧な答弁ありがとうございました。それでは再質問を何点

かさせていただきます。

　まず、介護保険制度でございますけれども、今回いろいろな意味で大きな改正が行

われましたが、最初に包括支援センター・・一・・にっいて、先ほどお話がありましたけれども、

支援センターの設置の形態ですとか、設置場所がどのようになっているか、それから

2点目としては具体的な業務内容、運営の方法ですね。そういうものについてお伺い

します。それから3点目については、そこのセンターの職員構成がどうなのかという

こと、それから4点目については、在宅介護支援センターが現在ありますけれども、

この辺については包括支援センターができた段階でどういうふうになっていくのか4

点についてお伺いいたします。

　続きまして2点目で、高齢者のいろいろ介護予防ということで筋トレですとかをこ

れから始めるということでございますけれども、ことしの1月の朝日新聞に「お年寄

り、遊具で元気」という記事が載っておりました。これは公園でいろいろ介護予防の

ための運動をするということで紹介をされている記事でございますけれども、これは

都内のところが結構多かったのですけれども、こういった器具が市内にあるかどうか、
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それに対して市民の方にどのように周知しているのか、その辺についてお伺いをさせ

ていただきます。

　それから、2点目の保育行政についてでございますが、幼保一元化についてはまだ

まだ不透明な部分がかなりあるようですし、いろいろな情報を伺いますと、6月に法

案を閣議決定するというような話もありまして、法律の骨子もまだ出てないようでご

ざいます。一応この制度ができた段階でその内容を十分見極めまして、民業、特に幼

稚園経膏に圧迫にならないように、十分時間をかけて検討していただきたいというこ

とで、この点については要望とさせていただきます。

　それから、2点目の保育コストということでは幾つか御答弁いただいておりますけ

れども、まずコストの関係でございますけれども、ゼロ歳児の場合、実際には30万

円ちょっとかかっているということですね。それからそのうちの利用者負担が6．5％

で、公費負担は実に93．5％となっているということですけれども、このほかにそ

れぞれの民間保育の場合は東京都の推進費という補助もありますので、実質的には公

費の負担割合はもっと高くなるのかなと思っておりますけれども、この負担が多いか

少ないかの議論についてはいろいろな議論があると思いますが、このような実態につ

いてはほとんどの市民、保護者の方も知らないのではないかと思います。そういった

意味でいろいろな形で、いろいろな機会にやはりこういう実態はお知らせをしていく

必要があるのかなということで、この辺について何らかお知らせする方法について、

検討できるかどうかについてお伺いいたします。

　それから、2点目の東京都の補助金の関係ですけれども、交付金化によって市町村

の需要度を高めて、地域の実情に応じた制度としていくということですけれども、今

後市の場合は公立保育園がなくなりまして、民間保育園になるわけですが、先ほどい

ろいろ東京都の説明ですとか、近隣市の状況を見極めた上で検討していくというお話

でしたけれども、具体的にかなり福生市の場合なんかは補助金そのものが減るのでは

ないかというふうに危惧されますが、具体的にどのようにその運営費の補助制度を変

更していく方針なのかについてお伺いいたします。

　それから3点目、これも御答弁の中でいろいろさまざまな保育需要に対して御答弁

をいただきましたけれども、ゼロ歳児保育、長時間保育、病後児保育、そういうもの

について民間保育所と協力して推進していくという御答弁をいただきましたけれども、

具体的にはどんな形で考えておられるのかについてお伺いいたします。

　以上、3点についてお伺いいたします。

　それから、3項目目で安全・安心まちづくりについてでございますけれども、この

件については先ほど申し上げましたが、私、就任以来いろいろな形で安全・安心まち

づくりについて御質問させていただいております。

　地域の防犯パトロールも20カ所ということで、昨年伺ったときは19カ所だった

のですけれども、1カ所たしかふえたのではないかと思うのですが、ほぼ1年経って

1カ所ということでちょっと寂しいのかなということですけれども、もちろんこれは

地域でそれぞれ自主的におやりになることですから、市がやれとかいう話ではありま

せんけれども、具体的には市で働きかけ、どのような働きかけをされているのか、特
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に実施できないようなところにっいては何かやはりそれぞれ御事情があると思うので

すが、その辺の中味についてお尋ねをさせていただきます。

　それから、現在実施されている20カ所、どんな状況なのかについて把握をされて

いるかどうか、先日担当課長さんに私の方の地域においでいただいたということでご

ざいますけれども、それぞれそういうことでやはり地域に出かけて行っていただいて、

いろいろな状況をつぶさに見ていただくのが一番いいのではないかと思いますけれど

も、それと同時に、地域のそういう活動についていろいろな面で市民の方にお知らせ

をしていただくという方法が考えられないかということについてお伺いします。

　それから、その次に条例の関係でございますけれども、先ほど最初の質問のときに

市長からかなり前向きな御答弁をいただいておりました。その後検討されたのかなと

いうお話でございますけれども、きょうの御御弁では内容的には余り進んでないのか

なというふうな感じがいたします。

　やはり昨年のときに市長はかなり前向きな御答弁をいただいたわけでございますけ

れども、今回一般質問をするためにいろいろお伺いしたら、担当部の方はちょっと勘

違いされていたのではないかと思いますけれども、今後やはり具体的に、今まで条例

に関してどのように、昨年6月以降検討してきたか、それから今後、先ほどの市長さ

んの御答弁を受けてどのように検討していくのか、・その時期も含めてできればお伺い

をしたいと思います。

　それから、最後の子どもの居場所づくりについてでございますけれども、もうちょ

っとなんか前向きな御答弁がいただけるのかなと思ったのですけれども、非常に何と

なくやれないというか、やらないスタンスの御答弁みたいな感じで、教室については

余裕教室がないという御答弁もありましたけれども、例えば放課後事業をやったり、

休みの日に事業をやるわけですから、既存の教室そのものを活用することだってでき

るわけでしょうから、検討する気があればやられたのではないかと思っておりますけ

れども、そういうことで、この事業について文科省から通知があったと思いますけれ

ども、その文書についてどこが受けて、教育委員会の中でどのように協議をされたの

か、その辺について質問をしたいと思います。

　それから、3点目については先ほど学社融合の関係、幾つかまちの清掃とか、そう

いうお話がありましたけれども、この1年間庶務課と指導室、これは学校教育部だっ

たわけですけれども、それから生涯学習部の社会教育課とスポーツ振興課で学社融合

を推進するための話し合いをどういうふうにやってきたか、きょうの教育委員長さん

のお話でも、昨年のいわゆる組織改編に当たっての総括みたいなものは特に出ており

ませんでしたけれども、やはり学社融合を進めるためにはやはり学校教育、社会教育

の壁を外してやらなければいけないのだと思いますけれどもその辺について、どのよ

うな話し合いをやってきたのか、それから今後どのように進めていくのか、その辺に

ついて、幾つかの成果はあったという話もありましたけれども、まだ本来の学社融合

の意味が、教育委員会としてどういうふうに思っていらっしゃったのかわかりません

けれども、それについて再度お伺いしておきます。

　それから、大きな項目二つ目では近隣市の状況について、どんなふうにやっていら
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っしゃるのか、本当に概略で結構ですからお伺いいたします。

　それから最後に、御答弁の中にありました休日などの開放について研究、検討して

いきたいというふうにお話がありましたけれども、その辺についてどのような具体的

な方策で、手順で進めていくのかをお伺いいたします。

　なお、平成18年度の予算要望としまして、私ども正和会では放課後対策の充実と

いう項目を掲げて要望させていただきました。その中での回答では、庁内の子どもに

かかわる関係部署と総合的に検討、研究を進めるという御答弁をいただいております

けれども、この辺について具体的に何かやられたのかどうか、その点についてお伺い

をいたします。

　以上、何点かお伺いさせていただきます。よろしくお願いします。

○福祉部長（木住野佑治君）　それでは、大野議員さんから何点か質問いただいてお

りますので、お答えさせていただきます。

　まず、介護保険制度につきましての地域包括支援センターの関係でございますけれ

ども、設置形態につきましては、公共性及び中立性、公平性等の事業運営確保の視点

から福生市が設置し、運営を行っていきたいと思っております。場所につきましては

福生市役所の介護福祉課内に設置を予定しているところでございます。

　次に、具体的な業務内容の関係ですけれども、主に介護予防、ケアマネジメント、

それから総合相談、それから支援、地域ケアマネジャー支援の三つの業務を実施いた

します。専門職の連携で包括的支援事業を一体的に行うことを主眼としております。

　それから、職員の構成等にっきましては、基本的には相談業務を担う社会福祉士、

新予防給付及び介護予防事業のケアマネジメントを行う保健師、ケアマネジャーに対

する日常的指導、助言や困難事例等への助言指導を担当する主任ケアマネジャーの3

名で業務を実施いたしますが、介護福祉課内に設置されますことや、既存事業の関連

性等から高齢福祉係の職員とも連携を密にして新事業に取り組んでまいりたいと考え

ております。

　それから、在宅介護支援センターはどうなのかというようなことでございますけれ

ども、現在社会福祉協議会で実施しております在宅介護支援センターの基幹型業務に

つきましては、地域包括支援センターがその機能を維持しっつ新たな業務を行うこと

から廃止をいたします。

　また、地域型は3カ所ございますけれども、これにっきましては地域におけるきめ

細かな高齢者支援、例えば相談業務、見守り活動等あるわけでございますけれども、

これら事業の継続的観点からその機能を若干見直しさせていただきまして、存続させ

ていきたいと考えております。

　次の健康のための遊具等の設置状況にっきましては、都市建設部長の方から答弁を

いたします。

　次に、大きな2点目としまして保育行政の関係の保育コストでございますけれども、

PRの関係につきましては、保育コストについての負担割合等の情報につきまして、

今後とも、随時ではございますけれども、広報紙に掲載していきたいと考えておりま

す。
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　次に、東京都の補助金、交付金化されて、市として民間保育園に対する補助金を具

体的にどのように変更していくかというような考え方なのですが、先ほど市長答弁で

も申し上げましたけれども、今後都の算定基準等も示されると思いますので、それら

を参考にしながら市の補助金の方針を明確化していきたいと考えております。

　次に、ゼロ歳児保育、あるいは長時間保育、病後児保育など民間保育所と協力して

推進していく、どのように具体的に進めていくかという御質問でございますけれども、

ゼロ歳児保育につきましては、平成20年4月より平成19年度民営化予定のつくし

保育園、これで実施する計画でございます。

　延長保育につきましては、現在認可保育園12園、全園で午後7時までの1時間延

長を実施しているところでございます。平成21年度までに2園で午後8時までの2

時間延長をする計画がございます。

　病後児保育につきましては、平成21年度までに1園で実施する計画がございます

が、市民要望が高いため、できるだけ早い時期の実施を検討しております。

　私の方からは以上でございます。

○都市建設部長（清水喜久夫君）　大野議員さんの再質問に対しまして、都市建設部

関係についてお答えをいたします。

　確かに今年になって早々でございますが、新聞やマスコミ等で健康器具のことが取

り上げられておりましたので、私も早速職場の担当者の方に確認をいたしましたが、

公園内に健康遊具が設置してあるということでございました。

　公園の箇所といたしましては武蔵野台東公園、牛一公園、わかたけ公園、福栄ミレ

ニアムパーク、福生柳山公園、福生南公園の6公園に18基設置しておりまして、種

類は腹筋や背伸ばし用ベンチ、懸垂用リングや平行棒、ロールングステップ、アーム

トレーナー等が設置してありまして、だれもが気軽に利用できるような健康遊具とな

っているところでございます。

　公園内の健康遊具を多くの方々に利用していただくために、広報に出すように指示

をいたしまして協議してまいりましたが、3月15日の広報に第1回を掲載いたしま

して、以後何回かシリーズで遊具の場所、健康遊具の使い方等掲載していきたいとい

うふうに考えております。

　さらに、福祉部とも十分協議いたしまして、健康遊具の設置場所、使用方法等につ

きましてパソコンを活用いたしましてパンフレットを作成し、さらに多くの市民の

方々に健康増進に役立てていただくために各公共施設に配置をして、必要な方には活

用していただくよう対応したいと考えております。

　以上、答弁とさせていただきます。

○生活環境部長（田辺恒久君）　再質問に対しまして答弁させていただきます。

　防犯パトロールがふえていないということで、市はどのような働きかけをしている

かということですが、町会長協議会などの会議などで防犯パトロールの犯罪抑止効果

などを説明するとともに、支援についてもお願いして、多くの地域で実施をお願いし

ているところでございます。また町会と防犯活動推進員の連絡が取れるよう、町会や

防犯協会にも要請をしているところでございます。
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　防犯パトロールが実施されていない会が幾つかあるわけですけれども、それは会員

が少ないとかそれなりのいろいろ事情がございまして、防犯対策についての体制づく

りができてない地域もあるように聞いております。

　一つの地域だけで体制が取れない場合につきましては、近隣地域と協力するなどの

方法もあるかと思われますので、ほかの地域の組織形態などを紹介するなどアドバイ

スをしていきたいと考えております。

　防犯パトロールの実施地域をふやす工夫につきましては、町会長協議会を初め各地

域にある団体に協力を求めることが必要と思われます。そのためには地域の各種団体

を一堂に集めて防犯についての説明会などいろいろな工夫をしてまいりたいと考えて

おります。防犯意識の向上と市民のパトロールへの関心を高めることが防犯活動のま

ず初めの一歩であると考えております。

　各地域で行われております防犯パトロールの状況でございますが、各地域でそれぞ

れに合った形で防犯パトロールをやっていただいておりますが、例えば拍子木をたた

きながら回ったり、のぼり旗を持ちながら回ったり、ハンドマイクで呼びかけながら

回るなど防犯効果を高める工夫をしている形で実施していただいております。

　また、町会役員、小学校PTA、中学校PTA、とりわけそれぞれが月1回、回る

ようにローテーションを組むことで負担を軽減するような工夫をしている地域もあり

ます。防犯は地域全体で取り組むことが大切であるため、無理のない継続できるよう

な仕組みを考える必要があるかと思っております。

　防犯パトロール活動をもっとPRする必要でございますが、市の広報でPRはもち

ろんですが、また毎月発行している「防犯だより」でもPRする必要があると考えて

おります。またことしの3月に町会長協議会の会報が発行されますが、今後はそのよ

うな中でも町会・自治会で実施されている防犯活動を紹介していただきたいと考えて

おります。

　条例の制定につきましては、まことに申しわけないと思っているのですが、福生警

察署管内ではあきる野市と瑞穂町で制定しておりまして、多摩地域では14の市が制

定しているところでございます。

　市長答弁にありますように、実効性のある条例をつくる必要があると考えていると

ころでございまして、まだ出来上がってないわけですけれども、福生市といたしまし

てはまだ条例は制定されていませんが、昨年12月の児童の見守り活動のように、防

犯活動の見守り活動をほかの市に先駆けて実施したりいろいろな活動を、十分とは思

いませんが、実施していると思っております。

　条例の内容につきましては、どの条例でも同じなのですが、その制定趣旨を踏まえ

て、魂を入れてその運用を図り、その制度が情勢の変化に即してその都度メンテナン

スできるような仕組みを持っていれば、犯罪減少に対してかなり有効な武器となるで

あろうというようなことが言われていますので、今後そのような制定に向けて引き続

き検討してまいりたいと存じますので、いろいろ御指導をいただきたいと思いますの

で、よろしくお願いいたします。

　以上、答弁とさせていただきます。
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○教育次長（吉野栄喜君）　それでは、幾つか質問をいただいております。

　最初に、地域子ども教室推進事業の16年から3力年の、その文書等の流れについ

てはどうかということでございますが、これにつきましては平成16年2月16日、

当時生涯学習部でございますが、生涯学習部の社会教育課において文書を受けてござ

います。それで2月26日までにこの事業についての希望を取るということでござい

ましたが、その実施に当たっては、まず実行委員会の立ち上げ、それから実施計画を

提出するということなど、10日間のうちにその実行委員会の立ち上げと実施計画を

出すということが前提でございました。

　また、空き教室等もその当時の学校教育部に確認したようでございますが、全体的

に時間な余裕もいとまないということで、その当時、事業の取り組みについてはその

時点では困難だと判断し、申し込みをしなかったようでございます。

　それから、2番目の御質問でございますが、学社融合の関係で成果はどういうこと

があったかということでございますが、17年4月に教育委員会事務局の組織を二部

制から次長制にいたしまして1年間、どういう成果があったということを申し上げま

すと、この1年間ではまず準備、調整の期間だったというふうに考えているところで

ございますが、先ほど教育長答弁でございましたように、ことしの秋には小学生児童・

生徒を巻き込んだ形で地域の方々、あるいは町会、それから社会教育委員の方々、い

ろいろな方にも御協力をいただいけるということで、美化活動を行うということがま

ず一つ、これは18年度事業になりますが、学社融合の一つの成果ではないかという

ふうに考えているところでございます。

　それから、これは図書館の方でございますが、新1年生、小学校1年生でございま

すが、「出張、おはなし会」というものを図書館の職員と、図書館ボランティア講座を

受けたボランティアの方々が学校にまで出向きまして、新1年生に本を読み聞かせる

という事業も18年度に計画してございます。

　そういう意味では、1年間準備、調整をしながら、18年度には学社融合というも

のがだんだんできるのかなという、そういうような感じではございます。

　今後といたしましても、今までも学校教育と社会教育、連携はしてきておりますが、

学社融合ということに向けて今後も、また内部でもいろいろ検討する中でいろいろな

事業を進めてまいりたいというふうに考えてございます。

　それから、地域子ども教室推進事業の近隣市の状況でございますが、まずあきる野

市ではスポーツ活動が主に、小学校体育館、あるいは校庭等、あるいは高校の校庭等

を使ってやっているということでございます。これは土曜日を実施しているようでご

ざいます。そのほかにも文化的活動では個人のお宅で読み聞かせをしているというこ

とでございます。それから羽村市では、これもスポーツ活動が主でございますが、グ

ランドや校庭、それから田植えの体験などもしているようでございます。田植えにつ

いては時期的なものがございますが、月に一、二回程度の土曜日ということというふ

うに聞いてございます。そのほか瑞穂町、日の出町でも同様の取り組みがされており

ますが、週に1回水曜日とか土曜日の隔週とか、そのような状況になっているところ

でございます。
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　それから4点目で、教育長答弁にございました休日を利用してボランティアの方に

いろいろやっていただきたいというのがどういう形でできるのかということがござい

ますが、先ほど教育長答弁にございました四小ファンクラブのように、地域の方々が

ボランティアでいろいろな形でやっていただければ、これは教育委員会としても支援

をしていきたいというふうに考えてございます。

　他市の状況を見ますとなかなか、ボランティアですから毎日毎日ということが難し

い中でそれぞれの学校、温度差もあるとは思いますが、どんな形でできるか相談をし

ながら支援をしていきたいというふうに考えてございます。

　それから五つ目の、正和会の要望にございます放課後対策でございますが、庁内で

の協議ということでございますが、まず一つ、これは成果と言えるかどうかわかりま

せんが、学童クラブの関係では学社融合という気持ちもございまして、待機児童を解

消するためにも学校を解放できないかということで学校長、あるいは保育課、それか

ら私ども教育委員会とも相談しまして、今回第二小学校を学童保育の一つとして教室

を使えるようなことになったということが一つの成果ではないかというふうに考えて

ございます。

05番（大野聰君）　ありがとうございました。また再質問したいのですが、時間が

なくなりましたので、最後に要望にとどめておきたいと思います。

　まず、介護保険制度の関係でございますけれども、新しくできるというか、今まで

の在宅介護支援センターからそういう形になるわけですけれども、変わるところにつ

いては十分指導していただきたいのと、それから特に基幹型の支援センターである社

会福祉協議会、この辺に対する指導とか、これがなくなるわけですから、そういうこ

とを十分対応していただきたいと思います。

　それから、公園の遊具の関係でございますけれども、健康づくりには非常に有効だ

ということで、積極的にPRをしていただくということですけれども、今後介護予防

の事業の中でも取り入れて、どういうことができるかということを御検討いただきた

いと思いますし、それから一つには、この新聞記事にも載っておりますけれども、広

報紙でPRして使い方をという方法も一っの方法だと思いますけれども、その場に使

い方を示した簡単な案内板みたいなものをっくるのも有効だと思いますので、十分御

検討いただきたいと思います。

　それから、保育の関係ですけれども、本当に保育需要、市民の要望は変わっており

ます。どうしても既存の保育園の既得権を保護するという立場というのは、現実には

おありになるのではないかと思いますけれども、役所としては市民の、子どもたちの

ための保育行政をこれからも、ニーズに合った保育行政をやるという意味では適切な

御指導をお願いをしたいと思います。

　それから、安全・安心まちづくりについての関係では、防犯パトロール等これから

いろいろな機会に市の方と積極的にお知らせをいただきたいと同時に、やはり担当部

長さん、たまにはそれぞれの地域に出張ってぜひ実態をよくごらんいただければと思

いますので、よろしくお願いいたします。

　それから最後に、子ども居場所づくりでございますが、いろいろ現実には今、先ほ
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ど10日間ぐらいしかない期間の中で、どういう形にしても近隣市では取り組んでき

ているということはあるわけですね。それを見れば、そういうことを、どういう組織

だとか、やる気があればそれぞれの青少協を使うとか、そういうことはできたと思う

のですけれども、そういうことが結果的にはできなかったということについては非常

に残念だと思います。

　今回もいろいろ質問をさせていただくために打ち合わせをさせていただいても、ど

うしてもまだ学校教育と社会教育というのかな、そこの垣根というか、セクト意識み

たいなものは何となくあるのかなという思いがいたしました。そういう意味では本当

の学社融合を目指して、これから教育長さんのリーダーシップでぜひ頑張っていって

いただきたいと思います。

　それと、やはりボランティアの方をというお話がありましたけれども、これもやは

り団塊の世代の方たちが、やはり時間的には非常に余裕がある人たちが多くなります

し、いろいろな社会的な経験をされている方が非常に多いわけですから、そういう方

にお願いをして、ボランティアでやっていただくというのも一つの方法だと思うので

すね。そういう意味で、やはり積極的にそういう施策を進めていただきたいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。

　以上で質問を終わります。ありがとうございました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（石川和夫君）　2時10分まで休憩いたします。

　　　　　　午後1時57分　休憩

　　～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

　　　　　　午後2時10分　開議

○議長（石川和夫君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　次に、18番沼崎満子君。

　　　　　　　　（18番　沼崎満子君質問席着席）

018番（沼崎満子君）　御指名をいただきましたので、通告に基づきまして3項目

について一般質問をさせていただきます。

　最初に、子育て支援について2点お伺いいたします。

　1点目は、子育て支援事業に対する今後の新たな取り組みについてお聞きします。

東京都は平成18年度予算における子育て推進事業の予算措置について、補助金の使

い方が細かく限定されていた従来の考え方から、区市町村が自主的に判断できるなど

自由な裁量による柔軟な施策転換が行われるといった子育て推進交付金制度を創設す

るとの考え方を明らかにしました。その中で斬新的な取り組みについて、この制度の

活用、促進を図るというものでありますが、福生市として子育て支援事業に対する今

後の新たな取り組みについての見解をお伺いいたします。

　次に2点目、市の保育状況と公立保育園の民営化計画の進捗状況についてお伺いい

たします。市では多様化する保育ニーズへの対応についてさまざまな保育サービスを

実施しておりますが、内容についてお伺いします。

　また、民間活力の導入を図り、限られた財源を有効に活用していく方法の一つとし
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て、公立保育園の民営化を進められているようでございますが、進捗状況をお願いい

たします。

　次に、2項目目は公立施設へのAED、自動体外式除細動器設置促進の進捗状況に

ついてお伺いいたします。

　昨年の12月第4回定例会におきましで、公共施設への自動体外除細動器、AED

配備の普及促進についてお伺いいたしましたが、その後の進捗状況及び設置するに当

たりまして以下の5点についてお尋ねいたします。1、設置場所。2、使用できる対

象者。3、研修方法。4、補助金にっいて。5、他市の状況についてお伺いいたしま
す。

　最後に、教育行政についてでございます。

　特別支援教育の充実についてお伺いいたします。平成17年11月の中央教育審議

会特別支援教育特別委員会において、特別支援教育を推進するための制度のあり方に

ついての答申が示されました。

　この答申の基本的な考え方は、障害のある幼児、児童・生徒の教育の基本的な考え

方について、特別な場で教育を行う従来の特殊教育から、一人一人のニーズに応じた

適切な指導及び必要な支援を行う特別支援教育に転換するというものです。

　この答申を受け、文部科学省では小・中学校における教育の推進策としてLD・A

DHD、高機能自閉症等の児童・生徒を含め障害のある児童・生徒が通常の学級に在

籍した上で、その必要に応じ指導等を受ける特別支援教室の構想を段階的に実現する

としております。

　そこでお聞きいたします。こうした中央審議会の答申や文部科学省の推進施策に沿

って福生市教育委員会や各学校においても準備が進められていることと思いますが、

状況はどのようになっているのでしょうか。

　以上で第1回目の質問とさせていただきます。よろしくお願いいたします。

　　　　　　　　（市長　野澤久人君登壇）

○市長（野澤久人君）　沼崎議員さんの御質問についてお答えをいたします。

　まず、子育て支援についての1点目、子育て支援事業に対する今後の新たな取り組

みについてでございますが、御質問にございました都の子育て推進交付金制度につき

ましては、先ほども大野議員さんにお答えいたしましたとおり、認可保育所の延長保

育事業などの保育対策事業や学童保育事業、3歳児健康診査事業といった都が単独で

補助している、あるいは加算して補助している事業13事業についての補助金を包括

して交付金化し、市町村の自由度を高め、地域の実情に応じた独自の取り組みを促進

するとともに、在宅サービスの充実など都の政策誘導度を高め、都民ニーズに的確に

対応していくとしております。

　そこで、御質問の子育て支援事情に対する今後の新たな取り組みでございますが、

平成18年度の新規事業といたしまして、乳幼児ショートステイ事業やひとり親家庭

への支援として就業支援事業など予定しているところでございます。

　また、レベルアップ事業といたしまして、市独自の施策として、乳幼児医療費の助

成制度におきまして、2歳児未満を対象に所得制限を撤廃するといったこと、さらに
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は児童手当につきましても対象年齢の拡大や所得制限の緩和といった制度改正が予定

されております。また昨年開設いたしました子ども家庭支援センターにつきまして、

総合相談体制の充実を図ってまいります。

　いずれにいたしましても、子育て支援に関しては行政のみならず、地域や企業も含

めた社会全体で取り組んでいくことが重要と考えておりますが、市といたしましては

今後も第3期福生市地域福祉計画に基づき、費用対効果等を踏まえながら子育て支援

事業の充実に取り組んでまいりたいと存じます。

　次に2点目、市の保育状況と公立保育園の民営化計画の進捗状況でございます。市

では子育てを支援するため多様な保育サービスの充実に向けた取り組みを進めており

ますが、市内には御存知のように認可保育園が12園、認証保育所が2園、無認可保

育室が2園、合計16カ所の保育施設がございます。認可保育園全園で延長保育事業、

一時保育事業、障害児保育事業を実施しておりまして、1園で休日保育事業を実施し

ております。また認可外保育園と認可保育園との保育料の差額補助制度を平成14年

10月に全国に先駆けて導入し、保護者の負担の公平を図ってまいりました。

　今後、次世代育成支援行動計画では、多様な保育ニーズにこたえるため病後児保育

事業、保育時間の延長等も計画をしてまいります。またサービスの提供だけでなく、

第3者評価の受審等保育の質を確保するための事業も実施していく予定でございます。

　なお、4月時点での待機児童は平成15年から3年連続でゼロとなっておりまして、

東京都では他に例を見ないことでございますが、差額補助制度の導入や認可保育園の

定員を超えての入所等の効果と思っているところでございます。

　次に、民営化計画の進捗状況でございますが、初めに公設民営の熊川保育園でござ

いますが、平成18年4月1日の移管に向け、本定例会で不動産の譲与についての議

案を上程しているところでございますので、御審議をいただきまして、熊川保育園の

建物等を社会福祉法人不動福祉会に無償譲渡するため、「福生市立熊川保育園の移管に

関する協定書」、「建物等譲与契約書」及び「土地使用貸借契約書」を締結し、移管してま

いりたいと存じます。

　公設公営のつくし保育園でございますが、去る1月15日号の広報誌及びホームペ

ージにおいて、つくし保育園を運営する社会福祉法人の募集を掲載すると同時に、近

隣自治体の社会福祉法人116事業所に募集案内の通知を個別に送付いたしました。

2月22日の事業者説明会には10事業者が出席され、市立保育園への移管条件、選

考方法、提出書類等の説明後、つくし保育園への現地視察を行い、3月22日が提出

期限となってございます。その後、庁内に助役を会長とするつくし保育園運営事業者

選定委員会が設置されておりますので、厳正な審査を行いまして、4月下旬から5月

上旬には継承事業者を選定し、平成19年4月1日に民間事業者に移管していく予定

でございます。

　公設公営の福生保育園でございますが、敷地が東京都有地のため引き続き東京都と

協議中でございますので、今しばらく時間をいただきたいと存じます。

　公設民営のすみれ保育園につきましては、すみれ保育園の代替施設として、総合施

設を含めて検討しているところでございますが、市内の保育施設の配置を考慮いたし
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ますと、すみれ保育園の近隣に設置いたすことが望ましいことから、未利用地等検討

委員会で近隣市有地等の状況について検討を進めているところでございます。

　この総合施設につきましては、昨年12月に全国35カ所で実施されているモデル

事業等の話につきましては先ほどお話を申し上げたとおりでございます。開所時期等

は未定でございますが、すみれ保育園園舎の問題、職員配置等の課題もございますこ

とから、なるべく早めに方向性を出しながら議会に御相談したいと考えております。

　次に、市民に対する救命対策、公共施設への自動体外式除細動器、いわゆるAED

設置の進捗状況についてでございますが、突然の心停止の際にはAEDが大変有効で

あり、また一般市民も使用できるようになったためにその普及が急がれているところ

でございます。

　本市では、昨年12月定例会へ補正予算を提案させていただき、4施設5台の配置

を予定し、また学校等その他の公共施設への配置について、緊急性等を考慮し、検討

しておりましたところ、昨年12月19日付で東京都から、17年度に限って福祉改

革推進事業補助金でのAED設置対象箇所の拡大をするとの通知があり、急遽必要性

の高い施設19施設への配置を決定、専決処分をさせていただいたところでございま

す。この専決処分の承認につきましては後ほど提案をさせていただきますので、御審

議のほどよろしくお願い申し上げます。

　これによりまして、都からの寄贈による本庁舎への1台、都の市町村地域保健サー

ビス推進事業補助金による保健センターへの2台、市民からの寄附金による福祉セン

ター等3施設への各1台と合わせまして、24施設25台の設置が可能となり、本年

度中に設置をしてまいります。

　追加の19施設は、小・中学校、地域体育館、図書館、分館でございまして、緊急

性、必要性が高く、また職員、教職員等が配置されており、AEDの適切な使用が可

能であると判断いたした施設でございます。

　配置されたAEDにつきましては、職員はもとより一般市民の方にも使用していた

だくため、テキスト等も備え付けることとしておりますが、やはり使い方の研修を受

けていただくことが必要と考えております。そのため市民の皆さんには保健センター

で実施しております応急手当講習会や福生消防署による救命講習会等へ御参加いただ

き、実際に使ってみていただきたいと存じます。また職員は毎年実施しております救

命講習会で、教職員は心肺蘇生実技講習会で使用方法を習得してまいります。その他

の施設関係者、体育指導員や競技連盟関係者等にっきましても救急実技研修会を実施

をしてまいります。

　次に、補助金の関係でございますが、今回の追加配置分につきましては、東京都福

祉保健局所管の福祉改革推進事業：補助金を活用いたし、補助割合は10分の10とな

っております。

　他市の状況でございますが、羽村市では学校を除き14台の設置、昭島市では中学

校及び各施設へ11台、あきる野市は学校を除く各施設へ15台の設置などとなって

おります。

　次の教育行政につきましては教育委員会からお答えをいたします。
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　以上で、沼崎議員さんのご質問に対する答弁とさせていただきます。

　　　　　　　　（教育長　宮城眞一君登壇）

○教育長（宮城眞一君）　沼崎議員さんの御質問にお答えをいたします。

　発達障害児の特別支援教育についての御質問でございますが、文部科学省では中央

教育審議会特別支援教育特別委員会の答申を受け、小・中学校における特別支援教育

の推進について、通級指導学級での指導対象の児童・生徒をLD・ADHD等の障害

も含めて支援を行う等の現行制度の弾力化を図ること、教職員配置システムのあり方

を考えながら、各学校に（仮称）でありますが、特別支援教室を設置する制度を検討

すること等を方針として示しております。

　福生市教育委員会におきましては、これからのことを受け、特別支援教育の理念で

あります児童・生徒一人一人のニーズに応じた適切な指導及び支援を行うことを目指

し、次のような施策に取り組んでおります。

　まず、各学校の特別支援教育の充実に向けましては、特別支援教育コーディネータ

ー を指名をさせ、平成17年度は年間10回の養成研修を実施をいたしております。

研修の内容につきましては、特別支援教育の理念の理解や、LD・ADHD等の発達

障害児の理解と指導方法についての事例検討会等を都立養護学校の校長や教員を講師

に招いて実施をいたしました。またLD・ADHD等の発達障害児の指導に関する教

師の支援や、子どもへのかかわり方の保護者への支援のため、市の心理相談員を各小

学校に年間4回程度派遣し、相談活動を実施いたしました。そのほか軽度発達障害や

情緒障害児童の適切な支援を図るため、現在福生第六小学校に設置をされております

情緒障害通級指導学級をこの4月からは第五小学校に新たに設置し、田園地域、熊川

地域の子どもや保護者のニーズにこたえてまいりたいと考えており、準備を進めてお

ります。

　今後の計画といたしましては、特別支援教室構想にっきましては、各校の校内委員

会の機能的な運営への支援を図るほか、各校の教育相談室を充実させ、個別の指導が

できるようにいたしますとともに、現状の心身障害学級や通級指導学級の教員が巡回

をして指導できるようなシステムを考案してまいりたいと考えております。

　また、不登校の問題やこの特別支援教育の充実を図るため、関係機関との連携強化

や教職員の研修の充実、情報の収集や活用等が不可欠となりますことから、学校支援

のための教育センター機能を有する施設の設置を目指してまいりたいとも考えている

ところでございます。

　以上、沼崎議員さんの御質問に対する答弁とさせていただきます。

018番（沼崎満子君）　御答弁をいただきありがとうございました。それでは2回

目の質問をさせていただきます。

　初めに、子育て支援について2点お伺いいたします。1点目は、乳幼児ショートス

テイ事業について、どのような事業なのか、どのような方が利用できるのか、また利

用する場合利用料はどのようになっているのかお伺いいたします。2点目として、ひ

とり親家庭への就業支援事業について、これもどのような内容の事業なのかお伺いい

たします。
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　次に、AEDの設置状況についてでございますが、学校へもAEDが配置されるこ

とが決まりましたことは大変心強く思いますが、いざというときに使える人がいない

という状況が出ないかと一抹の不安を抱いております。学校では主に保健の教員が対

応することになると思いますが、せっかくAEDが設置してあるのにその教員が不在

で使えないという状況は決して起ってはならないものと思います。

　ある新聞に載っていたことなのですけれども、中学生が部活中にポールが背中に当

たり心臓しんとうを起こしたとき、たまたま保健室にAEDが設置してあったにもか

かわらず、運悪く保健の先生がお休みだったため何も作動することなくそのお子さん

は植物人間になってしまいました。

　宮城県仙台市では学校現場での救命率向上に積極的な取り組みをしています。子ど

もの突然死を防こうと各学校ではAEDの保管してある場所を授業や学校だよりなど

を通じて生徒に周知徹底し、いざというときにはすぐにAEDを持ち出すように指導

しております。

　AEDの使用方法にっいては、市教委が消防署と連携して教職員を対象にした講習

会を徹底的に開催しています。また市独自の事業として中学生向けの普通救命講習ジ

ュニアコースでもAED講習が盛り込まれており、消防署の救急隊員が各中学校に出

向き、生徒たちにAEDの使い方を教えています。中学校のある校長先生は、子ども

のころから危機意識を持ち、緊急時の対応能力を高めておくことが必要、将来的には

生徒全員に受講させたいと考えていると話しています。

　そこでお尋ねいたします。福生市として学校では生徒へのAEDの周知徹底はどの

ようにされるのか、また学校でのAED研修の実施予定及び対象者についてお伺いい

たします。

　また、学校は緊急避難場所になっているわけで、そのような際には自主防災組織の

方や避難している市民の方々がAEDの使用方法を知っていなければなりません。そ

のためには多くの市民の方がAEDの使い方を知っている必要があります。市として

自主防災組織の方々への研修などの実施はどのようになっているのか、また市民のA

EDのPRや設置場所の周知等についてどのようにしていくのかお聞きいたします。

　最後に、教育行政では心理相談員の巡回相談の成果についてお尋ねいたします。

　以上で2回目の質問を終わります。よろしくお願いいたします。

○福祉部長（木住野佑治君）　それでは、沼崎議員さんの再質問に対しましてお答え

いたします。

　まず、乳幼児のショートステイ事業でございますけれども、これは産まれて3カ月

以上から小学校就学前の乳幼児が対象の事業でございます。これにっきましては保護

者の方が何らかの都合で何日か子どもの面倒がみられないといった場合に、そのお子

さんを保護者に代わって施設で7日を限度にお預かりする事業でございます。

　どのような方が利用できるのかということでございますけれども、例えば保護者が

病気やけがで何日か入院する場合、出張等で家を留守にする場合、あるいは冠婚葬祭

のときと、このようなことが考えられるわけでございますが、この辺はできるだけ利

用しやすい形を考えております。
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　利用料につきましては、基本的にはショートステイということで宿泊を前提として

おりますけれども、日中だけのショートステイも可能となっておりまして、この場合

11時間保育を原則としております。日中のショートステイの利用料金につきまして

は3000円、宿泊の場合1泊につき4000円の利用料を設定しております。

　次に、ひとり親家庭の就労支援事業でございますけれども、この事業は二つござい

まして、一つは母子家庭自立支援教育訓練給付金事業というものがございます。この

事業につきましては、就職に際し十分な準備がないまま生活のために職に就かなけれ

ばならないといった状況があるわけでございまして、そこで個々の母子家庭の母の主

体的な能力開発の取り組みを支援し、母子家庭の自立の促進を図ることを目的とした

事業でございます。

　対象となります方は、児童扶養手当を受給している方、または同様の所得水準にあ

る方といたしておりまして、対象となる講座につきましては、国等が指定する教育訓

練講座でございます。どのような講座があるのかと申しますと、パソコンの上級講座、

調理士免許の取得講座、簿記講座、訪問看護員の養成講座などがあるところでござい

ます。

　また、支給額でございますけれども、受講のために本人が支払った費用の40％に

相当する額として、その額が20万円を超える場合は20万円としております。

　それから、二つ目の事業でございますけれども、母子家庭高等技能訓練促進費事業、

ちょっと長くて難しいのですが、高等技能訓練促進費事業というものでございまして、

これも母子家庭の母が資格を有していれば就職の際に有利と言われておりますが、こ

の資格を取得するために一定期間の就業が必要となりますことから、資格取得にかか

る養成訓練の受講期間のうち一定期間について高等技能訓練促進費を支給することに

よって生活の負担の軽減を図って、資格取得を容易にすることを目的としております。

　対象につきましては、児童扶養手当を受給している方、または同様の所得水準にあ

る方で、就業と受講の両立が困難な方としております。

　対象となる資格でございますけれども、看護師、介護福祉士、保育士、理学療法士、

作業療法士などとなっております。それから支給期間でございますが、就業期間の最

後の3分の1に相当する期間といたしまして12カ月を上限としております。支給額

につきましては月額10万3000円でございます。

○教育委員会参事（嶋崎政男君）　沼崎議員さんの再質問につきまして答弁申し上げ

ます。

　第1点目の教職員へのAEDの研修でございますが、既に昨年、中央体育館で実施

されました講習会で保健主任がこれに参加しております。また各学校で毎年実施して

おります全教職員対象の心肺蘇生実技研修会の際にもAEDの使用法の講習を組み込

みまして、修得してまいる予定でございます。

　生徒につきましては、健康教育の一環でございます救急救命講習等に位置付けられ

る可能性が今後ございますので、その動向を注視してまいりたいと思っております。

　2点目の心理相談員の成果につきましてでございますが、第1点目といたしまして、

相談件数そのものが増加いたしました。第2点目といたしまして、市の教育相談室へ
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の相談につながっていくケースが大変ふえてまいりました。また第3点目でございま

すが、この巡回相談をすることによりまして固定の心身障害学級、また通級学級の方

にその子どもが実際に通うようになるというふうな事例もたくさん見えるようになり

ました。学校からはさらに子どもたちが学校の適応を図るために心理相談員の相談回

数をふやしてほしいという声が高まっておりますので、できる限りこたえていきたい

というふうに考えております。

○総務部長（吉沢英治君）　それでは、2項目目の自主防災組織の方への研修と市民

への周知にっきましてお答え申し上げます。

　まず、自主防災組織への研修につきましては、福生消防署にお願いをし、毎年自主

防災リーダー講習会及び救命講習会を実施しております。既に962人の市民の方が

研修会に参加をいただいておりますが、本年度より新たにAEDの取り扱いが研修項

目に追加されまして、52人の方に修得をいただきました。この講習会を通じまして

多くの市民の方々にAEDの取り扱いを修得いただきまして、いざというときに備え

ていただきたいというふうに考えております。

　また、市民への周知につきましては、市の広報、あるいはホームページ等を利用し、

広く広報してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願い申し上げます。

018番（沼崎満子君）　それでは、3回目の質問として一つだけお尋ねいたします。

　乳幼児ショートステイ事業の関係でございますけれども、実施施設は決まっている

のかどうかということと、それから母子家庭高等技能訓練促進費の月額10万300

0円というのはかなり大きな金額と思いますが、支給するまでの流れをお伺いいたし

ます。

○福祉部長（木住野佑治君）　乳幼児ショートステイ事業の実施施設でございますけ

れども、青梅市にございます社会福祉法人東京恵明学園さんを予定しているところで

ございます。

　それから、母子家庭の高等技能訓練促進費の関係でございますけれども、これは確

かに金額が、月額10万3000円と大きいわけでございまして、その申請から決定

までの流れということかと存じますけれども、まずこの訓練促進費につきましては、

養成機関におきまして2年以上のカリキュラムを終了することを前提としております

が、実際に支給の申請ができるのはその終了する期間の3分の2に相当する期間を経

過した以降にできることとしております。したがいまして、この時点でも御自身でか

なり努力されているということが言えると思います。3分の2まで自分で努力して、

そこで終了してないといけないというわけでございますから、大変な努力が必要では

ないかと考えております。

　申請に当たりましては所得の証明書、在籍証明書、それから就業している養成機関

の長が証明する単位取得証明書等支給決定の判定に必要な書類等を添付していただく

ことになります。その後、支給決定がされるわけですけれども、母子自立支援員を含

めた判定委員会を設置いたしまして、その緊急性や必要性について考慮いたしまして、

支給についての判定をすることといたしております。

　いずれにいたしましても、公費負担ということから、慎重な審査が求められるわけ
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ですので、この辺は申請者の方にも御理解をいただいていきたいと考えております。

018番（沼崎満子君）　それでは、最後にいろいろ要望させていただきます。

　それぞれ前向きの御答弁ありがとうございました。最初の子育て支援事業につきま

しては、ひとり親家庭の母への経済的自立に向けた支援としての就業支援事業は大変

期待しておりますので、よろしくお願いいたします。

　次に、AEDが既に設置してあります本庁の1台を合わせて、福生市として本年度

中に25台を設置するとの御答弁をいただきました。本当に心強く思います。多くの

市民が取り扱い方を知ることにより、不慮の事故が起きた場合に助かるケースが多く

あってほしいと思います。

　そのためにも積極的に1人でも多くの方が救命講習に参加していただくことを要望

いたします。また私たち議員も講習を受ける機会がありましたら何とぞよろしくお願

いいたします。

　最後に、教育行政の発達障害児の支援につきましては、福生市ではいろいろと本当

に取り組んでいただいておりますので、今後もさらに手厚く取り組んでいただくこと

を要望いたしまして、以上で私の一般質問を終わらせていただきます。

　どうもありがとうございました。

　　～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
○議長（石川和夫君）　次に、6番前田正蔵君。

　　　　　　　　（6番　前田正蔵君質問席着席）

06番（前田正蔵君）　御指名をいただきましたので、さきの通告に基づき質問席か

ら一般質問をさせていただきます。

　行財政改革について4問質問させていただきます。

　1問目は、バランスシートなどから見た今後の取り組みについて市長にお尋ねしま

す。平成13年度より福生市のバランスシートと行政コスト計算書がつくられ、市の

財政と行政面が把握できるシステムができたことは大変よいことであります。

　平成16年10月には財政問題プロジェクトチーム中間報告書はすばらしい報告書

であります。しかし、いろいろな資料づくりは専門家でありますが、つくられた資料

を活用することになかなかできていない面がある。活用して効果を生まなければそれ

らの資料は床飾りに過ぎない。いろいろな資料なり数値も市民、行政に必要だからつ

くる。活用しない資料はつくるだけ時間のむだである。それを活用して効果を上げて

初めて普通の仕事であります。

　収入があって支出がある。過去の資料なり数値により収支のグラフの線の上、それ

を基盤とした今後の延長線上でどのように数値を見通せるか、収支全体を把握して、

次の世代に禍根を残さないためにもぜひ本気で取り組まなければならない。借入金の

増加によって今後利率の引き上げも十分考慮して、利子の負担が財政を圧迫しないよ

う考えていかなければならないと思います。

　現状は、市税などを含め歳入全般的に先細り傾向、歳出の面は扶助費など、福祉関

係費など各項目、広範囲にわたって行政コストの膨張する傾向にある。そのため当然

収支のバランスが崩れる。バランスシートを見れば一目瞭然です。
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　それと、従来の業務の見直しを含め収支のバランスを保つために従来からの施策を

再検討、調整するためにいろいろな改善とか改革が叫ばれるゆえんはそこにあるわけ

でございます。

　福生市は行財政の推進中であり、もっと自分たちでつくった資料なり数値を活用し

てほしい。一般企業でも過去5年間のバランスシート及び損益計算書を見れば、その

会社の将来性の数値が見えてくる。私も会社人間時代、他社なり子会社、関連会社の

過去の資料で何年も監査業務をし、指摘してきました。

　国税調査員はすべて過去5年間の資料で現在の資料と照合調査しています。過去の

バランスシートなり行政コストの支出から見て今後想定されるバランスシートなど行

政コストの数値が、5年先の数値が読めなければ中・長期計画は難しい。従来から習

慣で単年度の予算オンリーになる傾向があるが、今後は行政でも余り得意でない中・

長期に取り組み、進めていかなければならない。中・長期計画には必ず過去の資料と

か歴史的数値は必要であります。過去を分析し、目標を立てて行財政改革に真剣に取

り組んで目に見える改革を実現し、市民に公表できる結果を出していただきたい。

　ここで市長にお尋ねします。バランスシートなどから見た今後の取り組みについて。

　2問目は、行財政改革の数値目標並びにその期限設定の考えについて、私は行財政

改革には数値目標と期限の設定がなければ絵に書いた餅に過ぎない。過日、新聞記事

で隣接市の行財政改革の記事の中に、1994年から2004年度まで、第3次にわ

たる行財政改革の推進の結果職員数の削減、指定管理者制度など民間委託の推進など

を実施した。その結果19億3000万円の削減を達成したとの記事が掲載されてい

ました。また昨年末から2009年度まで、お金を計画期間とする行財政プランを策

定し、2009年度まで職員数24名、6％削減する定員管理の適正化や、経常収支

比率を90％以下にすることなど数値目標を立てて進めているとの記事がありました。

　平成17年度予算案の経常収支比率を92％以内といずれも目標数値と期限を設け

ております。福生市は独自の行財政改革で推進して、隣接とは比較するつもりはない

が、よいと思われる手法なり方法は参考にして、実績を上げる選択肢は多くあると思

います。目に見える行財政改革の数値を期限を示して進めていただきたい。

　そこで、市長にお尋ねします。行財政改革の数値目標並びにその期限設定の考えに

ついて。

　3番目は、人件費の数値目標管理における今後の人事管理について、平成13年度

から行政コストを見ますと、人件費総額は毎年上昇気流であり、これで行財政改革が

順調に推移していると言われることに疑問を持ちます。平成13年度の人件費総額を

100とすると、翌年、14年は102．3％、15年度は101．7％、16年度
は105．5％、これが人件費総額の増加指数です。

　東京都総務局は昨年、都内の区市町村の給与水準、ラスパイレス指数を発表した。

西多摩では青梅市、瑞穂町、桧原村を除く3市2町で2004年に比べ2005年度
は給与水準が上がっております。ラスパイレス指数は地方公共団体の一般行政職職員

給与額と、国の行政職俸給表、適用職員の俸給額等を学列別、経験年数別に比較した

もの、国を100として算出、2005年度は前年に比べ東京都特別区は平均100．
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3％、23区内11区でラスパイレス指数が低下している。

　市町村は平均107％で、39市町村のうち16市町村でラスパイレス指数が低下

した。西多摩の中では福生市は、2004年度101．4％、2005年度は0．6％
増で102．0％となり、西多摩の給与水準は福生市が1番目となりました。都では

調布市が103．2％の水準で1番、都内全体でも福生市は4番目の給与水準となっ

ております。

　西多摩の各行政別では、2005年度、国を100とすると福生市は102．0、

羽村市は101．8、青梅市は106、あきる野市は98．8、日の出町は105、
瑞穂町、奥多摩町99．7、桧原村が95．0であります。福生市の職員給与水準は

高い水準にあり、行財政改革についても、またいろいろな業務も自信を持って効率的

にこなしていただきたい。目に見える行財政の成果を上げていただきたい。

　私は給与水準と業績の成果は正比例するものと考えております。したがって、給与

水準を肯定も否定もするものではない。一流と言われる会社とその中で働く社員の高

い給与水準がありますが、会社の業績もそれなりの高い水準にあります。西多摩1番

の給与水準であり、業務、業績についてもぜひ西多摩1番で進めていただきたい。

　そこで、市長にお尋ねします。人件費の数値目標管理における今後の人事管理につ

いて。

　4番目ですが、4番目は行政改革推進委員会と行政改革推進本部の検討内容につい

て、行政改革推進委員会は平成7年6月26日条例第30号、平成13年5月23日
条例第24号で改正、組織は委員6名以内、学識経験者2名以内、市民代表4名以内、

任期は2力年、会議の招集は最初の会議は市長が招集する。設置目的については社会

経済情勢の変化に対応した簡素にして効率的な市政の実現を推進するため、福生市行

政改革推進委員会を設置すると、委員会は市長の諮問に応じ、福生市の行政改革の推

進について必要な事項を調査、審議するとあります。

　行政改革推進本部設置には、昭和60年7月1日に訓令第8号、平成13年4月1

日に訓令第2号で改正されております。組織は本部長、市長、副本部長は助役、収入

役、本部員は各部長クラス、会議の招集は本部長が必要に応じて招集する。部会の設

置も設けております。設置目的については、福生市の行政改革推進を図るため福生市

行政改革推進本部を置くとあります。

　以上のようなすばらしい組織がありますが、この組織は行財政改革と具体的にはど

のような関連を持っているのか、また最近の会議について、行政改革委員会並びに行

政改革推進本部にっいて、どういう問題が案件として取り上げられたのか。

　そこで、市長にお尋ねします。行政改革推進委員会並びに行政改革推進本部の最近

検討された内容について。

　以上、4点について1回目の質問とさせていただきます。

○議長（石川和夫君）　3時10分まで休憩いたします。

　　　　　　午後2時58分　休憩

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

午後3時10分　開議
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○議長（石川和夫君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　　　　　　　　　（市長　野澤久人君登壇）

○市長（野澤久人君）　前田議員さんの御質問に対しましてお答えをいたします。

　行貝オ制改革についての第1点目、バランスシート等から見た今後の取り組みについ

てでございます。バランスシートの平成11年度から16年度までの推移の特徴点は、

資産合計の投資等の部門が特定目的基金の減少などに伴い29億8400万円の減額、

流動資産の部門が税制調整基金、歳計現金等の減少に伴い4億8700万円の減額と

なっていることでございます。これは景気の低迷、減税等による市税の減収や地方交

付税の減少、その財源補てんのための基金取り崩しなどが要因でございます。

　次に、負債、正味資産合計についてでございますが、これまでの世代の人たちが負

担した額でございます正味資産は、施設の減価償却のため微増とはなっておりますが、

今後将来の世代が負担しなければならない負債合計は、地方債や退職給与引当金の増

加により14億6600万円ほど増加しております。

　これは特別減税による税収補てんのための住民税等減税補てん債や、地方交付税減

額分の代替措置として借入れが認められている臨時財政対策債借入残高の増加、職員

平均年齢の上昇に伴う退職給与引当金の増によるものでございます。

　また、行政コスト計算書の平成13年度から16年度までの推移の特徴点は、項目

別で、物件費等の「物」にかかるコストが2400万円ほどの増ではございますが、

退職手当引当金繰入等を含めた人件費等の「人」にかかるコストが2億2500万円

ほどの増加、扶助費等の移転支出的なコストが特別会計への繰出金や生活保護費等の

増に伴い11億9000万円ほど増加していることでございます。

　このため、平成18年度予算につきましては、長期的視点に立った予算編成、財政

運営の健全化、既存事務事業の精査などに努め、行政改革大網推進計画に基づいた歳

入の確保、歳出の抑制策を図っております。

　具体的に申し上げますと、歳入面では国民健康保険税の改定、差し押え不動産公売

事業、健康保険税収納専門員派遣委託など、歳出面では職員数の見直し、市共済組合

補助金の削減、熊川保育園の民営化、部単位の枠配分方式の導入による経常経費等の

削減、事務事業評価等を踏まえた事業の廃止、縮減などを図ったところでございます。

　なお、この結果、都市施設整備基金及び財政調整基金の取り崩しはゼロとし、臨時

財政対策債の借り入れは前年度比1億1000万円減の4億5000万円といたして
おります。

　このようにバランスシートやコスト計算書などから、絶えず本市の財政状況を分析

し、把握しながら行政改革を進めることが重要であると認識した上で、現在、第4次

の行政改革大網を策定しているところでございます。

　中・長期的な計画のお話もございましたが、まさにそのとおりでございまして、十

分留意をして進めさせていただきたいと思っております。

　次に、第2点目の数値目標と期限の設定についてでございますが、第4次行政改革

大網につきましては、国から示された地方公共団体における行政改革推進のための新

たな指針を参考に、明確な数値目標の設定、市民にわかりやすい内容とすることとし

一 55一



ており、具体的な施策につきましても改革大網推進計画で明らかにしてまいりたいと

思います。

　なお、現在の第3次行政改革大網の結果については、施政方針でも若干申し上げま

したが、例えば定員管理の適正化の分野で、3％以上の職員数削減との目標を設定い

たしておりましたが、17年度当初では27人、およそ6．4％の削減となっており

まして、目標は一応達成をしております。このようにその結果が明確となるよう、可

能な限り目標の数値化や具体的で市民にわかりやすい指標を用いることが市民の信頼、

理解を得られることになると、そう考えております。

　第4次行政改革大網では、計画期間は平成18年度から21年度の4年間といたし

まして、お話のように経常収支比率や財政規模、また適正職員数等の数値目標を設定

し、21年度までに目標を達成することとして進めてまいります。

　次に、第3点目の人件費の数値目標管理における今後の人事管理についてでござい

ますが、行政コストを計算する際の市全体の総人件費、いわゆる非常勤職員を含めて

とらえますと、御質問のとおり平成13年度を基準に毎年上昇しつつありますが、職

員給料のみでとらえますと、職員数の削減、人事院勧告等により毎年徐々に下がって

きている状況でございます。

　この職員給料について、国と地方公共団体との関係を全国統一的な指数として示す

ラスパイレス指数につきましては、職員構成の違いや地方公共団体の職員数の多少に

よりその反映の正確さの度合いが異なる側面があると言われておりますけれども、

当市はこれまで55歳定期昇給ストップ等の対策をしてまいりましたが、高齢者が多

くなってきているという状況もございまして、平成17年度は102．0で、対前年

0．6ポイント上昇しております。

　このラスパイレス指数の動向でございますが、人事院の勧告によりますと、平成1

8、19年度で国や東京都、そして市町村の職員の給与は給与構造改革により大きく

変わろうとしておりまして、そのことによりラスパイレス指数についても算出根拠が

どのように変わるか、どのような指数になるのか、現在のところ明確になっておりま

せんので、今後、国や東京都の動向を注視し、適切な対応をしていかなければならな

いと考えているところでございます。

　人件費の数値目標管理でございますが、第4次の行政改革大網の中で定員管理の適

正化や給与構造改革を柱とする給与の適正化を示しまして、嘱託職員等を含めました

総人件費についてもたえず点検し、その抑制に向けた取り組みをしてまいりたいと考

えております。

　次に、第4点目の行政改革推進委員会及び本部の検討内容についてでございますが、

6名の方に委員としてお願いしております行政改革推進委員会は、定例的には年2回

開催されておりまして、17年度のように行政改革大網の策定時期には3回から4回

程度御審議をいただくこととなっております。

　検討内容でございますが、新年度の行政改革大網推進計画や主な取り組みについて、

また前年度の取組状況や決算状況、職員数、職員給与の状況、事務事業評価などにつ

きまして御報告いたし、御意見をいただいております。
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　庁内組織であります行政改革推進本部では、推進委員会への提出議案内容やバラン

スシート、行政コスト計算書等に基づく財政状況の検討、指定管理者制度の導入につ

いての検討などを行い、行政改革の進捗状況の把握、具体的な施策の方向性など推進

委員会の御意見を反映させながら改革の一層の推進のための意思決定、職員の意思統

一 を図っているところでございます。

　以上で、前田議員さんの御質問に対する答弁とさせていただきます。

06番（前田正蔵君）　市長からの丁寧な答弁まことにありがとうございました。そ

れでは、2回目の質問をさせていただきます。

　年度別の貸借対照表、行政コストの数値を見て、行財政改革を進める上では私は大

変よい資料と思われますが、余り参考にされてはないようでございます。行政は予算

と補正予算とでコントロールしていけば過去の数値は余り関係ないと考えているよう

に見えますが、いろいろな方法、やり方はあると思いますが、過去を無視した行財政

改革は考えられない。行財政改革は過去との比較が問題になるのです。

　私は行財政改革の目標は従来の行政についてのむだを取り除き、現在に適合する業

務のやり方、方法に改善することであります。過去の数値との比較との戦いでありま

す。

　したがって、予算とは行財政改革のグラフの線の上での数値でなければならない。

別々に考えると行財政改革はばらばらなまとまりのない数値が幾通りも出てくる。行

政コスト実績予想は本来ならば毎月末に把握できていなければならない。行財政改革

は中・長期にわたる大きなプロジェクトであります。これは1本のグラフで表わすこ

とができる。そのグラフの線の上でことしの予算は個々の線上であるということをま

ず理解して予算編成することが原則であります。

　例えば一つの業務改善を考えた場合、3力年で目標達成ならば計画初年度が昨年で

ことしは2年目であります。2年目のそのグラフの位置の数値に予算が編成されなけ

ればならない。行財政改革の線の上に予算と行政コストが照合できるよう努力しなけ

ればならないと思います。

　私は行財政改革の土台は過去の歴史的背景とその道のりの努力の産物であり、その

数値が過去並びに現在の数値であり、これらの数値を分析して思い切ったゼロからの

組み立て、むだな点を掘り出し、ゼロからの方法を検討し、効率よく改革、改善する

ことが効率的な費用対効果に結び付くのであります。

　過去とか歴史的背景を無視して現在の予算オンリーは単年度だけで、中・長期の改

革とか改善にはほど遠い。行財政改革は従来の単年度とは別の次元であるが、そのグ

ラフの線の上で行財政改革を土台にした予算編成でなければならない。数値目標と期

限の設定のない行財政改革はあり得ない。

　人件費については大変よい方向であり、さすが福生市の底力とも思います。何しろ

西多摩一番の給与水準は福生市の職員であり、誇りでしょう。行財政改革の一面、行

政改革だけ見た場合に、非常に私は目に見える成果が市民の目にも映っているのでは

なかろうかと思います。

　しかし、数字を伴う財政改革は年度別貸借対照表なり、行政コストを見る限り市民
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には公表できるようなものは残念なことにできない。市民には行政コストの年度別増

加指数では恐らく納得いかないと思う。

　行財政改革はどうして必要かについては、過去から行政の歴史、それと現状の財政

と今後の財政の推移についてあまり理解されてないように思います。今後の財政状況

を職員全員に徹底してほしい。今まで何年も言われ、数多くの研修、勉強会も積まれ

てきたが、まだよく行財政改革の本当の必要性が理解されてないようで残念でありま

す。

　人権費は行政が市民のためのサービスに労する人材に支払われるすべての費用であ

ります。人件費の細目で論ずべきではない。支払われた人件費合計で論ずべきであろ

うと私は思います。細目の項目については管理費用として管理すればいいと思う。

　そこでお伺いいたします。年度別の貸借対照表、行政コストは生きた数値であり、

この数値から行政は職員を上げて行財政改革を平成13年度から真剣に取り組み、そ

の成果を着実に上げていますと言われますが、それは貸借対照表など行政コストのど

この部分でどのように改革されたのか教えていただきたいと思います。予算は単年度、

行財政改革は長期なり中期であります。私も市民から聞かれれば説明する義務もあり

ます。

　私は貸借対照表と行政コストの年度別傾向数値からは、結果的には普通の一般企業

では今まで蓄積された資本勘定なり正味資産のなし崩しであります。これは言葉を変

えると赤字と言わざるを得ない。収入で支払いが賄えない。今までの蓄積された貯金

を取り崩している、これは会社です。ここらの認識が、行政全体で再認識してほしい。

財政改革の手段、方法としては身の丈に合った予算編成ができてないから収支が崩れ

る。

　行政コストは扶助費を差し引いても毎年増加としか読めない。一般企業で支払先行

型の定型的な会社であり、親方日の丸の会社がこういう会社でございます。政府でも

親方日の丸法人があり、役人の天下り先、公団、公社など法人が見受けられます。市

はよく検討し、収支のバランスを考えなければならない。

　2問目は、一般会計予算なり特別会計予算と、行財政改革との短期、長期での数値

調整、照合の手段と方法についてお尋ねします。

　3番目は、行財政改革は数値の目標と期限がなければ実行成果は上がらないし、市

民に公表もできない。私は市民に公表できる目に見える行財政改革をぜひ実現してい

ただきたい。市民に公表できるのはいつごろの目安かお尋ねします。

　もう1点、福生市行政改革推進委員会の現在の委員の氏名並びに最近の開催日と検

討された課題について、先ほど市長から一部御説明がありましたので、氏名だけで結

構でございます。

　私はせっかくの委員会であり、もっと範囲を広げて第三者に行財政改革の全般につ

いての諮問という選択肢もあるのではないかと思います。予算管理は企画財政と思い

ますが、財務の体質改善などはどこでコントロールしているのかお聞きしたい。

　年度別貸借対照表、行政コスト計算書を見ても、改革、改善の努力の足跡が見えて

こない。単なるパソコンの集計だけではなくて、職員としての能力を反映させたあと
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一歩の努力を示した、説明しなくても理解できるような資料にしてほしい。

　以上、4点についてお伺いいたします。

○企画財政部長（野崎隆晴君）　再質問にお答えをさせていただきます。

　まず、これまでの行政改革の取り組みがバランスシートや、あるいは行政コスト計

算書のどこにあらわれているかということでございますが、職員数や事務事業の見直

しなどさまざまな改革に努めながら毎年新たな施策、事業のレベルアップに取り組ん

できております。

　したがいまして、毎年新たなコストが発生をしておりますので、なかなか消費的な

コスト数値を下げるには難しい状況がございますが、明らかに減額となっている数値

が二つございまして、一つは行政コスト計算書の人にかかる経費のうち退職手当引当

金繰入等の数値を除きました人件費が13年度対比で約2億1500万円の減額、ま

たもう一つは公債費のうちの利子分が約7300万円の減額となっております。

　続きまして、2点目の予算と行政改革との数値調整、照合の担当部署についてでご

ざいますが、予算編成に先立ちましてまず実施計画の策定がございます。事務事業評

価、重点目標などに基づき翌年度からの取り組む事務事業について、総合計画策定委

員会におきましてその歳費を決定いたし、実施計画として策定をされるところでござ

います。予算要求はこの実施計画に基づき行われ、歳入額の想定のもと予算編成が行

われます。予算編成は財政課、実施計画の担当は企画調整課でございまして、ともに

企画財政部でございまして、緊密な連携のもと財政面での改革に取り組んでおります。

　続きまして、3点目の行政改革の成果、市民に公表できる目安についてでございま

すけれども、市の情報につきましては市民の皆様とこの情報を共有することによって

生きた情報となると考えておりまして、行政改革の成果につきましてもすべて市民に

公表することといたしましております。

　第4次行政改革大綱につきましても、その内容、目標年次、これは平成21年度に

達成をしなければならない目標数値等、これを公表いたしまして、市民の皆さんと行

政改革についての認識の共有を図ってまいります。また毎年度その進捗状況について

広報等で公表等を行いまして、市民の理解を得られるように進めてまいります。

　続きまして、4点目の行政改革推進委員の氏名でございますけれども、現在の行政

改革推進委員会にっきましては、昨年の8月から新たな体制で進められておりまして、

会長には山下真一氏、副会長には天野博氏、委員として大柿雅子氏、小林和人氏、明

歩谷秀邦氏、それに柳田治子氏に就任をしていただいております。

　それともう1点、財務の体質改善などはどこの部署がチェックをするのかでござい

ますけれども、福生市特有の財政構造がございまして、その要因は多岐にわたってき

ております。そのため実施計画での重点課題などによりましてその要因の改善を図っ

ていくことが必要でございまして、財政課による財政分析に基づき横断的調整担当と

しての企画調整課が各部課との検討を行いまして改善、改革を進めているところでご

ざいます。

06番（前田正蔵君）　丁寧な説明をいただきましてありがとうございました。

　最後に要望として、私は本気で行財政改革を考えるならば、行政の職員だけではな
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く、その職員だけでは効果は望めない。行財政改革特別会議のようなものをつくり、

基本的にはその中に数値も入れた改革でなければ市民の目には見えてこない。常にや

はり市民の目に見えるのは数字であらわしてもらわなければならないと思う。いろい

ろな意見を聞きながら検討することも効果を上げる一つの選択肢と考えられます。

　行財政改革を考えるならば、やはり自分を捨ててかからなければならない。人件費

一つとっても、給与水準は高いにこしたことはない。しかし、限度があり、自分の能

力も考えなければならないし、行政の財源も考えると、そんなに多くの選択肢はない。

収支バランスを考えた場合には、収入源の増加、これは未収財源の回収の強化策です

が、なかなかこれは難しい。それならば費用の切り捨てか削減か、人員の削減か、人

件費の削減か、限られた選択肢から選ばなければならない大きな決断が必要になる。

　私は会社人間時代、今まで経験した再建会社の再建シナリオは、絵に書いた餅では

なくて実行可能な数値目標を立てて、必ずいついつまでは損益ゼロにすると、こうい

う区切って私はスタートさせ、そして社員を初め部課長、役職員一同その目標に向か

って取り組んでいる会社を数多く業務監査してきました。

　会社の危機管理とか再建意識については、社員に対しては掛け声だけでは効果は望

めない。管理職はもっと現場をよく見て、適切な指導をし、必ず数値目標と期限を徹

底させなければすべての改革、改善の目標は達成できない。

　いずれにしても、行財政改革を再認識して、すべての改革、改善の目標に向かって

頑張ってほしい。

　以上ですべての質問と要望を終わらせていただきます。まことにありがとうござい

ました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（石川和夫君）　次に、21番遠藤洋一君。

　　　　　　　　（21番　遠藤洋一君質問席着席）

021番（遠藤洋一君）　それでは、御指名ですので、一般質問をさせていただきま
す。

　私の質問は二つからなっておりまして、一つは横田基地について、もう一つは東福

生駅の改良についてです。

　これは12月にも基地にっいて同じ質問をしましたので、それから相当進展があっ

たのではないかということで2回目の質問をしてみました。

　私は、ここで27年間議員をやっていますけれども、態度は一貫しておりまして、

「横田基地はいらない。横田基地を市民の手に」ということの主張をずっと続けてい

ます。基地は確かに騒音もありますし、さまざまな事故や障害もありますが、何と言

っても隣に住んでいるわけで、私は理不尽で横暴な隣人であるというふうに理解をし

ています。その限りでは、どんなに理不尽な人でも横暴な人でも相手のことを理解し

なければならないというふうにも思っています。それがこの間ずっと続けてきました

一般質問の趣旨でありますけれども、今回のことに関しましても同じような態度で質

問をしていきたいというふうに思っております。

　一つ目は、今年の10月末に出ましたいわゆる米国の、在日米軍というよりはむし
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ろ米国軍隊そのものの再編による影響ということです。これにつきましては12月の

一般質問でも行いましたけれども、その際には非常に情報も少なく、あるいはもたら

された情報も少なかったのであまりよくわからないというのが現実だっ．たと思います

が、相変らずあまりよくわかっていないのですね。

　今、ここで私が手にしておりますのは、これは外務省が出しました「日米同盟・未

来のための変革と再編」というやつのインターネット版です。どこの人が読むのだろ

うと思うほど小さな字なのですね。しょうがなくて私もとうとう虫眼鏡を買ったりい

ろいろなことをしながら読んでいます。後ろについているのがいわゆる私たち全議員

にいただきましたけれども、新しい日本語訳というやつです。

　この中では、横田には共同統合調整運用部というのができて、それから航空司令部

が建設される。それから空域にっいては考えるというようなことが出ていまして、そ

れについてはあまり変化はないのですね。あるいは2月9日から11日までには日米

防衛の外務当局会合というのが行われて、それについてもあまり具体的なことは出て

こなかったというふうに思います。

　その間、我が福生市はどうしたかというと、僕は今までの福生市の中では大変画期

的なことだと思いますけれども、市民の皆さんに市の持っている情報を全部出してお

返事をください、意見をくださいという方式を考えました。

　幾つも自治体でさまざまなことが行われています。例えばはっきり反対だというこ

とを言っている自治体によっては、住民投票をしようというところがあります。それ

は山口県の岩国市です。これは岩国基地が普天間基地の代替になることについて賛成

か反対か、つまりNLPで使うわけですけれども、それついて賛成か反対かの、非常

に簡単な丸かバツかの投票ですね。

　しかし、ここですごく大事なことは、このまちの投票条例というのは特色があって、

50％にいかない投票用紙は開けないのですね。つまり市民の半分も興味と関心を持

たないような投票は意味がないという考えです。しかし、これは大変に賢い投票だと

思います。民主主義を形成する上でも、まちの半分の人たちが興味もない、あるいは

関心もないようなことを投票してもしようがないですね。ですからそれからいえば開

封もしないで、海に捨ててしまうのでしょうね。

　しかし、よくよく考えてみたら50％いかない市長選挙なんて一一一いや、失礼。

たくさんあるのですよね。そうしますと民意は一体どこに反映するのだということに

なりますけれども。

　それから、もう一つの自治体は、これは相模原市などを中心とした、座間に米軍の

第1軍団がやってくるというところです。ここはわりと勇ましいのでありまして、「基

地強化、恒久化反対、早期返還を」これは町内会の回覧版なのです。「防衛庁長官とラ

イス、ラムズフェルド両長官に意見のはがきを送りましょう」というはがきがついて

いるのです。住民は本気で怒っている。額賀さんにも送りましょう、これは市がつく

っている。相模原市が。相模原の一部を返せということを言っているわけですし、そ

れから第1軍団が来るのは嫌だと、これは非常にはっきりしている自治体だと思うの

ですね。
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　ところで、我が市に関しましては今のところ市長はずっと、沈黙とは言いませんけ

れども、市民の意見を聞こうという、その態度というのは第3番目の選択だと思いま

すし、我が市には、ぐずぐずしている間に市民投票条例とか、市民実施条例とかいう

条例をつくるいとまがありませんでした。これは大変に残念だと思っておりまして、

あのときつくっておけばこういうときに役に立ったのにと思っていますけれども、そ

れで基地大賛成というのがすごくふえてしまったら、僕の立場としては困るなと思っ

ていますけれども、とにかくこの間、どういうふうになってきているかということを

もう少し伺っておきたいというふうに思っています。

　それから、今度のことでやはり府中にある航空自衛隊がやってくるというところで、

相当つまりストレートに心配した市民の多くの人は騒音がふえるのではないかという

ことです。横暴で、かつ私は理不尽だと思っている横田基地というのは空軍の基地で

すから、どうしても私たちの被害の指標は騒音になります。音がうるさくなった、静

かになった、今月はうるさいではないか、あるいはこの間はもっとうるさかった、あ

るいはNLPをやって嫌だった。そういうところが市民の皆さんの心の動き方だと思

うのですね。

　今度の問題は、しかし私はそこにはないというふうに思っているのですよ。何がな

いかというと、今度ここにくる共同統合運用調整所というのが新設されるのですね。

これは英文で見てもよくわからない。日文で見てもよくわからない。だんだん新聞な

どが書きはじめてきまして、何があるかということがだんだんわかってきたのですけ

れども、要するに空軍の統合所ではないのですね。要するにアメリカ4軍、日本のこ

れは軍隊と言っていいかどうかわかりませんけれども、事実上軍隊、自衛隊の統合の

訓練指揮所なのですよ。ですから例えばアメリカ軍と、それからアメリカ軍の指揮の

下に自衛隊が入って戦闘なりが行われるという可能性が十分にあるのですね。

　このことは、ちょっと考えてみると憲法に違反しているのではないかという人もい

るかもしれない。その中でも特に、憲法の中でも特に問題になっておりますところが

出てくるのではないかというふうに思っているのですね。ですからそれからいうと、

静かにやってくる自衛隊というのは、とんでもないものがくるのではないかというふ

うなことにならなければいけないと思うのですよ。そこが僕は今度のいわゆる在日米

軍の中の問題としては一番大きいのではないかというふうに思っているのですね。

　要するに米軍と、それからそれに包括される形で自衛隊が動いていく、その司令部

がある、あるいはミサイルの司令部がやってくるというところで、ここに直接的に実

動部隊や、直接的にミサイルがくるわけではないけれども、その指揮や命令や調整を

するところがこの中にくる。

　今だってそうなのですよ。今だって在日米軍というのは別に、アメリカの軍人だけ

がいるわけではなくて、きちんとしたリエゾン・オフィサー、つまり調整の将校がい

るわけですから、その方たちが在日米軍と、それから自衛隊とのさまざまな調整を行

っているわけですけれども、それが1カ所になってくる。

　僕たちは理不尽で横暴な隣人のところにさらに間借り人がくるわけです。その間借

り人をどう扱うか、どう考えるかということになってくると思うのですよ。それは音
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もしないし、それから少なくとも気がつかなければ一一一僕たちは府中に行ったので

すよね。一部の管理職の皆さんもおいでになりましたけれども、府中からやってくる

ので府中に出かけたのですよ。府中は全然飛べない、これからも飛ばないだろう飛行

機1機だけいるのですね。それ以外はいないのですよ。まことに広いところに静かに

簡潔していて、なかなか環境もよくていいところだなと思ったりしたのですけれども、

わざわざ府中から横田に来なくてもいいではないかとも思いますし、司令部というの

はどういうものかというと、どうも一部新聞報道によると、要するにロシアからざっ

と中国の方までカバーをするような大きなスクリーンがあって、弾道ミサイルや航空

機の軌跡や発射基地の衛星画像まで映し出すような画面を日米の、日米のですよ。要

員が一緒にながめ、監視して、緊急事態には両国の指揮官が話し合って、互いに指揮

系統で戦闘作戦に出るのだと、そういうことを書いている新聞もあるのです。一部相

当事実に近いのだと思うのですね。

　こういうようなところが、今は府中にある。別に府中にあってそこから動かなくて

もいいと私は思っているのですけれども、そいつが横田になってくる。だから僕ね、

これは多分横田基地と福生市との歴史からいえば、非常に大きな転換点だと思うので

すよ。まちが大きく変わる。あるいはまちのイメージが変わる。あるいはまちの中で

の仕事が大きく国との関係で変わってくるというふうに思うのですね。大きな司令部

が、あるいは考えてみたらその後すぐにアメリカは四半期ごとの防衛計画というのを

出したのですね。クアディアル・ディフェンス・レビューレポートというこんな分厚

いものです。この中には今までとは違ったことが書いてあるのです。アメリカの戦略

については今まで何回かここでお話しましたけれども、2方面作戦というのをとって

いましたね。北朝鮮、この場合ですよ。北朝鮮と言ってしまったけれども、北東アジ

ア、それからもう一つは中東、この二つで紛争があったときに両方一遍に行ってやっ

つけることができるような二方向の作戦を考えていた。しかし、これは相当無理もあ

って、ポトムアップ・レビューというやつで考えていたのですが、底上げですよ。無

理もあって、それは1人ではできないわけですから、多国籍軍や、あるいは日本のよ

うな同盟軍と一緒にやっていかなければいけない。しかし、日本には難しい問題が今

でもあるわけですよ。それは憲法との関係があるわけですよね。

　しかし、今度のことはどう考えても集団自衛権、先ほどの憲法の中の最大の問題で

ある集団自衛権の行使に近い形になっていく、あるいはその準備になっていく、ある

いはもう少し言わせてもらえば、憲法が変わること、あるいは憲法9条が変わること

を前提にして、前提にしなければ考えられませんから、前提にして今の憲法の解釈関

係の中で今の自衛隊の存在というのはある程度僕は認めていますし、そうだろうとは

思っていますけれども、もう無理だろうと、この際つまり憲法を変え、なおかつ防衛

庁を国防省にして、自衛隊をきちんとした軍隊にして、それによって始めてこうした

集団自衛権が成立をし、この横田がその司令部の中心になっていくのだと、そういう

ようなことを考えざるを得ないのですね。

　そうすると、この問題になっている共同統合運用調整所という、もう日本語も慣れ

てないけれども、英語も物すごく慣れてない言葉ですよ。これについてはやはり市民
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の皆さんの疑問に対して市長は答えているわけですけれども、その中でもやはりよく

わかってないということなのですね。

　市民の皆さんにお出しした2回目はこれです。僕ね、すごく、すごいことだと思う

のです。福生市がこういうことをやってきたのは。でもね、でも問題はあるのですよ。

一体5万人の市民の皆さんの何人が読んでくれるだろう、このページを開いた瞬間に

字が小さいから嫌だという人がいたのではないかいうふうに思っているのです。

　ここは例えば岩国市はどうしているかというと、市長は説明会に出ています。岩国

の市長は別に共産党でも何でもないですよ。自民党の方で、もともとは官僚で、僕も

何回かお会いしたこともありますけれども、普通のいわゆる自民党出身の市長さんで

すよ。その方がしかし騒音の問題、あるいはいわゆる基地の拡張の問題のあったとき

に反対をしたときに、住民投票にかけましょうといって出かけていって、あちらこち

らで会話集会をやっているのですね。相模原もそうなのです。僕はそれぐらいの努力

は、市長さんがやるべきだという意味ではなくて、されてもよかったのではないかと

いうふうにもちょっと思っているのです。これはお答えいりませんけれども、思って

いるだけにしてください。

　それで、一応この間のやはり対応の変化というのかな、まだ対応は変化してないの

ですよ。日米安保条約によると、基地の対応の変化のときには事前の話し合いが必要

だとなっていますよね。その中での対応の変化の兆しにつきましては、どういうふう

なことになってきたのかをぜひお話をしていただきたいというふうに思っています。

　それから、どうも、新聞で見る限りですけれども、5市1町の皆様方の考え方がば

らばらなのですね。中には額賀という防衛庁長官から直接私は言われているので、軍

軍に賛成で軍民に反対であるというふうに突然言い出した首長さんも二、三御存知の

とおりおりますし、それから選挙が近いのでやはり軍民共用でもいいかなというふう

に一部報道されている首長さんもおりますし、断固やはり困るのだと言っている首長

さんもおりますし、市民の意見を優先するという私たちの市長さんもいるわけです。

　こうした中で、5市1町の調整というのはどうなっているのだろうという気がする

のですね。担当の方たちは問題がこの発生したときにわりと早々と府中に出かけて話

を聞いてきたはずなのですよ。それは担当の方が行ったのですね。多分お話を伺う限

り、この間私たち議員が行ったのと同じように、パワーポイントで説明を受けて、中

をぐるりと回ったぐらいで、想像されるわっと大きなスクリーンがあって、弾道ミサ

イルが飛ぶところを追うなんてところは見せてもらってないので、本当はないかもし

れないのですけれども、5市1町の首長さんたちと、あるいは防衛の方たちとの調整

すらまだないのではないかというふうに思っているのですよ。

　ぜひ、具体的な情報はないにしても、具体的な調整、それをどういうふうに思って

いるのか、今それぞれ腹の探り合いをしてもしようがないわけですよ。新聞報道によ

れば、例えばどっかの軍軍賛成に回った首長さんには開ロー番みやげがきたのだとい

うような話もあったと新聞に書いてありますけれども、それだってわからない。そん

なもので動くようなことではないだろうと思いますし、ぜひそれにつきましてのお話

を伺いたいというふうに思っておりますし、東京都の対応が一体どうなっているのか、
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一瞬10月29日に出たときに、5チャンネルを見ていると、あれは東京のローカル

テレビを見ていると、石原さんはちょっと怒っていたのですね。官民共用がないでは

ないかというふうに怒っていた。その後どうなったのかということもよくわかりませ

んし、空域の問題もきのうか一昨日の朝日の夕刊に非常に大きく出ていて、横田空域

が帰ってくるとこれぐらい燃料が得であるという話が、大きな記事がありましたよね。

その辺についてのことはどうなっているかということについて伺っていきたいと思っ

ています。

　それから、一番重要な市民の皆さんの意見、僕はあんな細かい字を一生懸命読んで

お返事を書いている人はすごくえらいと思うのですよ。少なからず心から心配してい

る人たちだろうと思っているのですね。どれくらいの方がお寄せになったのかという

ことをぜひ伺いたいと思っていますし、それから特に共同統合運用所の調整所の設置

というところに関してはやはりもっともっと詳しい情報をもっともっとよくわかるよ

うな形でもって再度市民の皆さんにお知らせしてもらうようなことをぜひしていただ

きたいと思っておりますし、市長がどう考えていらっしゃるかをまずは、僕としては

ここで「市長の存念を聞きたい」とかと大きな声を出したかったのですが、時間も回

ってきて、くたびれてきてそうもいかなくなってきて、しかレ、聞きたいですよ。市

長はどうなのだ、賛成なのか反対なのか、でもそれは必ず返事は出てくると思います

ので、そうは思っていません。

　それから次に、横田基地についての2点目、12月の出来事だったのですけれども、

米兵のひき逃げ事件というのが起きてしまいました。これは八王子の16号線ですよ

ね。厚木基地の水平さんが、海軍所属なのでしょうね、きっとね一一一がひき逃げを

起こして、小学校3年生の男子3人に重症を負わせた。八王子警察が業務上過失傷害

と道路交通違反で緊急逮捕したけれども、彼女は公務中、この兵隊さんは公務中だっ

たということで即日釈放されたということですね。

　この間、我が議会ではあまり問題になっていませんけれども、米軍のいるところで

必ず問題になってくるさまざまな諸事件、凶悪事件などのときに身柄の拘束の問題そ

の他が起こってきて、安保条約にくっっいている日米地位協定、これは我が福生市が

出している「福生市と横田基地」というやつにも全文書いてありますし、なかなか細

かく書いてありますけれども、この17条のところにあるのですね。それによって身

柄の問題というのが出てくるのですけれども、これについてはどのようになっている

のかぜひ伺いたいというふうに思っております。

　それはここで、12月22日で大和田の当たりだったから、ちょっとここから遠い

ので、話も遠かったのですね。でもよく考えてみたらどこだって起る可能性が、今ま

で起きなかったのがとても幸いだったのですよ。個人対個人の小さな事故というのは、

Yナンバーとの間に随分それはあったはずですけれども、なかなか公務中の、あるい

は逮捕というケースはなかったのですが、いろいろ調べてみると横須賀でも佐世保で

も起っていますし、公務中のやつもさることながら、凶悪事件も随分起きていますよ

ね。

　私たちのまちは幸いにしてここしばらくそういう事件がなくて済んできたというこ
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とがあると思いますけれども、これについては私も興味が非常にありますので、ぜひ

伺っておきたいというふうに思っています。

　それから、横田基地についての3点目ですが、今、議員の皆さんは、私もみんなそ

うですけれども、演習があるたびに「これこれの演習があります」というようなファ

ックスが毎回担当からきております。これは大変にわかりやすいお話でありがたいと

ういふうにいつも思っていますけれども、この演習がここしばらく、きょうもやって

いるはずなのですけれども、どれぐらいの頻度でやったのかということ、あるいは一

番問題なのは基地の中で、騒音の中だけですべてがおさまってくれればいいのですけ

れども、音が外に漏れたりいろいろなことがあるわけですから、市民生活の影響につ

いてはどうなっているかをぜひ伺っておきたいと思っております。

　それから、演習そのものですけれども、今は、きょう、あしたぐらいまでは日米共

同統合演習というのをやっているはずなのですね。市ケ谷とここが中心なのですけれ

ども、机上演習というやっですね。コンピューターを見ながらやっている演習のはず

なので、あまり音やなんかは出ないと思いますけれども、事によるとこういう演習は

さっきの共同調整所がくるとここでいつでもできることになりますね。だから市ケ谷

とここでやれるのだから別にこなくったっていいのではないかと、再三言うようです

けれども、演習を今やっているのですが、これにつきましてぜひ伺っていきたいとい

うふうに思っています。

　それから、4番目なのですが、これで基地についての最後なのですけれども、額賀

という防衛庁長官は大変気の毒な方で、この前のときの防衛庁長官になられたときも

何か事件があってお辞めになったのですが、今度もお辞めにはなってないのですけれ

ども、大変官製談合がばたばた続きまして、最初は小さな話ですよ。つまり、防衛庁

本庁の、あれは空冷かなんかの、空調かなんかの談合でしたよね。それがどんどんど

んどんわかっていってばれていって、わかっていってばれていって、とういう今は岩

国の大きな工事のところまできましたね。

　これがなかなか、官製談合というのは、僕も役人の子ですから何となくわかるよう

なところもあるのですが、要するに天下り先を探すために、早い話がたくさん天下り

が行った会社を優先的に入札させてしまうというような、言ってみれば腐敗のかぎり

ですよね。最も腐敗している形の汚職ですよね。ちょっとなんかお金をもらったとか

という話ではないわけですよね。しかも国民の税金を使って95％、97％というよ

うなすさまじい入札率のやつをやっていく、それも順番にやっていく。

　これが、僕の心配は岩国まできたと、それでは横田ではあったのかと、これは市の

問題ではないのですよ。だからあまり一般質問にはふさわしくないと私は思っている

ということをあらかじめ申し上げたかったから言いますけれども、しかしながら、毎

年基地対策特別委員会でも報告がありますけれども、大変な金額の思いやり予算での

工事が行われているのですね。すぐそこでそれらの工事が、もしもそういう官製談合

があったら大変だなと思っていますけれども、一体ここ数年間で思いやり予算でどの

ぐらいの工事をやっているのかということぐらいわかった方がいいだろうというふう

に、市民の皆さんもわかった方がいいだろうと思っているのですよ。
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　この前、12月の末でしたか。基地対策特別委員会は横田基地に視察に行ったので

すね。田村委員長が頑張ってくれて行かせてもらったのですが、一番見たかった一番

新しい大型の、あれは修理格納庫といいましたかね。それは見せてもらえなかったの

ですよ。まだ国の財産になってないということもあったらしくて。それから今度の予

算を見たりしていると、今度は管制塔を新しくするのですね。ことし3月に予算がっ

いたのかな。

　中をやはり久しぶりにバスでゆっくり回らせてもらうと、随分建物が新しくなって

きれいになっていますよね。基地の司令官のお話なんかと僕の理解と通訳をした人の

理解がちょっと違ったのかもしれないけれども、たくさん建物があってもうこの基地

はとても狭くてたまらないのだということを言っていて、そこにまた自衛隊をもって

くるのかなという気もするのですけれども、思いやり予算というのは私たちの税金で

すから、それをどれぐらいになっているかということをぜひ伺っておきたいというふ

うに思っています。あまり詳しい答弁を市長さんにしていただいても気の毒なので、

この辺は担当の方でも結構です。

　それから次に、基地の問題では全然ありませんけれども、東福生駅の整備について

伺っておきたいと思います。

　このことにつきましては、三、四年ほど前から何度か質問いたしまして、去年の段

階で多分実施設計の予算がついたはずで、本年には工事になるのではないかと大きな

期待をしております。

　そのきっかけになったのは、やはり雨の日に傘を差して駅の上まで行けないという

大変に狭隆な自由通路ですし、おまけにせめて傘というか、屋根だけでもあったらど

んなにかよいであろうかというようなところですし、駅の構内の屋根もぜひふやして

ほしいと思いますし、この間やはり僕の見ている限り、僕は東福生駅のすぐ裏に住ん

でいるせいかもしれませんが、非常にあそこの駅を利用するのですけれども、非常に

利用者がふえてきているような気もします。

　ですから、それがどうなっているかということをぜひ詳しくお話をしていただきた

いと思っていますのと、もう一つはあそこは、我が市では珍しい駅前がきれいなロー

タリーなのですよね。あれはどういうきっかけでああいうロータリーにしたかよくわ

かりませんけれども、なかなかいいロータリーがあって、映画の撮影などにも使われ

るようなことがあるのですけれども、自転車がすごいのですね。自転車は随分シルバ

ーの方が、多分委託で努力なさっていてきれいに並んでいるのですが、もう歩道はあ

まりちゃんと歩けない。自転車をかき分けて階段に走るというような状態になってい

ます。

　ぜひこの東福生駅、現実に福生市民がそんなにたくさん使っているだろうかと思っ

ている人もいると思うのですよ。僕も時々そう思うのですよね。あれは福生市民より

もいろいろなところのまちの人が使っているのではないかという気もしないでもない

のですが、しかし、我が市にありますので、これにつきましてはどのように整備を、

対策をなさるつもりであるかということを伺っておきたいと思っています。

　以上、基地の質問が長々とありましたけれども、発言席からの質問とさせていただ
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きます。よろしくお願いします。

○議長（石川和夫君）　質問中ですが、お諮りいたします。

　本日の会議時間は午後5時までとなっておりますが、議事の都合上あらかじめ延長

することに御異議ございませんか。

　　　　　　　　（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（石川和夫君）　御異議なしと認めます。よって、本日の会議時間は延長する

ことに決定いたしました。

　4時15分まで休憩いします。

　　　　　　午後4時5分　休憩

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

　　　　　　午後4時15分　開議

○議長（石川和夫君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　　　　　　　　（市長　野澤久人君登壇）

○市長（野澤久人君）　遠藤議員さんの御質問にお答えをいたします。

　横田基地についての1点目の米軍再編の中間報告その後の対応についてでございま

すが、国は日米外務・防衛当局間の審議官級会議を今までに4回開催しておりますが、

その内容については明らかにされておりません。したがいまして、2月15日広報以

上のことは現在情報を持ち合わせていないと、こういう状態になっております。

　市では横田基地の態様の変化につきましては、従来から申し上げております基本的

な方針に基づき対応してまいることとしておりまして、国の最終報告が3月に公表さ

れる予定とのことから、2月1日号と15日号で横田基地に関する情報を広報掲載し、

意見を募集したところでございます。

　また、5市1町の首長間の調整につきましては、5市1町の枠組みの中で統一した

対応ができれば考えてもおりましたけれども、そんなことから幹事市に5市1町の会

議の開催について申し入れておりますけれども、国からの具体的な情報が示されてい

ないということから実現していない状況でございます。

　また、5市1町の状況でございますけれども、新聞報道によると「米軍と自衛隊の

共同利用を容認し、民間との共同利用に反対」として正式に表明した自治体が1団体、

そのほかは正式な表明はしておりませんが、民間との共同利用に反対し、米軍と自衛

隊の共同利用については未定の自治体が1団体、民間との共同利用を容認し、米軍と

自衛隊との共同利用については未定とする自治体が1団体、横田基地の態様の変化を

容認できないとする自治体が1団体、そのいずれについても方針を表明していない自

治体が2団体というふうに見ております。

　いずれにいたしましても、いろいろありますけれども、できればこういった問題に

ついては広域的な視点から話し合いをしていくというのが筋ではないかというふうな

ことを思っておりますが、多分この状況では同じになるようなことはないだろうとい

うふうな思いもいたしております。

　ただ、市の考え方としては、考え方を固めた段階でそれぞれの市や町にはきちっと

やはり連絡をしたいという、そんな思いはいたしております。
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　また、東京都の対応につきましては、10月の中間報告後、都知事のコメントとし

て、我が国の防衛力の強化という観点から軍軍共用化はやむを得ないということでご

ざいまして、その後に軍民共用及び空域の返還についてのコメント、いわゆる進めた

いというコメントが出されているところでございます。

　また、市民からの意見につきましては、2月25日現在、76人の方から意見が寄

せられております。そのほかには団体など4団体からは再編に反対するよう要請を受

けております。なお、市に寄せられました意見の内容につきましては、担当部長から

答弁いたさせます。

　次に、共同統合運用調整所の問題についてもう少し詳しく内容はというお話でござ

いました・私としてもここの部分については問い合わせをさらにして、わかるところ

があればぜひお話をさせていただきたいというふうに思っております6

　今回の再編といいますか、態様の変化につきましては、国防という視点からも考え

る必要があると考えておりますが、今後、いずれにいたしましても、市民の皆様から

寄せられた意見も参考にしまして、今議会中の基地対、あるいは全協といったものの

中で議会の御意見をお伺いしながら福生市としての方針を決めていきたいと、そんな

ふうに思っております。

　次に、横田基地についての2点目、米兵のひき逃げ事件につきましては、平成17

年12月22日の午後1時ごろ、八王子市内の国道で米軍厚木基地の女性の上等水兵

が引き逃げ事故を起こし、小学3年生の男子3人に重軽傷を負わせたもので、八王子

警察署が業務上過失傷害と道路交通法違反の疑いで緊急逮捕いたしました。

　逮捕後、米軍から公務中の証明書が発行されたことから、この女性兵士は即日釈放

されたところでございます。これは日米地位協定の17条に基づくものでございます

が、この日米地位協定につきましては、横田基地周辺の5市1町と連携し、日米地位

協定見直しについては、今までも話をしてきているところでございますが、今後も国

へ要請してまいりたいと考えております。

　それから、横田基地についての3点目、運用即応演習につきましては平成14年5

月から実施され、18年1月までに22回実施されております。この演習はさまざま

な事故、事件を想定いたしまして、大型拡声器や地上模擬爆発装置を使用する演習で

ございます。

　1月の運用即応演習の詳細と市民生活への影響につきましては、1月の横田基地対

策特別委員会で報告しておりますが、1月22日から27日までの6日間24時間体

制で実施されたもので、大型拡声器と地上爆発模擬装置を使用した演習でございまし

た。1月の演習の特徴は基地内南地区の引込線区域における貨車の事故を想定した訓

練を実施したとのことで、訓練には消防車を出動させたとのことでございます。

　なお、この演習では9回のサイレンの吹鳴がございましたが、演習に関する苦情な

どは寄せられておりません。

　また、2月20日から3月3日まで行われている日米共同統合演習につきましては、

昭和60年から2年に一度実施され、今回で15回目の合同演習ということでござい

ます。この演習は全国の基地の指揮所をつないだ演習で、自衛隊の取りまとめを市ケ
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谷駐屯地で行い、米軍の取りまとめは横田基地となっております。この演習は机上で

の演習であって、戦闘機などの実戦部隊は一切動いていないとのことでございます。

またこの指揮所演習は今後とも市ケ谷の駐屯地と横田基地を中心に実施するとのこと

でございます。

　次に、横田基地についての4点目、防衛施設庁の官製談合の事件につきましては、

防衛施設庁の幹部3人が談合の疑いで逮捕された事件を聞いて、公共事業を行ってい

るものとしてあってはならない事件であり、大変遺憾に思っております。

　なお、横田基地にかかわる提供施設整備費、いわゆる思いやり予算でございますが、

平成13年度から17年12月までの工事費などの合計は約158億4000万円と
なっております。詳細につきましては担当部長から答弁させます。

　次に、東福生駅の整備についての第1点目、自由通路の改修、駅構内の改修はどう

なっているかとのことでございます。東福生駅の自由通路につきましては、議会等か

らの降雪時に自由通路の階段が滑り危険なため、利用者の通行の安全を確保するため

に屋根を設置してほしいとの要望を受けまして、平成15年度に既設の自由通路に屋

根等を設置した場合の耐震、風圧、構造の検討及び概算工事費等について調査を実施

いたしまして、結果として既設の自由通路に屋根等を設置しても支障がないとの報告

書が出されました。

　このことから、この報告書をもとに平成16年度にJR東日本の八王子支社と屋根

の設置について調整をしてまいりましたが、事業実現に向けて協議が整いましたこと

から、平成17年度からJR東日本の八王子支社に事業を委託して、防衛補助事業と

して着手をいたしました。

　工事の進捗状況でございますが、平成17年度はJR東日本八王子支社と12月に

設計協定書を締結いたしまして、現在、詳細設計を実施しておりますが、平成18年

3月に完了する予定でございます。平成18年度は引き続き施工協定書を締結し、屋

根かけ工事を実施いたしますが、鉄道敷上での工事のため、工事期間は約6カ月かか

るとのことでございますので、完成は平成18年度末になる見込みでございます。

　また、駅舎内の整備につきましては、JR東日本の八王子支社の事業により自由通

路の屋根かけ工事とあわせて平成18年度に実施をする予定とのことですが、駅舎内

の階段と駅ホームにつきましては、階段を下りたところから既設の屋根が設置されて

いるまでの間に屋根を設置し、利用者の利便を図っていくとのことでこぎいます。

　2点目の東福生駅周辺の自転車対策でございますが、昨年7月に東福生駅の西口及

び東口に放置されている自転車の実態調査を行いました。その結果、西口では約30

0台の放置自転車が確認され、そのうち約70台が長期間放置されている状態でござ

いました。また東口におきましても約80台の放置自転車があり、そのうち約20台

が同様に長期間の放置でございました。

　なお、これらの長期間の放置自転車につきましては、12月に撤去処分をいたした

ところでございます。

　東福生駅周辺での自転車駐車場用地の確保といたしましては、駅構内の駅舎を除く

空き地の利用等をJRと引き続き協議をしていきたいと考えております。
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　また、昨年道路法施行令の一部が改正され、道路管理者による歩道上への自転車駐

車場の設置が可能となりましたが、現在国では自転車駐車場の整備に関する技術指針

を作成中とのことでありますので、今後歩道の利用方法も含め関係機関といろいろと

研究もしていきたいと、そんなふうに思っているところでございます。

　以上で遠藤議員さんの御質問に対する答弁とさせていただきます。

○企画財政部長（野崎隆晴君）　市長の補足答弁をさせていただきます。

　まず、横田基地の態様の変化に対する市民の意見の内容についてでございますが、

2月25日現在で76名の方から御意見等をいただいておりますが、主な内容といた

しましては、騒音の増大を懸念する御意見、また基地の恒久化につながることを心配

する御意見、基地機能の強化についての御意見、災害時の空輸手段として重要だとす

る御意見、民間機の使用を認め地元優先にすべきとする御意見、安全・安心のまちを

確保するために基地と協力が必要との御意見、再編に伴うプラス面とマイナス面を提

示し、市民の参考資料にしてはというような御意見、またフォーラムを開催し市民の

意見を聞いてほしいという御意見等の御意見がございました。

　また、4団体からは軍民共用や総隊司令部の移駐などについての御意見が寄せられ

ております。

　このほかには30余名の方の署名で、住民投票を求める要請書を受け取っておりま
す。

　いずれにいたしましても、今回のこの態様につきましては、賛成、反対等の数の問

題で判断するのではなく、こういった御意見の内容等を今後議会へ報告し、相談をさ

せていただきたいと考えております。

　続きまして、平成13年度以降のいわゆる思いやり予算と言われております横田基

地で行われた提供施設整備費の主な内容と金額を申し上げます。

　年度別で申し上げますと、平成13年度の設計及び工事は46件で、その総額は約

40億8000万円でございます。主な工事といたしましては車両工事新設工事で4

億7000万円、航空部品倉庫の建設工事で4億1000万円、通信工場の建設工事

で3億7000万円などでございます。

　平成14年度は45件で総額は32億3000万円でございます。主な工事でござ

いますが、ボイラー新設機械工事で5億7000万円、通信機器整備工事で3億20

00万円、可燃物倉庫建築工事に3億2000万円などでございます。

　次に、平成15年度は39件で、その総額は35億9000万円でございます。主

な工事でございますけれども、格納庫2棟の新築工事で8億9000万円、西地区ポ

イラー新設機械工事で約4億6000万円、管理地区屋外給気管整備工事に3億50

00万円などでございます。

　続きまして、平成16年度でございますが、57件でその総額は34億9000万

円でございまして、主な工事といたしましては特別高圧受電所新設工事で8億200

0万円、格納庫2棟分の新設機械工事で6億3000万円などでございます。

　そして、平成17年度は12月27日現在で恐縮でございますが、15件の設計や

工事を行いまして、その総額は14億5000万円となっております。主な工事とい
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たしましては、特別高圧受変電設備の追加工事で6億6000万円、周波数変換装置

整備工事に2億6000万円などとなっております。

021番（遠藤洋一君）　丁寧な答弁ありがとうございました。

　特に一番最後の部長の答弁は初めて聞く数字が多かったものですから、大変に参考

になりました。

　最初の方からいきたいと思いますけれども、市長の、ここでどうなのだ、賛成なの

か反対なのかなどということはあえて聞きませんけれども、しかし、これは言えてい

るのですね。つまり基地の恒久化であるとか、あるいは市民の安全や市民の健康を害

するものに対しては断固賛成するわけにいかないというのが基本的なスタンスであろ

うというふうに思っておりますので、そのスタンスでこれからも進むのであろうとい

うふうに私としては考えたいというふうに思っております。

　ただし、今お返事がきた数を聞きましてちょっと、76名という数は相当ふえたの

だというふうに思いますね。それから何度も言いますけれども、あれだけ細かい字を

一生懸命読まれてお書きなったとすれば、やはりなかなか大変なものだなと思います

けれども、武蔵村山はアンケートを取ったのですね。それは新聞報道にあるのですけ

れども、そうすると7割ぐらいの人が嫌だというようなことがなっているというふう

なのが出ていました。

　福生市では2年に一遍市政世論調査をやっているわけで、その中で、ぐるりと言い

方をすれば消極的賛成、要するに騒音対策さえしてくれればというような意見があり

ましたよね。そこのところは統計上の問題だから前と同じようなことを聞かなければ

統計上の意味がないわけですけれども、私はやはり市民に対するアンケートをやるべ

きではないかと、あるいはそういうようなっもりがあるかどうかということをちょっ

と伺いたいというふうに思っています。

　それから、34名もの方が住民投票をしたらどうかと、これはもしもするとなると

大あわてで条例なんかつくらなくてはいけないので、間に合うかどうかわからないの

ですが、僕の読んでいる新聞記事である限りは、これは産経新聞のネット版ですけれ

ども、「横田基地共同司令部22年から運用、日米政府統合部隊指揮も検討」ともう既

に産経新聞は共同司令部というふうに名乗っておりまして、なかなか勇ましいのであ

りますけれども、しかし逆にいうと、22年ということはその共同調整所の整備には

5年はかかるということですよね。だからその間に情勢がどうなるかということだっ

てあるわけで、僕は別にここで中間報告がいきなり本決定になって、それで進む間に

も、幾つか政府に対する質問の中の答弁のようなことで、一斉にこの変革が始まるの

か、進むのかというような、全部の合意が一緒になって、「用意スタート、ドン」で始

まるのかという質問が出たりしていて、防衛庁は必ずしもそうではないという答えの

仕方をしていますよね。だから単純に話がついたところからやるのではないかという

ふうにも思っていますけれども、僕はまだ全体が、こわさんになるかどうかわからな

いけれども、縮小になる可能性や変化のある可能性というのは十分にあるだろうと思

っていますし、それから日米関係がこれから5年間も同じであるかどうかは非常に微

妙ですよね。
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　さっき言ったアメリカの新しい4年ごとの戦略だって、4年ごとですからね。四半

期ごとですからね。そのたびにアメリカが軍事的なプレゼンスをするような場所が変

わって、今度のやつは当然新聞をお読みになったと思いますけれども、アメリカって

11隻しか、11隻しかって失礼な、11隻も航空母艦を持っていて、6隻太平洋に

配置するという考えなのですよね。1隻の航空母艦ってあなどってはいけなくて、大

体小さい、今多分キティホークが一番小さいと思いますけれども、70機近く戦闘機

や攻撃機や偵察機や救援機なんかを乗せているのですね。一番大きいクラスになると、

多分何が一番大きいのかな、ニミッツが一番大きいのかな。とにかく一番大きなクラ

スになると80機以上乗せているわけでしょう。ぞうすると小さな、小さな国という

のは失礼だな。人口の小さい国の空軍ぐらいあるのですよ。一度なんかでお話したこ

とがあると思うけれども、ベルギーとかオランダとか、あの一つの空軍ぐらいが一つ

の船なのですよね。それで乗っている人も五、六千人で、だから11隻太平洋にいる

ということは、船に乗っている人だけでも6万人ぐらい太平洋に散っている。それだ

って物すごく金がかかりますよね。そんなに今のアメリカの防衛費、ことしも突出し

ていますけれども、もつだろうかという気があって、変わる可能性は十分にある。そ

の分だけ日本に負担をしろということだと思うのですよ。

　今、アメリカの国内で行われている基地の縮小なんかで、みごとにクリントン政権

のときに双子の赤字を解消しているわけで、それは平和の代償という形でアメリカの

好景気を一たん招いている。それが今のブッシュさんの子ども、息子ブッシュになっ

てからまた厳しいことになっているわけですけれども、軍事費の一般経済に与える影

響というのがいかに大きいかということはよくわかると思うのですね。

　そんな中で汚職というか、官製談合している防衛施設庁というのはとんでもない役

所だと思いますけれども、とにかくこれから先、ここで市長はあせって、あわてては

い、いいえと返事をすることはなくて、できるだけ調整を5市1町でやっていただき

たいと思いますし、それから僕は関東計画のときもそうでしょうし、いろいろな形で

もって引き受けるならば、地元に対するきちんとした対応がなくてはならないという

ふうに思っていますけれども、それも含めてやはりきちんとした住民に対する説明と

相談をしていただきたいというふうに思っています。それはもう非常に強く要望する

と同時に、またこの質問は続けたいと思いますので、よろしくお願いをしたいと思い

ます。

　それから次に、さっきのひき逃げですね。これに関しては、地位協定の問題に関し

ては東京都を含めて、5市1町も含めて議論になっているということですし、問題は

あれなのですね。この17条だけではなくで、例えば我が市の場合に、ほかのまちも

そうですけれども、基地が具体的にあって、返還ということがあり得るわけですよ。

実際に府中の、私たちが府中の基地を見学した後に、猪瀬直樹さんの話を聞いた府中

の芸術の森劇場も基地の跡地ですからね。それからずっと歩いていって、きれいな景

色の中を歩いてバス停まで、ちょっと寒かったからえらい長い道でしたけれども、あ

れも全部返還地ですよね。それから所沢航空公園も返還地ですよね。もっともっと古

いことからいうと、私は幼くてよく知りませんが、東京オリンピックの会場になって
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いる代々木の選出村とか、あるいは今のNHKとか、あの当たりも返還地ですね。あ

そこはワシントンハイツと言ったそうですね。もっと昔は代々木の連兵場と言ったそ

うで、日本で始めて複葉機が飛んだところはあそこだそうですけれども、そんな昔の

ことは知りませんが、しかし、基本的には東京都の方針としては返還なのですよね。

　しかし、ここで問題があるのは、地位協定の中に返還時においては現況に復する必

要はないということを書いてあることもあるわけですよ。例えば汚染があった。ある

いは猛毒が埋められていたというようなことがあったとしてもそのまま返ってくるの

ですね。素ですね。それの復旧する義務は持ってないのですよ。地位協定の相手側の

アメリカは。

　それからいえぱ、できた当時の問題もあるのですけれども、非常に植民地的な条項

であったり、あるいはこの引き渡しの問題に関しては幾つか、ここでお話はしません

けれども、アメリカ合衆国における犯罪人の取り扱いの問題からくることはあると思

うのですね。アメリカ合衆国の初期においては、西部劇時代のことを考えてみれば、

リンチが横行したこともありますから、とにもかくにも官が身柄を抑えてしまわなけ

れば危なくてしようがないということもあったわけで、そういう伝統からいえばどこ

の国、つまり日本で起ろうがどこで起ろうが、まずはアメリカ軍がその身柄を確保す

るということはあるかもしれない。しかし、今やそんな時代ではないわけで、むしろ

逃げ込む、あるいは途中で、裁判中に帰ってしまうようなことの原因になっているわ

けですから、ここは近代国家同士としてのきちんとした条項の取り結びを、あるいは

内容の変更をぜひやってくださいというふうに希望するわけです。ここまでは要望に

しておきたいというふうに思っています。

　それから次に、訓練の件なのですけれども、いろいろな訓練をやっているのですね。

僕はちょっとびっくりしたのは、これはアメリカ軍の準機関誌「スターズ・アンド・

スプライブス」というやつの1月27日号かな。これは電子版でみんなが見ることが

できるのですが、一応紙版も取ってみたのですよ。

　そうすると、要するにどういう訓練をやっているかというと、これがちょっとなか

なか見るチャンスが、これは幾らでもころがっている新聞だと思いますけれども、2

人の東洋系の人が白い薬を持って基地構内に侵入したのを捕まえている訓練なのです

ね。いろいろあると思いますけれども、意外や意外、近くでそんなとんでもない訓練

も行っているということを私たちは認識をしなくてはいけないのではないかというふ

うに思っています。

　これは答弁のいる話ではありませんし、単なる告げ口みたいなものですけれども、

しかしながら、我々は理不尽で横暴な隣人たちが必ずしも平和な人たちだけではない

ということを何度も肝に命じる必要があるというふうに思っています。そのためにも

アメリカ軍と、それから日本の私たちや自治体との問に入ってくれるはずの防衛施設

庁がああいうような形になったのは大変残念ですし、一部の新聞によると、我が市に

は来ていないようですけれども、米軍再編で防衛施設庁が反対決議の阻止を支持する

ようなメールを、これが支持メールー一一メールはあやしいでしょう、この間ね。だ

からあまりメールだというと、だれが出したということになるので困ってしまうので
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すけれども、少なくとも防衛施設庁、本庁の地元調整本部事務局統括班長名で現場に

メールが出て、地方議会をウオッチしてくれというようなメールが出ているのですね。

きょうもウオッチの方がいるようですけれども、少なくともその中で、やはり僕は防

衛施設庁の役割から考えてもきちんとしたやはり関係性をつくっていくことで新しい

情報や、あるいは最新の情報や、あるいは市民にとって非常に有効な形でのものが出

てくるというふうに思っているのですよ。その意味からいうと大変に今度の汚職は残

念ですけれども、ぜひその辺はよろしくお願いをしたいというふうに思っています。

　それから、最後の質問、最後に再質問をもう一つ、二つやっておきたいのですが、

さっきちょっと府中の話をしましたね。府中は何の反応もしていないのですか。そこ

は僕ね、非常に気になってしようがないのですよ。府中はお金持ちだからあまり、2

00人や600人いなくなったってちっともかゆくも痛くもないかもしれないけれど

も、僕は今ここにいますけれども、産まれたのは父親の転勤の関係で北海道の小さな

まちで産まれたのですよ。そのまちは人口2万人ぐらいで、連隊が1個あったのです

ね。第29連隊、それが前回の自衛隊の縮小のときに連隊がなくなってしまったので

すよね。2000人、教育隊になったのですね。

　そうすると何が起ったかというと、2000人が500人の、しかも教育隊だと若

い兵隊さんだけになったわけです。家族持ちやなんかはいなくなった。そうするとま

ず何が起ったかというと、小学校がなくなってくるのです。税収が下がってくるのは

当たり前、商店街がばらばらになる。まちが崩壊していくのですよ。だから自衛隊が

あった方がいいと言っているのではないですよ。変化があると言っているのですよ。

　府中は大金持ちだからそんな変化はないかもしれないけれども、府中はどういうふ

うに、何か言っているのかなというのをぜひちょっと伺いたいなと思っているのです。

　それから、先ほど僕は5市1町との調整を非常に心配しているのですが、これは市

長が情報交換、要請から開催を呼びかけていくということで、よろしくお願いします

というふうにします。

　それから、再編問題の協議というか、市の中の組織をつくってやっていくとおっし

ゃっていましたよね。それはどういうふうな形になるのか、あるいはその再編問題を

協議する市の組織の中にどの程度の情報収集能力があるのかというのは大変大事だと

思うのですよ。つまり防衛施設庁なり、横田事務所で聞いてくる話だけではなくて、

独自に今のネットの世界や、あるいはメディアの世界に入っていって調べてくるとか、

それから例えば識者を呼んで学習会を考えてみるとか、12月4日に東京国際大学の

前田哲男先生をお呼びして市民グループで開催したとき、幾人かの市の管理者の方も

来てくださって、非常によくわかったと思うのですね。あした3月2日にまた、これ

は主催者が違いますけれども、前田哲男さん、市民会館の小ホールでお話をやって、

ここでまたあれから記事を、あれから時間が経ったので、新しい情報も先生の方に入

っていると思うのですが、小ホールで6時からかな。それは平和センターとかという

人たちがやるのです。僕も行くつもりですけれども、そういうような形でもって新し

い情報をどんどん取っていただきたいし、それから今まで2回広報に出ましたよね。

人というか、まちの人によってはもうちょっとわかりやすい冊子にならないのかとか、
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もっとわかるようなものになってくれないのかなという意見もあるし、さっき言った

住民投票をせいと言わないまでも、そういった情報を収集してほしいと思いますけれ

ども、その辺がどうなっているかちょっと伺っておきたいというふうに思っています。

　それから、東福生の件ですけれども、東福生の駅、僕は随分何回もやっているので

すけれども、先ほどから自転車駐車場の整備に関する技術指針ができたというような

お話があって非常に期待をしているわけですけれども、ここ10年間というのは地域

体育館だ、児童館だ、図書館だ、保健センターが移転したと非常に環境としてはいい

環境の地域になっているのですね。

　これは前、5年ぐらい前に言ったのだけれども、やはりあの地域を、どの地域も大

事ですけれども、駅中心としたようなグランドデザインのようなものは考えられてい

るのかなとも思ったりしているのですが、武蔵野台1丁目近辺、その裏は福生市福生

2000番台になるわけですけれども、あの辺の人口とかいうのはどういうふうに変

化しているのかな、あるいは乗降客はどういうふうに変化をしているのかな、今後1

0年の方向性で何か出ているものがないだろうかというような気がしているのですよ。

あそこの辺も福生の中ではいいところになってくるような気がしますので、その辺は

担当はどういうふうに考えているかをぜひ伺っておきたいと思っています。

　以上、再質問です。

○企画財政部長（野崎隆晴君）　再質問に答弁をさせていただきます。

　現在、航空総隊司令部が設置をされております府中市の対応といいますか、反応で

ございますけれども、中間報告の後に東京防衛施設局より航空総隊が移駐することに

なりそうだとの説明があったとのことでございます。

　このことに関する府中市の反応、対応でございますけれども、現時点で考えられる

ことは、地元商店への影響が多少考えられること、また市民税への影響につきまして

は、現在人数等の関係で全く不明なことと、全部が移駐するわけではないことから静

観とのことで、特に対応はしないとのことでございます。また交付金関連につきまし

ても、施設自体は残りますことから、特に大きな影響はないと予測しているようでご

ざいます。

　続きまして、今回のこの横田基地の再編問題を協議する市内部の対応でございます

けれども、市長を初めとする理事者、それに関係する部課長で構成をいたします政策

研究会で協議をいたしております。中間報告後の対応といたしましては、4回の開催

となっております。

　内容といたしましては、1回目が今後の対応について、2回目が国に対する質問事

項の確認について、3回目が2月1日号の広報記事を掲載しておりますけれども、こ

の広報記事の確認について、それに4回目が国からの情報内容、これの整理と、2月

15日号の広報記事の確認について、主にこのような内容で協議等を行っております。

　今後につきましても、いろいろな対応が考えられますので、臨機応変な対応を図っ

てまいりたいと、そのように考えております。

○都市建設部長（清水喜久夫君）　それでは、遠藤議員さんの再質問に対しましてお

答えさせていただきます。
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　東福生駅の周辺の今後の整備、いわゆるグライドデザインということですが、グラ

ンドデザインまではいきませんけれども、市の考え方としては、基本的には総合計画

修正後期基本計画及び実施計画に基づいて整備を実施していきたいとしているという

ことでございまして、そこで実施計画に基づきまして、市長答弁にもありましたよう

に、東福生駅の自由通路及び駅舎内に屋根の設置を18年度に予定をしていると。

　さらに、周辺の自転車対策につきましては、道路法の施行令の一部が改正されまし

て、道路管理者による歩道への自転車駐車場の設置が可能となり、現在国においてそ

の自転車駐車場の整備に関する技術指針が作成中でございますので、それが完成をし

て実施されることになれば、公安委員会等の関係機関と協議して、福生市としての方

向性を出せるものと考えているところでございます。

　なお、今後の周辺整備を実施するに当たっては、東福生駅の周辺の変化をどうとら

えておくかということが必要になろうかと思うのですが、遠藤議員さんのおっしゃら

れましたように、公共施設の設置については地域体育館を初め児童館、図書館、保健

センター、あるいは彫刻の設置等がされておるところでございます。

　それから、武蔵野台1丁目地区についての人口は、平成7年1月1日現在から平成

17年1月1日までのこの10年間で、武蔵野台1丁目地区以外の各地区と比較いた

しますと一番の増加でございまして、人口がこの10年間で808人増加で29．4％

増、世帯数は433世帯で40．8％増ということになっておるところでございます。

　なお、東福生駅の乗降客でございますが、どれだけ増加したかについてはちょっと

わかりかねるのですが、無人駅ということで、八王子支社に問い合わせましたところ

統計がないというようなことでございますが、ちょっと古いのですが、東京都統計年

間で平成13年度に1日の乗降客が1672人で年間61万280人、こういう数字
が出ておるところでございますが、先ほどの人口増加もありふえているのではないか

というふうに推察できるものと考えます。

　なお、今後10年間の事業として方向性が出されているものにつきましては、2月

13日付で全議員さんに御配付いたしました、多摩地域における都市計画道路の整備

方針第三次事業化計画案におきまして早期実施事業として位置付けられている事業で

ございますが、一つには都市計画道路3－4－7号線、富士見通り、これは市施行で

ございます。2番目といたしましては都市計画道路3－3－30号線、産業道路の突

き当たりになっているわけでございますが、突き当たりから原ケ谷戸第二交差点少し

先までの間の、これが優先、早期実施事業ということで、これは都施行となっておる

ところでございます。

　以上、答弁とさせていただきます。

021番（遠藤洋一君）　どうもありがとうございました。それでは要望だけさせて

ください。

　ぜひ市民の意見をこれからも、絞め切りはきょうだったと思いますけれども、事態

の変化によってはさらに遅れてくる人もいるかもしれないので、それは門前払いなど

はないようにというふうなことは思いますけれども、一応僕は70数名というのはち

ょっと想像したよりも多かったかなというような気はしています。
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　ぜひ市民の皆さんの意見と、当然行政との考え方みたいなことを突き合わせた上で

これからの対応をよろしくお願いいたしたいと思いますし、そんなにあわてなくても

いいですよ。5市1町ばらばらなのだから、あわててああだった、こうだったとか手

を上げなくてもいいのではないかと私は思っています。

　それから、当然のようにほかの話、例えば朝日の2月25日版ですか、空域ですよ。

「一部返還なら80億円節約」みたいな記事が出始めたということは、何か動きがあ

るのでしょう。そういうことも含めてじっと、横暴で理不尽な隣人と、これから来る

かもしれない借家人のことをじっと見つめていきたいというふうに思っています。

　それから、東福生駅周辺の件についてはよくわかりました。

　これからも努力していただくことを要望して終わります。どうもありがとうござい

ました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（石川和夫君）　お諮りいたします。

　本日の会議はこの程度にとどめ、延会することに御異議ございませんか。

　　　　　　　　（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（石川和夫君）　御異議なしと認めます。よって、本日はこれをもって延会す

ることに決定いたしました。

　なお、次回本会議は3月1日午前10時より開きます．

　本日はこれをもって延会いたします。

　　　　　　午後4時55分　延会
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㊥

福総文発第179号

平成18年2月21日

福生市議会議長

　石川和夫様

　　　　　　　　　　　　　　　福生市長野澤久人圃

　　　　　平成18年第1回福生市議会定例会の招集について

　平成18年2月21日付け、福生市告示第22号（別紙参照）をもって、平成

18年第1回福生市議会定例会を招集したので通知します。





⑤

福生市告示第22号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第101条第2項の規定に基づき、平

成18年第1回福生市議会定例会を次のとおり招集する。

　　平成18年2月21日

　　　　　　　　　　　　　　　福生市長野澤久人圃

1　期　　日　平成18年2月28日

2場　所福生市議会議場





㊥

福総文発第180号

平成18年2月21日

福生市議会議長

　石　川　和　夫　様

福生市長　野　澤　久　人　圃

　　　　　　　　　　議案の送付について

平成18年第1回福生市議会定例会に提案するため、次の議案を送付します。

1

7
膠
∩
6
0
U
10

11

議案第1号

議案第2号

議案第3号

議案第4号

議案第5号

議案第6号

議案第7号

議案第8号

議案第9号

議案第10号

議案第11号

福生市非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する
条例の一部を改正する条例

福生市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例

福生市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例

福生市教育委員会教育長の給与及び旅費等に関する条例の

一部を改正する条例

福生市教育委員会教育長の給与及び旅費等に関する条例の

一部を改正する条例

福生市の一般職の職員の給与に関する条例の一一部を改正す

る条例

福生市介護給付費準備基金条例の一部を改正する条例

福生市乳幼児の医療費の助成に関する条例の一部を改正す
る条例

福生市児童遊園条例の一部を改正する条例

福生市学童クラブ条例の一部を改正する条例

福生市国民健康保険条例の一部を改正する条例



12　議案第12号

13議案第13号

14　議案第14号

15　議案第15号

16　議案第16号

17　議案第17号

18　議案第18号

19議案第19号

20　議案第20号

21議案第21号

22　議案第22号

23　議案第23号

24議案第24号

25　議案第25号

26議案第26号

27　議案第27号

28　議案第28号

29　議案第29号

30　議案第30号

31議案第31号

32　議案第32号

福生市都市公園条例の一部を改正する条例

福生市営住宅条例の一部を改正する条例

福生市自転車等の放置防止等に関する条例の一部を改正す
る条例

福生市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例

福生市障害程度区分認定審査会の委員の定数等を定める条
例

福生市国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部条例

福生市国民保護協議会条例

福生市介護費用等の助成に関する条例を廃止する条例

平成17年度福生市一般会計補正予算（第7号）

平成17年度福生市国民健康保険特別会計補正予算（第3
号）

平成17年度福生市老人保健医療特別会計補正予算（第2
号）

平成17年度福生市介護保険特別会計補正予算（第3号）

平成17年度福生市下水道事業会計補正予算（第2号）

平成17年度福生市受託水道事業会計補正予算（第2号）

平成18年度福生市一般会計予算

平成18年度福生市国民健康保険特別会計予算

平成18年度福生市老人保健医療特別会計予算

平成18年度福生市介護保険特別会計予算

平成18年度福生市下水道事業会計予算

平成18年度福生市受託水道事業会計予算

不動産の譲与について



33　議案第33号　損害賠償の額を定めることについて

34報告第1号 専決処分の承認を求めることについて（平成17年度福生市

一般会計補正予算（第6号））





議案第1号

　　　福生市非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の

　　一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長野澤久人

（提案理由）

　新たに国民保護協議会委員、障害程度区分認定審査会委員、地域包括支援

センター運営協議会委員、消費生活相談員及び母子自立支援員の報酬の額を

定めること並びに産業医等の嘱託医の報酬の額を改定すること並びに地域新

エネルギー詳細ビジョン策定委員会委員を廃止したいので、本条例を改正す

る必要がある。



　　　福生市非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一

　　　部を改正する条例

　福生市非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和31年条例

第13号）の一部を次のように改正する。

　別表第1中

「

表彰審査委員会委員 日額 8，500円 議員は2分の1 を

」

「

表彰審査委員会委員 日額　　　8，500円 議員は2分の1

防災会議委員 日額　　　8，500円
＼

国民保護協議会委員 日額　　　8，500円

に、

」

「

個人情報保護審議会委員 日額　　　8，500円

産業医 月額　　63，500円

特別職報酬等審議会委員 日額　　　8，500円

防災会議委員 日額　　　8，500円

を

」

「

個人情報保護審議会委員 日額　　　8，500円

特別職報酬等審議会委員 日額　　　8，500円

に、



国民健康保険運営協議会委
員

日額　　　8，500円

　　　　　「

中小企業振興資金融資審査
会委員

日額　　　8，500円

予防接種医 日額　　33，100円

予防接種健康被
害調査委員会

会長 日額　　10，500円

委員 日額　　　9，500円

国民健康保険運営協議会委
員

日額　　　8，500円

国民年金相談員 日額　　10，000円

環境審議会委員 日額　　　8，500円

地域新エネルギー詳細ビジ
ョン策定委員会委員

日額　　　8，500円

…

」

「

中小企業振興資金融資審査
会委員

日額　　　8，500円

環境審議会委員 日額　　　8，500円

に、

」

「

社会福祉協力委員 月額　　　9，500円

福祉事務所嘱託医 月額　　120，800円

就労促進指導員 日額　　10，000円

を



介護認定審査会
委員

医師 日額　　24，000円

医師以外
の委員

日額　　18，000円

介護保険相談員 日額　　10，000円

市立保育園嘱託医 月額　　23，000円 1園にっき

市立保育園嘱託歯科医 月額　　14，600円 1園につき

児童指導員 月額　　170，000円

」

「

社会福祉協力委員 月額　　　9，500円

医師 日額　　24，000円
障害程度区分認
定審査会委員 医師以外

の委員
日額　　18，000円

介護認定審査会
委員

医師 日額　　24，000円

医師以外
の委員

日額　　18，000円

地域包括支援センター運営
協議会委員

日額　　　8，500円

予防接種健康被
害調査委員会

会長 日額　　10，500円

委員 日額　　　9，500円

に、

」

「

相談員 月額　　202，000円

教育相談員 心理相談
員

日額　　15，000円



学校医 月額　　63，500円

1校につき。た
だし、2校以上
の学校を兼務す

る場合は、2校
目からの学校1

校にっき、
42，100円とす
る。

学校歯科医 月額　　42，100円 1校にっき

学校薬剤師 月額　　20，800円 1校につき

を

」

「

相談員 月額　　202，000円

教育相談員
心理相談
員

日額　　15，000円

に、

」

「

選挙管理委員会補充員 日額 9，500円 を

」

「

選挙管理委員会補充員 日額　　　9，500円

産業医 月額　　63，400円

福祉事務所嘱託医 月額　　120，400円

市立保育園嘱託医 月額　　22，900円 1園にっき

市立保育園嘱託歯科医 月額　　14，500円 1園につき

予防接種医 日額　　33，000円 に



学校医 月額　　63，400円

1校につき。ただ

し、2校以上の学

校を兼務する場
合は、2校目から

の学校1校にっ
き、42，000円と
する。

学校歯科医 月額　　42，000円 1校にっき

学校薬剤師 月額　　20，700円 1校につき

国民年金相談員 日額　　10，000円

消費生活相談員 日額　　10，000円

就労促進指導員 日額　　10，000円

介護保険相談員 日額　　10，000円

児童指導員 月額　　170，000円

母子自立支援員 日額　　10，000円

」

改める。

　　　附　則

　この条例は、平成18年4月1日から施行する。



議案第2号

　　　福生市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長野澤久人

（提案理由）

　市長、助役及び収入役の給料月額を改定したいので、本条例を改正する必

要がある。



　　　福生市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例

　福生市長等の給与に関する条例（昭和32年条例第8号）の一部を次のように

改正する。

　別表中「867，000円」を「858，000円」に、「745，000円」を「737，℃00円」

に、　「699，000円」を「692，000円」に改める。

　　　附　則

　この条例は、平成18年4月1日から施行する



議案第3号

　　　福生市長等の給与に関する条例の一一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長野澤久人

（提案理由）

　市長、助役及び収入役の期末手当の支給率を改定したいので、本条例を改

正する必要がある。



　　　福生市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例

　福生市長等の給与に関する条例（昭和32年条例第8号）の一部を次のように

改正する。

　第4条第2項中「100分の40」を「100分の45」に改める。

　　　附　則

　（施行期日）

1　この条例は、公布の日から施行する。

　（経過措置）

2　改正後の福生市長等の給与に関する条例第4条第2項の規定の適用につい

　ては、平成18年3月31日までの間、同項中「100分の45」とあるのは「100

　分の31」とする。



議案第4号

　　　福生市教育委員会教育長の給与及び旅費等に関する条例の一部を

　　　改正する条例

　上記の議案を提出する。

　　平成18年2月28日

　　　　　　　　　　　　　　　　　福生市長　野　澤　久　人

（提案理由）

　　教育長の給料月額を改定したいので、本条例を改正する必要がある。



　　　福生市教育委員会教育長の給与及び旅費等に関する条例の一部

　　　を改正する条例

　福生市教育委員会教育長の給与及び旅費等に関する条例（昭和35年条例第

19号）の一部を次のように改正する。

　第2条中「699，000円」を「692，000円」に改める。

　　　附　則

　この条例は、平成18年4月1日から施行する。



議案第5号

　　　福生市教育委員会教育長の給与及び旅費等に関する条例の一部を

　　　改正する条例

　上記の議案を提出する。

　　平成18年2月28日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福生市長野澤久人

（提案理由）

　　教育長の期末手当の支給率を改定したいので、本条例を改正する必要があ

　る。



　　　福生市教育委員会教育長の給与及び旅費等に関する条例の一部

　　　を改正する条例

　福生市教育委員会教育長の給与及び旅費等に関する条例（昭和35年条例第

19号）の一部を次のように改正する。

　第3条第2項中「100分の40」を「100分の45」に改める。

　　　附　則

　（施行期日）

1　この条例は、公布の日から施行する。

　（経過措置）

2　改正後の福生市教育委員会教育長の給与及び旅費等に関する条例第3条第

　2項の規定の適用については、平成18年3月31日までの間、同項中「100

　分の45」とあるのは「100分の31」とする。



議案第6号

　　　福生市の一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

　上記の議案を提出する。

　　平成18年2月28日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　福生市長野澤久人

（提案理由）

　一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律（平成17年法律

第113号）の施行による地方自治法（昭和22年法律第67号）の改正に伴い、

規定を整備したいので、本条例を改正する必要がある。



　　　福生市の一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

　福生市の一般職の職員の給与に関する条例（昭和26年条例第4号）の一部を

次のように改正する。

　本則中「調整手当」を「地域手当」に改める。

　第4条第1項中「正規の勤務時間」を「福生市職員の勤務時間、休日、休暇

等に関する条例（昭和37年条例第13号。以下「勤務時間条例」という。）に

規定する正規の勤務時間」に改める。

　第5条第1項第1号中「行政職給料表（1）」を「行政職給料表（一）」に

改め、同項第2号中「行政職給料表（2）」を「行政職給料表（二）」に改め

る。

　第5条の2中「福生市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和37

年条例第13号。以下「勤務時間条例」という。）」を「勤務時間条例」に改め

る。

　　　附　則

　この条例は、平成18年4月1日から施行する。



議案第7号

　　　棉生市介護給付費準備基金条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長野澤久人

（提案理由）

　介護保険法等の一一部を改正する法律（平成17年法律第77号）による介護i

保険法（平成9年法律第123号）の一部改正に伴い、規定を整備したいので、

本条例を改正する必要がある。



　　　福生市介護給付費準備基金条例の一部を改正する条例

　福生市介護給付費準備基金条例（平成12年条例第27号）の一部を次のよう

に改正する。

　第1条中「事業運営期間」を「計画期間」に改める。

　第6条中「保険給付」の次に「及び地域支援事業」を加える。

　　　附　則

　この条例は、平成18年4月1日から施行する。



議案第8号

　　　福生市乳幼児の医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長野澤久人

（提案理由）

　子育て支援の充実を図るため、乳幼児医療費助成制度における所得制限を

2歳未満児について撤廃したいので、本条例を改正する必要がある。



　　　福生市乳幼児の医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例

　福生市乳幼児の医療費の助成に関する条例（平成5年条例第27号）の一部を

次のように改正する。

　第4条に次の1項を加える。

3　前2項の規定は、2歳に達した日の属する月の末日までの乳幼児を養育し

　ている者には適用しない。

　　　附　則

　（施行期日）

1　この条例は、平成18年10月1日（以下「施行日」という。）から施行す

　る。

　（経過措置）

2　この条例による改正後の福生市乳幼児の医療費の助成に関する条例の規定

　は、施行日以後における療養に係る医療費の助成について適用し、施行日前

　に行われた療養に係る医療費の助成については、なお従前の例による。



議案第9号

　　　福生市児童遊園条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長野澤久人

（提案理由）

　新たに児童遊園を設置することのほか、用語の整理をしたいので、本条例

を改正する必要がある。



　　　福生市児童遊園条例の一部を改正する条例

　福生市児童遊園条例（昭和48年条例第3号）の一部を次のように改正する。

　第4条第1項から第3項までの規定、第6条及び第7条中「もの」を「者」

に改める。

　第8条の見出しを「（立入検査）」に改め、同条第1項中「立入り検査」を

「立入検査」に改め、同条第2項中「立入ろう」を「立ち入ろう」に改める。

　第11条中「もの」を「者」に改める。

　別表中

「

熊牛わらつけ児童遊園　　福生市大字熊川1109番地 を

」

「

熊牛わらつけ児童遊園 福生市大字熊川1109番地

永田玉川上水児童遊園 福生市大字福生1159番地9
に

」

改める。

　　　附　則

　この条例は、平成18年4月1日から施行する。



議案第10号

　　　福生市学童クラブ条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長　野　澤　久　人

（提案理由）

　新たに学童クラブを設置したいので、本条例を改正する必要がある。



　　福生市学童クラブ条例の一部を改正する条例

福生市学童クラブ条例（平成10年条例第34号）の一部を次のように改正す

る。

　別表中

「

たんぽぽクラブ 福生市大字熊川559番地1

「

たんぽぽクラブ 福生市大字熊川559番地1

臨時第2たんぽぽクラブ 福生市大字熊川623番地

改める。

　　　附　則

　この条例は、平成18年4月1日から施行する。

」

」



議案第11号

　　　福生市国民健康保険条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長野澤久人

（提案理由）

　障害者自立支援法（平成17年法律第123号）の施行に伴い、精神医療給付

金に関する規定を整備したいので、本条例を改正する必要がある。



　　　福生市国民健康保険条例の一部を改正する条例

　福生市国民健康保険条例（昭和54年条例第28号）の一部を次のように改正

する。

　第8条第1項中「結核・精神医療給付金」を「結核医療給付金」に改め、「者

を除く」の次に「。以下この条において同じ」を加え、「又は精神保健及び精

神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第32条第1項」を削り、

「次項」を「第3項」に、「（申請のあった月」を「（結核医療給付金の申請の

あった月」に改め、同条第2項から第4項までを次のように改める。

2　精神医療給付金は、被保険者が障害者自立支i援法（平成17年法律第123

　号。以下「支援法」という。）第58条の規定による負担において医療（障害

　者自立支援法施行令（平成18年政令第10号。以下「支援法施行令」という。）

　第1条第3号に規定する精神通院医療に限る。）に関する給付を受ける場合

　であって、支援法施行令第35条第1項第3号又は第4号に該当する者であ

　る場合に支給する。

3　結核医療給付金又は精神医療給付金（以下「結核・精神医療給付金」とい

　う。）の支給を受けようとする被保険者は、市規則の定めるところにより、市

　長に申請し、この条例による支給を受ける資格を証する書面の交付を受けな

　ければならない。

4　結核・精神医療給付金の支給額は、次に掲げるとおりとする。

　（1）　結核医療給付金の支給額は、第1項に規定する場合における自己の負

　　担の額に相当する額とする。

　（2）　精神医療給付金の支給額は、第2項に規定する場合における自己の負

　　担の額に相当する額とする。ただし、支援法施行令第35条第1項第3号

　　又は第4号に規定する額を限度とする。

　第8条第5項中「第1項」の次に「又は第2項」を加える。

　　　附　則



　（施行期日）

1　この条例は、平成18年4月1日（以下「施行日」という。）から施行する。

　（経過措置）

2　この条例による改正後の福生市国民健康保険条例の規定は、施行日以後に

　行われる医療に関する給付を受ける場合について適用し、施行日前に行われ

　た医療に関する給付を受ける場合については、なお従前の例による。





議案第12号

　　　福生市都市公園条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長野澤久人

（提案理由）

　新たに都市公園を設置することのほか、用語の整理をしたいので、本条例

を改正する必要がある。



　　福生市都市公園条例の一部を改正する条例

福生市都市公園条例（昭和46年条例第30号）の一部を次のように改正する。

第7条中「若しくは」を「又は」に改める。

第9条の見出しを「（立入検査）」に改め、同条第1項中「立入り検査」を

「立入検査」に改め、同条第2項中「立入ろう」を「立ち入ろう」に改める。

別表中

「

した

下の川緑地せせらぎ遊歩道公園 福生市大字熊川2355番地11 を

」

「

した

下の川緑地せせらぎ遊歩道公園 福生市大字熊川2355番地11

原ヶ谷戸どんぐり公園 福生市大字福生196番地7
に

」

改める。

　　　附　則

　この条例は、平成18年4月1日から施行する。



議案第13号

　　　福生市営住宅条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長野澤久人

（提案理由）

　公営住宅法施行令の一部を改正する政令（平成17年政令第357号）による

公営住宅法施行令（昭和26年建設省令第19号）の一部改正に伴い、公営住

宅の入居資格の見直しが図られたことのほか、市営住宅の取壊しによる戸数

の変更をしたいので、本条例を改正する必要がある。



　　　福生市営住宅条例の一部を改正する条例

　福生市営住宅条例（平成9年条例第25号）の一部を次のように改正する。

　第5条第6号中「又は既存入居者若しくは」を「、既存入居者又は」に、「に

より」を「その他既存入居者又は同居者の世帯構成及び心身の状況からみて」

に改める。

　第6条第2項第1号中「50歳」を「60歳」に改め、同項第2号を次のように

改める。

　（2）　障害者基本法（昭和45年法律第84号）第2条に規定する障害者でそ

　　の障害の程度がア、イ又はウに掲げる障害の種類に応じ、それぞれア、イ

　　又はウに掲げる程度のもの

　　ア　身体障害　身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号）

　　　別表第5号の1級から4級までのもの

　　イ　精神障害（知的障害を除く。以下同じ。）　精神保健及び精神障害者

　　　福祉に関する法律施行令（昭和25年政令第155号）第6条第3項に規

　　　定する1級から3級までのもの

　　ウ　知的障害　イに規定する精神障害の程度に相当するもの

　第6条第2項第3号中「第4条の規定により戦傷病者手帳の交付を受けてい

る者で当該手帳に記載されている身体上の」を「第2条第1項に規定する戦傷

病者でその」に改め、同項に次の1号を加える。

　（8）　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（平成13年法

　　律第31号。以下この号において「配偶者暴力防止等法」という。）第1

　　条第2項に規定する被害者でア又はイのいずれかに該当するもの

　　ア　配偶者暴力防止等法第3条第3項第3号の規定による一時保護又は配

　　　偶者暴力防止等法第5条の規定による保護が終了した日から起算して

　　　5年を経過していない者

　　イ　配偶者暴力防止等法第10条第1項の規定により裁判所がした命令の



　　　申立てを行った者で当該命令がその効力を生じた日から起算して5年

　　　を経過していないもの

　第6条第4項第1号中「50歳」を「60歳」に改め、同項第2号を次のように

改める。

　（2）　入居者又は配偶者若しくは同居親族が、障害者基本法第2条に規定す

　　る障害者でその障害の程度がア、イ又はウに掲げる障害の種類に応じ、そ

　　れぞれア、イ又はウに掲げる程度のものであること。

　　ア　身体障害　身体障害者福祉法施行規則別表第5号の1級から4級まで

　　　のもの

　　イ　精神障害　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第6条第

　　　3項に規定する1級から3級までのもの

　　ウ　知的障害　イに規定する精神障害の程度に相当するもの

　第6条第4項第3号及び第4号を削り、同項第5号中「第4条の規定により

戦傷病者手帳の交付を受けている者で当該手帳に記載されている身体上の」を

「第2条第1項に規定する戦傷病者でその」に改め、同号を同項第3号とし、

同項中第6号から第9号までを2号ずつ繰り上げる。

　別表第1第一市営住宅の項戸数の欄中「13戸」を「12戸」に改め、同表第五

市営住宅の項戸数の欄中「6戸」を「5戸」に、「2戸」を「1戸」に改める。

　　　附　則

　（施行期日）

1　この条例は、平成18年4月1日（以下「施行日」という。）から施行する。

　ただし、別表第1の改正規定は、公布の日から施行する。

　（経過措置）

2　この条例の施行日前に50歳以上である者の市営住宅の入居資格について

　は、改正後の福生市営住宅条例第6条第2項第1号及び同条第4項第1号の

　規定にかかわらず、なお従前の例による。





議案第14号

　　　福生市自転車等の放置防止等に関する条例の一部を改正する条例

　上記の議案を提出する。

　　平成18年2月28日

　　　　　　　　　　　　　　　　　福生市長野澤久人

（提案理由）

　国道16号線の拡幅工事に伴い、拝島駅南口臨時自転車駐車場を移設したい

ので、本条例を改正する必要がある。



　　　福生市自転車等の放置防止等に関する条例の一部を改正する条

　　　例

　福生市自転車等の放置防止等に関する条例（平成6年条例第26号）の一部を

次のように改正する。

　別表第2中

「

拝島駅南口臨時自転車駐車場 福生市大字熊川1395番地2

「

拝島駅南口臨時自転車駐車場 福生市大字熊川446番地1

を

こ｝

」

」

改める。

　　　附　則

　この条例は、市規則で定める日から施行する。



議案第15号

　　　福生市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長野澤久人

（提案理由）

　拝島駅南口臨時自転車駐車場を移設することに伴い、定期使用の使用料の

改定をしたいので、本条例を改正する必要がある。



　　福生市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例

福生市自転車等駐車場条例（平成9年条例第26号）の一部を次のように改正

する。

　別表中

「

拝島駅南口臨時自
転車駐車場

定期使用 一般　自転車　　　　　2，000円

学生　自転車　　　　　1，000円

　　　原動機付自転車　3，000円

一時使用 自転車　　　　　　100円
原動機付自転車　　150円

を

」

「

拝島駅南口臨時自
転車駐車場

定期使用 一般　自転車　　　　　1，600円

学生　自転車　　　　　　800円
　　　原動機付自転車　3，000円

一時使用 自転車　　　　　　100円

原動機付自転車　　150円

に

」

改める。

　　　附　則

　この条例は、市規則で定める日から施行する。



議案第16号

　　　福生市障害程度区分認定審査会の委員の定数等を定める条例

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長　野　澤　久　人

（提案理由）

　障害者自立支援法（平成17年法律第123号）の規定に基づく障害程度区分

認定審査会の委員の定数等を定めたいので、本条例を制定する必要がある。



　　　福生市障害程度区分認定審査会の委員の定数等を定める条例

　（審査会の委員（1）定数）

第1条　障害者自立支援法（平成17年法律第123号）第15条の規定に基づき

　設置する福生市障害程度区分認定審査会（以下「審査会」という。）の委員

　の定数は、8人以内とする。

　（規則への委任）

第2条　法令及びこの条例に定めるもののほか、審査会に関し必要な事項は、

　市規則で定める。

　　　附　則

　（施行期日）

1　この条例は、平成18年4月1日（以下「施行日」という。）から施行する。

　　（準備行為）

2　審査会は、この条例の施行日前においても、審査判定業務その他の必要な

　行為を行うことができる。



議案第17号

　　　福生市国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部条例

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長野澤久人

（提案理由）

　武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成16

年法律第112号）の施行に伴い、福生市国民保護対策本部及び福生市緊急対

処事態対策本部に関し必要な事項を定めたいので、本条例を制定する必要が

ある。



　　　福生市国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部条例

　（目的）

第1条　この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関す

　る法律（平成16年法律第ll2号。以下「法」という。）第31条及び法第183

　条において準用する法第31条の規定に基づき、福生市国民保護対策本部（以

　下「保護本部」という。）及び福生市緊急対処事態対策本部に関し必要な事

　項を定めることを目的とする。

　（職員）

第2条保護本部に国民保護対策本部長（以下「本部長」という。）、国民保

　護対策副本部長（以下「副本部長」という。）及び国民保護対策本部員（以

　下「本部員」という。）のほか、必要な職員を置く。

　（職務）

第3条本部長は、保護本部の事務を総括する。

2　副本部長は、本部長を補佐する。

3　本部員その他の職員は、本部長の命を受け、保護本部の事務に従事する。

　　（会議）

第4条本部長は、保護本部における情報交換及び連絡調整を円滑に行うため、

　必要に応じ、保護本部の会議（以下「会議」という。）を招集する。

2　本部長は、法第28条第6項の規定により、国の職員その他市の職員以外の

　者を会議に出席させたときは、当該出席者に対し、意見を求めることができ

　る。

　　（国民保護現地対策本部）

第5条国民保護現地対策本部に国民保護現地対策本部長、国民保護現地対策

　本部員その他の職員を置き、副本部長、本部員その他の職員のうちから本部

　長が指名する者をもって充てる。

2　国民保護現地対策本部長は、国民保護現地対策本部の事務を掌理する。



　（委任）

第6条　この条例に定めるもののほか、保護本部に関し必要な事項は、市規則

　で定める。

　（福生市緊急対処事態対策本部）

第7条第2条から前条までの規定は、福生市緊急対処事態対策本部について

　準用する。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。





議案第18号

　　　福生市国民保護協議会条例

　上記の議案を提出する。

　　平成18年2月28日

福生市長　野　澤　久　人

（提案理由）

　武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成16

年法律第112号）の施行に伴い、福生市国民保護協議会に関し必要な事項を

定めたいので、本条例を制定する必要がある。



　　　福生市国民保護協議会条例

　（目的）

第1条　この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関す

　る法律（平成16年法律第112号）第40条第8項の規定に基づき、福生市国

　民保護協議会（以下「協議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項

　を定めることを目的とする。

　（委員及び専門委員）

第2条協議会の委員の総数は、30人以内とする。

2　協議会の専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解

　任されるものとする。

　（会長の職務代理）

第3条会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を

　代理する。

　（会議）

第4条協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。

2　協議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開き、議決をすること

　ができない。

3　協議会の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、

　議長の決するところによる。

　　（委任）

第5条この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会

　長が協議会に諮って定める。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。



議案第19号

　　　福生市介護費用等の助成に関する条例を廃止する条例

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長野澤久人

（提案理由）

　所期の目的を達成したことに伴い、本条例を廃止する必要がある。



　　福生市介護費用等の助成に関する条例を廃止する条例

福生市介護費用等の助成に関する条例（平成5年条例第17号）は、廃止する。

　　附　則

この条例は、平成18年4月1日から施行する。



議案第20号

　　　平成17年度福生市一般会計補正予算（第7号）

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長野澤久人





平成17年度　福生市一般会計補正予算（第7号）

　平成17年度福生市の一般会計補正予算（第7号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第1条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ53，170千円を追加し歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ20，　897，604千円と定める。

2　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

　「第1表歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第2条　地方債の変更は、　「第2表　地方債補正」による。

平成18年　2月28日　提出

福生市長　野澤久人

一 1一



第1表歳入歳出予算補正

（歳入） （単位千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

1市　　　　　　税 7，767，931 22，000 7，789，931

1° 市　　゜民　　　税
3，416，800 第000 3，438，800

2地方譲与税 348，888 717 349，605

2自動車重量譲与税 98，932 587 99，519

3地方道路譲与税 33，956 130 34，086

3利子割交付金 4偶950 17，103 58，053

1利子割交付金 40∫950 17，103 58，053

4配当割交付金 18，272 7，429 25，701

1配当割交付金 1留272 7，429 25，70r

5株式等譲渡所得割交
　付金

13，768 29，156 42，924

1株式等譲渡所得割交
　付金

13，768 29，156 42，924

6地方消費税交付金 634，111 △9，355 624，756．

1地方消費税交付金 634，111 △9β55 624，756

7自動車取得税交付金 136，014 13，724 149，738

1自動車取得税交付金 136，014 13，724 149，738

10地方交付税 2，439，355 13，963 2．453β18

1地方交付税 2，439，355 13，963 2，453，318

13使用料及び手数料 492，350 △16，121 476，229

1使　　　用　　　料 241，020 △16，121 224，899

14国　庫支　出　金 3，217，953 39，054 3，257，007

1国　庫負　担金 2，123，304 7，806 2，131，110

2国庫補助金 1，069，869 31，248 1，101，117

15都　支　出　金 2，052，305 △53，055 1，999，250

1都　負　担　金 648，265 △14，686 633，579

一 2一



（歳入） （単位千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

2都　補　助　金 1，240，642 △34，402 1，206，240

3委　　　託　　　金 163，398 △3，967 159，431

16財　産　収　入 11，179 17，256 28，435

1財産運用収入 11，178 1，412 12，590

2財産売払収入 1 15，844 15，845

17寄　　　附　　　金 2，601 180 2，781

1寄　　　附　　　金 2，601 180 2，781

18繰　　　入　　　金 352，138
△4q　oOO’

312，138

2基金繰入金 337，953 △40，000 297，953

20諸　　　収　　　入 115．335’ 17，619 132，954

5雑　　　　　　入 84，361 17，619 10｝・980

21市　　　　　　債 809，000 △6，500 802，500

1市　　　　　　債 809，000 △6，500 802，500

歳　　　　　入　　　　゜合　　　　計 20，844，434 53，170 20，897，604

一 3一



（歳出） （単位千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

2総　　　i務　　　費 2，330，578 13，328 2，343，906

1総務管理費 1，610，738

’

18，954 1，629，692

4選　　　挙　　　費 59，866 △2，389 57，477

5統計調査費 54，243 △3，237 51，006

3民　　　生　　　費 7，827，860 134，431 7，962，291

1社会福祉費 2，808，785 117，968 2，926，753

2児童福祉費 3，090，291 17，225 3，107，516

3生活保護費 1，928，452 △762 1，927，690

4衛　　　生　　　費
噸

2，626，090 △52，227 2，573，863

1保健衛生費 1，014，941 △47，444 967，497

2清　　　掃　　　費 1，611，149 △4，783 1・606・366

7商　　　工　　費 104，907 △1，422 103，485

1商　　工　　費 104，907 △1，422 103，485

8土　　　木　　　費 2，197．765’ △13，972 　　巳2，183，793

1土木管　艮費 56，557 △6，162 50，395

2道路橋りょう費 522，243 △2，441 519，802

3都市計画費 1，513，748 △2，821 1，510，927

4住　　　宅　　費 105，217 △2，548 102，669

9消　　　防・　費 924，037 △5，524 918，513

1消　　　防　　　費 924，037 △5，524 918，513

10教　　育　　費 3，214，838 △41，278 3，173，560

1教育総務費 323，048 △10，389 312，659

2小　学　校　費 554，096 △5，834 548，262

3中　学　校・費 573，110 △5，297 567，813
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（歳出） （単位千円）

款 項 補正前の額 補正額 ・ 計

4学校給食費 325，732 △710 325，022

5社会教育費 1，150，521 △13，148 1，137，373

6保健体育費 288，331 △5，900 282，431

11公　　　債　　　費 1，212，687 6，322 1，219，009

1公　　　債　　　費 1，212，687 6，322 1，219，009

13予　　　備　　　費 58，870 13，512 7島38琴

1予　　　備　　　費 58，870 13，512 72，382

歳　　　　出　　　　合　　　　計 20，844，434 53，170 20，897，604

一 5一



第2表 地方債補正

（変更）

補　　　正 前

起　債　の　目　的
限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

千円 ・ 5．0％

耐震性貯水槽新設事業 18，700
証書借入

以　内 借入れのときより据置を含

ただし、剰率 み30年以内に償還する．

見直し方式
で借り入れ ただし、財政その他の都合
る政府資金又は
及び公営企 により償還年限を短縮し、
業金融公庫

住民税等減税補てん 117，000
証券発行

資金につい
て、利率の見
直しを行っ’た後におい

若しくは低利に借換えする

ことができる。

ては、当該見

直し後の利
率

計 809，000

一 6一



補　　　　正　　　　後

限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

　　千円

15，800

補正前
と　同　じ

補正前
と　同　じ

補正前
と　同　じ

113，400

802，500

一 7一





議案第21号

　　　平成17年度福生市国民健康保険特別会計補正予算（第3号）

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長野澤久人





平成17年度゜福生市国民健康保険特別会計補正予算（第3号）

平成17年度福生市の国民健康保険特別会計補正予算（第3号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第1条歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ227，169千円を追加し歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ5，085，880千円と定める。

2　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

　「第1表歳入歳出予算補正」による。

平成18年　2月28日　提出

福生市長　　野澤久　人



第1表　歳入歳出予算補正

（歳　入） （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

1国民健康保険税 1，661，127 47，876 1，709，003

1国民健康保険税 1，661，127 47，876 1，709，003

2国庫支出金 1，429，724 2，627 1，432，351

1国　庫負担金 1，250，847 23，463 1，274，310

2国庫補助金 178，877 △20，836 158，041

3療養給付費等交付金 858，385 60，790 919，175

1療養給付費等交付金 858β85 60，790 919，175

4都　支　出　金 157，824 39，857 197，681

2都　補　助　金 130，121 39，857 169，978

5共同事業交付金 117，816 △40，123 77，693

1共同事業交付金 117，816 △40，123 77，693

β繰　　　入　　　金 629，938 116，142 746，080

1他会計繰入金 629，938 116，142 746，080

歳　　　　入　　　　合　　　　計 4，858，711 227，169 5．085β80
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（歳　出） （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

2保険給付費 3，098，254 223，333 3，321，587

1療　養　諸　費 2，780，270 223，333 3，003，603

3老人保健拠出金 1，151，542 836 1，152，378

1老人保健拠出金 1，151，542 836 1，152，378

4介護給付費納付金 380，926 △1，463 379，463

1介護給付費納付金 380，926 △1，463 379，463

8諸　支　出　金 19，693 507 20，200

1償還金及び還付金 19，692 507 20，199

9予　　　備　　　費 10，577 称956 14，533

1予　　　備　　　費 10，577 3，956 14，533

歳　　　　　出　　　　合　　　　計 4，858，711 227，169 5，085，880

一 61一





議案第22号

　　　平成17年度福生市老人保健医療特別会計補正予算（第2号）

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長　野　澤　久　人



平成17年度福生市老人保健医療特別会計補正予算（第2号）

　平成17年度福生市の老人保健医療特別会計補正予算（第2号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第1条歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ32，　381千円を追加し歳入歳出予算の総額を歳入歳出

　それぞれ3，326，　307千円と定める。

2　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

　「第1表歳入歳出予算補正」による。

平成18年　2月28日　提出

福生市長　　野澤　久　人



第1表歳入歳出予算補正

（歳　入） （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

1支払基金交付金 1，984，199 10，764 1，994，963

1支払基金交付金 1，984，199 10，764 1，994，963

2国庫支　出金 869，433 14，411 883，844

1国庫負担金 869，433 14，411 883，844

3都　支　出　金 214，914 3，603 218，517

1都　負　担　金 214，914 3，603 218，517

4繰　　　入　　　金 215，010 3，，603 218，613

1他会計繰入金 215，010 3，603 218，613

歳　　　　入　　　　合　　　　計 3，293，926 32β81
3，326．’ 307

（歳　出） （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

1医　療　諸　費 3，273，449 32，381 3β05β30

1医　療　諸　費 3，273，449 32，381 3β05，830

歳　　　　　出　　　　合　　　　計 3，293，926 32β81 3，326，307
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議案第23号

　　　平成17年度福生市介護保険特別会計補正予算（第3号）

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長野澤久人





平成17年度　福生市介護保険特別会計補正予算（第3号）

　平成17年度福生市の介護保険特別会計補正予算（第3号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第1条歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ138，236千円を追加し歳入歳出予算の総額を歳入歳出

　それぞれ2，459，301千円と定める。

2　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

　「第1表歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第2条地方債の変更は、「第2表地方債補正』による。

平成18年2月28日提出

福生市長　野澤久人





第1表　歳入歳出予算補正

（歳入） （単位千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

2国庫支　出　金 547，575 3，896 551，471

1国庫負担金 447，271 27，647 474，918

2国庫補助金 100，304 △23，751 76，553

3支払基金交付金 715，634 44，235 759，869

1支払基金交付金 715，634 44，235 759，869

4都　支　出　金 279，545 17，279 296，824

1都　負　担　金 279，544 17，279 296，823

6繰　　　入　　　金 330，597 18，826 349，423

1一般会計繰入金 330，597 17，279 347，876

2基金繰入金 0 1，547 1，547

8市　　　　　　債 28，000 54，000 82，000

1財政安定化基金貸付
　金

28，000 54，000 82，000

歳　　　　入　　　　　合　　　　計 2，321，065 138，236 2，459，301

（歳出） （単位千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

2介護給付費 2，236，360 138，236 2，374，596

1介護サービス等諸費 2，174，194 138，236 2，312，430

歳　　　　　出　　　　合　　　　計 2，321，065 138，236 2，459，301

一 97一
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第2表　　地方債補正

（変更）

補　　　正　　　前
起　債　の　目　的

限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

介護保険事業

　千円

28，000 証書借入 0％
平成18年度から平成20
年度の3年間で均等割で償
還する。

計 28，000

一 98一
L



補　　　　正　　　　後

限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

　　千円

82・090 補正前
と　同　じ

補正前
と　同　じ

補正前
と　同　じ

82，000
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議案第24号

　　　平成17年度福生市下水道事業会計補正予算（第2号）

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長野澤久人



平成17年度　福生市下水道事業会計補正予算（第2号）

　平成17年度福生市の下水道事業会計補正予算（第2号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第1条歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ25，075千円を減額し歳入歳出予算の総額を歳入歳出

　それぞれ2，103，458千円と定める。

2　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第、表熱歳出予算概」による。

（地方債の補正）

第2条地方債の変更は、「第2表地方債補正」による。

平成18年　2月28日　提出

福生市長　　野澤　久　人





第1表　歳入歳出予算補正

（歳入） （単位千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

3国庫支　出　金 81，628 △20，500 61，128

2国庫補助金 61，000 △20，500 40，500

4都　支　出　金 1，525 △513 1，012

1都　補　助　金 1，525 △513 1，012

8諸　　　収　　　入 21，105 △662 20，443

3雑　　　　　　入 21，103 △662 20，441

9市　　　　　　債 249，400 △3，400 246，000

1市　　　　　　債 249，400 △3，400 246，000

歳　　　　入　　　　　合　　　　計 2，128，533 △25，075 2，103，458

（歳出） （単位千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

1総　　　務　　　費 590，435 △3，087 587，348

1総務管理費 590，435 △3，087 587，348

2事　　　業　　　費 346，591 △21，924 324，667

1下水道整備費 346，591 △21，924 324，667

4予　　　備　　　費 25，266 △64 25，202

1予　　　備　　　費 25，266 △64 25，202

歳　　　　出　　　　合　　　　計 2，128，533 △25，075 2，103，458
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第2表 地方債補正

（変更）

補　　　　正 前

起債の目的
限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

千円

5．0％

公共下水道事業 169，700
以　内 借入れのときより据置を含

証書借入 ただし、利率 み30年以内に償還する．

見直し方式

で借り入れ ただし、財政その他の都合

又は る政府資金

及び公営企 により償還年限を短縮し、
業金融公庫

流域下水道’事業 79，700
証券発行

資金につい
て、利率の見

直しを行っ
た後におい

若しくは低利に借換えする

ことができる。

ては、当該見

直し後の利
率

計 249，400
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補　　　　正　　　　後

限度額 起債の方法 利率 償還の方法

　　　　千円

167，300

78，　700

補正前
と　同　じ

補正前
と　同　じ

補正前
と　同　じ

246，000
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議案第25号

　　　平成17年度福生市受託水道事業会計補正予算（第2号）

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長　野　澤　久　人





平成17年度福生市受託水道事業会計補正予算（第2号）

　平成17年度福生市の受託水道事業会計補正予算（第2号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第1条歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ2，423千円を減額し歳入歳出予算の総額を歳入歳出

　それぞれ394，346千円と定める。

2　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに捕正後の歳入歳出予算の金額は、

　「第1表歳入歳出予算補正」による。

平成18年　2月28日　提出

福生市長　　野　澤　久　人



第1表　歳入歳出予算補正

（歳　入） （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

1受託水道事業収入 396，769 △2，423 394β46

1都受託事業収入 396，769 △2，423 394，346

歳　　　　入　　　　合　　　　計 396，769 △2，423 394，346

（歳　出） （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

1受託水道事業費 396，769 △2，423 394，346

1水道管理費 329，530 △2，406 327，124

2建設改　良費 67，239 △17 67，222

歳　　　　出　　　　合　　　　計 396，769 △2，423 394β46

一 140一



議案第26号

　　　平成18年度福生市・一般会計予算

　上記の議案を提出する。

　　平成18年2月28日

福生市長　野　澤　久　人





　　　　　　　　　　　　　　平成18年度　福生市一般会計予算

　平成18年度福生市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出子算）

第1条歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ21，796，000千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第1表歳入歳出予算」による。

（地方債）

第2条　法第230条第1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の

　方法、利率及び償還の方法は、　「第2表地方債」による。

（一時借入金）

第3条法第235条の3第2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、1，000，000千円と

　定める。

（歳出予算の流用）

第4条法第220条第2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することが

　できる場合は、次のとおりと定める。

　（1）各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた揚合における

　　同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　　平成18年2月28日　提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福生市長　　野　澤　　久　人



第　1　表

　1　歳入

歳入歳出予算
（単位：千円）

款 項 金　　　額

1市　税 7，837，720

1市民税 3，604，643

2固定資産税 3，ユ44，346

3軽自動車税 50，353

4市たばこ税 416，308

5都市計画税 622，070

2地方譲与税 5693666

1所得譲与税 437，244

2自動車重量譲与税 97，926

3地方道路譲与税 34，496

3利子割交付金 49，211

1利子割交付金 49，211

4配当割交付金 25，684

1配当割交付金 25，684

5株式等譲渡所得割交付金 24，333

1株式等譲渡所得割交付金 243333

6地方消費税交付金 660，994

1地方消費税交付金 660，994

7自動車取得税交付金 148，330

1自動車取得税交付金 ユ48，330

8国有提供施設等所在市町村助成
　李付金等

1，374，796

1難難緻等所在市哺助成 1，374，796

9地方特例交付金 259，419

1地方特例交付金 259，419

10地方交付税 2，325，000

1地方交付税 2，325，000

11交通安全対策特別交付金 16，500

1交通安全対策特別交付金 16，500

12分担金及び負担金 233，497

1負担金 233，497

一2一



（単位：千円）

款 項 金　　　額

13使用料及び手数料 479，705

1使用料 ．224，186

2手数料 255，519

14国庫支出金 3，0ユ4，825

1国庫負担金 1，880，147

2国庫補助金 1，109，157

3委託金 25，521

15都支出金 2，140，851

1都負担金 728，437

2都補助金 1，284，523

3委託金 127，891

16財産収入 U，402

1財産運用収入 11，401

2財産売払収入 1

17寄附金 1

1昏附金 1

18繰入金 1，289，736

1特別会計繰入金 3

2基金繰入金 1，289，733

19繰越金 100，000

1繰越金 100，000

20諸収入 139，130

1延滞金、加算金及び過料 6，000

2市預金利子 4

3貸付金元利収入 7，000

4受託事業収入 11，904

5雑　　入 U4，222

21市　債 1，095，200

1市　　債 ユ，095，200

歳　　　　入　　　　合　　　　計 21，796，000

一一3一



2歳出 （単位：千円）

款 項 金　　　額

1議会費 299，705

1議会費 299，705

2総務費 3，890，773

1総務管理費 3，176，401

2徴税費 375，793

3戸籍住民基本台帳費 224，589

4選挙費 52，132

5統計調査費 25，540

6監査委員費 36，318

3民生費゜ 7，768，595

1社会福祉費 2，803，517

2児童福祉費 3，22ユ，129

3生活保護費 1，743，617

4災害救助費 332

4衛生費 2，605，204

1保健衛生費 938，788

2清掃費 1，666，416

5労働費 104

1失業対策費 4

2労働諸費 100

6農林水産業費 58，428

1農業費 58，428

7商工費 94，761

1商工費 94，761

8土木費 2，110，772

1土木管理費 50，627

2道路橋りよう費 956，630

3都市計画費 1，008，340

4住宅費 95，175

9消防費 891，092

1消防費 891，092

一4一



（単位：千円）

款 項 金　　　　額

10教育費 2，771，059

1教育総務費 313，251

2小学校費 615，082

3中学校費 337，252

4学校給食費 318，878

5社会教育費 707，434

6保健体育費 479，162

11公債費 1．252β23

1公債費 1，252，323

12諸支出金 891

1基金費 891

13予備費 52，293

1予備費 52，293

歳　　　　出　　　　合　　　　計 21，796，000

一一5－一



第2表地方債

起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法
千円

新庁舎建設事業 343，200 5．0％

以　内
借入れのときより据置を含

拝島駅自由通路整備事業 210，000 証書借入 み30年以内に償還する。
ただし、利

率見直し方
式で借り入

ただし、財政その他の都合

又は
れる政府資 により償還年限を短縮し、
金及び公営

住民税等減税補・てん 92，000 証券発行
企業金融公
庫資金にっ

若しくは低利に借換えする

いて、利率 ことができる。

の見直しを

行った後に
おいてぼ、

臨　時　財　政　対　策 450，000
当該見直し

後の利率

計 1，095，200

一6一



議案第27号

　　　平成18年度福生市国民健康保険特別会計予算

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長野澤久人





平成18年度　福生市国民健康保険特別会計予算

　平成18年度福生市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第1条　歳入歳出予算の総額はk歳入歳出それぞれ4，882，804千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、　「第1表歳入歳出予算」による。

（一時借入金）

第2条地方自群（以下「淘という・）第235条の3第2項の規定による一喘入金の借入れ

　の最高額は、200，000千円と定める。

（歳出予算の流用）

第3条法第220条第2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することが

　できる場合は、次のとおりと定める。

　（1）保険給付費に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の

　　各項の間の流用

平成18年2月28日　提出

福生市長　　野　澤　　久　人

一1一



第　1　表

　1　歳　入

歳入歳出予算
（単位・：千円）

款 項 金　　　　額

1国民健康保険税 1，620，484

1国民健康保険税 1，620，484

2国庫支出金 1，342，961

1国庫負担金 1，188，766

2国庫補助金 154，195

3療養給付費等交付金 887，031

1療養給付費等交付金 887，031

4都支出金 268，342

1都負担金 23，723

2都補助金 244，619

5共同事業交付金 98，545

1共同事業交付金 98，545

6繰入金 621，608

1他会計繰入金 621，608

7繰越金 40，000

1繰越金 40，000

8諸収入 3，833

1延滞金、加算金及び過料 2，030

2預金利子 1

3雑　　入 1，802

歳　　　　入　　　　合　　　　計 4，882，804

一2一



2　歳　出

　　　　　　　款

1総務費

2保険給付費

3　老人保健拠出金

4　介護給付費納付金

5共同事業拠出金

6保健事業費

7公債費

8諸支出金

9予備費

歳 出

－
暉

國

1
一
2
一
3
「
4
一
5
■
6
暉
　
一
1
一

一
－
一

一
－
輌

■
－
■

騨
－
一

■

－
幽
2
一

■

－

合

　　　　　項

総務管理費

療養諸費

高額療養費

移送費

出産育児諸費

葬祭費

結核・精神医療給付金

老人保健拠出金

介護給付費納付金

共同事業拠出金

保健事業費

公債費

償還金及び還付金

他会計繰出金

予備費

計

一3一

（単位：千円）

金　　　額

18，922

18，922

3，396，661

3，086，736

244，554

600

54，000

8，310

2，461

964，383

964，383

387，767

387，767

95，056

95，056

5，252

5，252

227

227

4β04

4，303

1

10，232

10，232

4，882，804





議案第28号

　　　平成18年度福生市老人保健医療特別会計予算

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長　野　澤　久　人





　　　　　　　　　　　　平成18年度　福生市老人保健医療特別会計予算

　平成18年度福生市の老人保健医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第1条歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ3，198，669千円と定める。

2me出予算の款項の区分及び当該区分ごとの鰍「第1表ma出予算」にs6・

平成18年2月28日提出

福生市長　　野澤　　卒　人

一49一



第1表
1歳み

歳入歳出予算
（単位：千円）

款 項 金　　　額

1支払基金交付金 1，818，431

1支払基金交付金 1，818，431

2国庫支出金 919，958

1国庫負担金，　　　　、 919，958

3都支出金 229，989

1都負担金 229，989

4繰入金 230，085

1他会計繰入金 230，085

5繰越金 1

1繰越金 1

6諸収入 205

1延滞金及び加算金 2

2預金利子 1

3雑　　・入 202

歳　　　　入　　　　合　　　　計 3，198，669

一50一



歳　出

款 項 金 額

1 医療諸費 3．198β65

1医療諸費 3，198，365

2 諸支出金 204

1償還金及び還付金 203

2他会計繰出金 1

3 予備費 100

1予備費 100

歳 出 合 計 3，198，669

一51一





議案第29号

　　　平成18年度福生市介護保険特別会計予算

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長　野　澤　久　人





　　　　　　　　　　　　平成18年度　福生市介護保険特別会計予算

　平成18年度福生市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第1条歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ2，584，335千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、　「第1表歳入歳出予算」による。

（地方債）

第2条　地方自治法（以下「法」という。）第230条第1項の規定により起こすことができる

　地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、　「第2表　地方債」による。

（一時借入金）

第3条　法第235条の3第2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、100，000千円と

　定める。

（歳出予算の流用）

第4条法第220条第2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することが

　できる場合は、次のとおりと定める。

　（1）介護給付費に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の

　　各項の間の流用

　　平成18年2月28日　提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福生市長　　野　澤　　久　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一73－一



第　1　表

　1　歳　入

歳入歳出予算
（単位・：千円）

款 項 金　　　額

1介護保険料 534，131

1介護保険料 534，131

2国庫支出金 605，110

1国庫負担金 490，025

2国庫補助金 115，085

3支払基金交付金 763，545

1支払基金交付金 763，545

4都支出金 315，173

1都負担金 306，265

2財政安定化基金交付金 1

3都補助金 8，907

5財産収入 1

1財産運用収入 1

6繰入金 352，478

1一般会計繰入金 352，478

7繰越金 1

1繰越金 1

8市　　債 11，500

1財政安定化基金貸付金 11，500

9諸収入 2β96

1延滞金、加算金及び過料 10

2預金利子 4

3雑　　入 2，382

歳　　　　入　　　　合　　　　計 2，584，335

一74一



2　歳　出 （単位：千円）

款 項 金　　　額

1総務費 35，199

1総務管理費 7，947

2賦課徴収費 2，573

3認定審査会費 24，679

2介護給付費 2，450，126

1介護サービス等諸費 2，312，265

2高額介護サービス費 22，860

3特定入所者介護サービス等費 115，001

3地域支援事業費 51，316

1介護予防事業費 15，305

2包括的支援事業・任意事業費 36，011

4財政安定化基金拠出金 775

1財政安定化基金拠出金 775

5基金積立金 1

1基金積立金 1

6公債費 44，614

1公債費 114

2財政安定化基金償還金 44，500

7諸支出金 304

1償還金及び還付金 303

2他会計繰出金 1

8予備費 2，000

1予備費 2，000

歳　　　　出　　　　合　　　　計 2，584，335

一75一



第2表　地方債

起債の　目　的 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

介護保険事業

　　千円

11．50’0 証書借入 0％
平成21年度から平成23
年度の3年間で均等割で償
還する。

計 11，500

一76一



議案第30号

　　　平成18年度福生市下水道事業会計予算

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長野澤久人





　　　　　　　　　　　　平成18年度　福生市下水道事業会計予算

　平成18年度福生市の下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第1条歳入麟出予算の総額は、歳入歳出それぞれ1，929，262千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、　「第1表　歳入歳出予算」による。

（地方債）

第2条　地方自治法（以下「法」という。）第230条第1項の規定により起こすことができる

　地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、　「第2表　地方債」による。

（一時借入金）

第3条　法第235条の3第2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、500，000千円と

　定める。

平成18年2月28日　提出

福生市長　　野澤　　久人

一133一



第1表
1歳入

歳入歳出予算
（単位：千円）

款 項 金　　　額

1分担金及び負担金 402

1負担金 402

2使用料及び手数料 1，014，955

1使用料 1，014，955

3国庫支出金 14，539

1国庫負担金 ユ3，864

2国庫補助金 675

4財産収入 1

1財産売払収入 1

5繰入金 670，000

1他会計繰入金 670，000

6繰越金 40，000

1繰越金 40，000

7諸収入 23，665

1延滞金、加算金及び過料 1

2預金利子 1

3雑　　入 23，663

8市　　債 165，700

1市　　債 165，700

歳　　　　入　　　　合　　　　計 1，929，262

一134一



2歳出 （単位：千円）

款 項 金　　　額

1総務費 584，301

1総務管理費 584，301

2事業費 194，409

1下水道整備費 194，409

3公債費 1，136，633

1公債費 1，136，633

4予備費 13，919

1予備費 13，919

、

歳　　　　出　　　　合　　　　計 1，929，262

一一
135－一一



第2表 地方債

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法
千円

5．0％

公共下水道事業 87，500 以　内 借入れのときより据置を含

証書借入
ただし、利率 み30年以内に償還する。

見直し方式
で借り入れ ただし、財政その他の都合

又は る政府資金
及び公営企 により償還年限を短縮し、
業金融公庫

証券発行
資金につい
て、利率の見

直しを行っ
た後におい

若しくは低利に借換えする

ことができる。

流域下水道事業 78，200
ては、当該見

直し後の利
率　　　｝

　　　　　　■

計 165，700

一136一



議案第31号

　　　平成18年度福生市受託水道事業会計予算

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長　野　澤　久　人





　　　　　　　　　　　　　平成18年度　福生市受託水道事業会計予算

　平成18年度福生市の受託水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第1条歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ419，862千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第1表歳入歳出予算」による。

平成18年2月28日　提出

福生市長 野澤久人

一171一



第　1　表

　1　歳入

歳入歳出予算
（単位：千円）

款

1受託水道事業収入．

項

1都受託事業収入

歳 入 合 計

金 額

419，862

419，862

419，862

一172一



2　歳　出 （単位：千円）

款 項 金　　　額

1受託水道事業費 419，862

1水道管理費 321，277

2建設改良費 98，585

歳　　　　出　　　　合　　　　計 419，862

一173一





議案第32号

　　　不動産の譲与について

　上記の議案を提出する。

　　平成18年2月28日

福生市長野澤久人

　　不動産の譲与について

次のとおり建物を譲与する。

1　譲与する建物

　（1）所在地福生市大字熊川字北597番1

　（2）名　称熊川保育園園舎

　（3）構　造鉄筋コンクリート造2階建て

　（4）　延べ床面積　603．56平方メートル

2　譲与の相手方

　　福生市大字福生2143番地11

　社会福祉法人不動福祉会　理事長　田村市郎

3　譲与の目的

　　より効率的で柔軟な保育サービスを推進するため、平成8年度から保育

　　運営を委託している社会福祉法人不動福祉会へ譲与する。

（提案理由）

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第1項第6号の規定に基づ

き、本案を提出する必要がある。





資料　1

　　　案　内　図

福生市大字熊川字北597番1
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資料　2

　　建物位置図

福生市大字熊川字北597番1
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議案第33号

　　　損害賠償の額を定めることについて

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長野澤久人

　　　損害賠償の額を定めることについて

　次のとおり市の施設による事故の損害賠償の額を定めることについて議会の

議決を求める。

1　相　手　方

2　事故の概要

3　損害賠償額

新宿区西新宿6丁目5番1号新宿アイランドタワー

日本マクドナルド株式会社

平成17年8月27日午後11時40分頃、福生市東町3番1

先の福生駅東口交差点内の汚水本管が完全閉塞したこと

により、福生市東町3番5の日本マクドナルド株式会社福

生店の汚水排水ができなくなり、汚水が地下事務室、休憩

室等に約20センチメートル浸水し、損害を与えたもので

ある。

13，525，940円

（提案理由）

　市の施設による事故の損害賠償の額を定めるため、地方自治法（昭和22

年法律第67号）第96条第1項第13号の規定により、本案を提出する必要が

ある。





報告第1号

　　　専決処分の承認を求めることについて

上記の議案を提出する。

　平成18年2月28日

福生市長野澤久人

　　　専決処分の承認を求めることについて

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第1項の規定により、平成17

年度福生市一般会計補正予算（第6号）を別紙写しのとおり専決処分したので、

同条第3項の規定により、報告し、その承認を求める。





㊥

専決第2号

　　　専決処分書

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第1項の規定により、議会を

招集する暇がないと認め、平成17年度福生市一般会計補正予算（第6号）を別

紙のとおり専決処分する。

　　平成18年2月17日

　　　　　　　　　　　　　　　　福生市長野澤久人圃





陳情第18－1号

患者・国民負担増計画の中止と「保険で安心してかかれる医療」を求める陳情書



（陳情の趣旨）

　　今、政府・厚生労働省は2002年10月の高齢者の患者負担増、2003年4月の健康保

険本人3割負担に続いて、2006年の医療「改革」で患者負担をさらに引き上げようとし

ています。

　2006年度から2008年度にかけて、団塊の世代が定年退職を迎え高齢化がピークとな

る2025年に向けて、すべての高齢者から保険料を徴収し、かつ患者負担を引き上げる「高

齢者医療制度」を創設し、高齢者の負担増と給付削減を行おうとしています。加えて長

期入院の食費・居住費を介護保険の改悪にあわせて3万円程度の患者負担にすることや、

一
般入院の食事療養費を削減すること、風邪薬やビタミン剤、漢方薬などを保険給付の

対象から外すこと、風邪や腹痛など低額な医療は全額患者負担にすることなど、さまざ

まな患者負担増が検討されています。

　さらに、患者負担増にとまらず、国民健康保険、政府管掌健康保険、健康保険組合な

どの医療保険制度を、都道府県単位を軸に再編し、国の運営責任と財政負担の軽減とと

もに、医療保険ごとに医療費抑制を競わせ、成果の上がらないところには補助金の削減

などペナルティを課すことを計画しています。

　高額な患者負担を求め、強引な再編計画による抑制は、患者の医療を受ける権利を脅

かし、病気の早期発見・早期治療を妨げ、重症化による医療費の増加を招くものです。

「保険で安心してかかれる医療を」というのは、国民共通の願いです。

　つきましては、貴議会に対して以下を陳情いたします。

（陳情の項目）

国に対して以下の．「意見書」を採択すること。

1　健保3割負担を2割に戻すなど患者負担を軽減すること

2　入院時の食費・居住費などの患者負担を増やさないこと

3　高齢者の患者負担と保険料の引き上げを行わないこと

4　必要な医療は公的医療保険で保障し、保険のきかない医療行為をふやさないこと

5　医師、看護師の増員や医療の質と安全性が確保できるように、診療報酬を改善する

　こと

平成18年2月6日



陳情者

羽村市小作台5－21－6

　西多摩社会保障推進協議会

　　会長岩崎宏治㊥
福生市議会議長

　石川和夫様





陳情第18－2号

障害者自立支援法に関する陳情書



（陳情の趣旨）

　日ごろ、貴職におかれましては、地域住民の生活を守るために御奮闘されていること

に敬意を表します。

「障害者自立支援法」に基づく福祉・医療サービスが、本年4月より実施されようとし

ています。同法は、身体障害者・知的障害・精神障害の3障害に対する福祉サービスの

提供の一元化など、これまで多くの障害者・家族、関係者が要望してきた制度改革の方

向を示したという点で評価できます。しかしその一方で、　「応益負担」の導入や施設利

用者に対する食費・医療費等の全額自己負担など、介護保険と同様の方向で負担制度を

大きく変更しようとしていることは問題と言わざるを得ません。たとえ低所得者に対す

る軽減措置が実施されても、障害が重い人ほど負担が重くなり、負担できない障害者は

サービス利用を断念するといった問題が心配され、結果的に親・家族の負担をふやし、

障害者の自立への道を大きく阻むことになりかねません。

　障害者が社会の一員として普通に生活するためには、本人の努力だけではどうにもな

らず、福祉・医療サービスの利用がどうしても必要です。これを、「益」とすることは、

福祉の理念そのものを根底から否定するものと言わざるを得ません。

　私たちは、　「障害者自立支援法」が施行されることに関し、問題点の改善のために下

記の事項を陳情いたしますので、よろしく御審議のほどお願いいたします。

（陳情の項目）

1　国に対して「応益負担」の中止を求める意見書を上げてください。

2　自立支援法の実施主体である貴自治体に義務づけられている「障害者福祉計画」作

成と、障害認定審査会の設置にあたっては、障害者の実情がよりよく反映されるよう、

当事者ないし家族などが委員に加えられる構成にしてください。

平成18年2月6日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　陳情者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　羽村市小作台5－21－6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　西多摩社会保障推進協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長岩崎宏治㊥

福生市議会議長

　　石川和夫様



陳情第18－3号

サ・・・・…ビス利用や負担など介護保険の改善を求める陳情書



（陳情の趣旨）

　介護保険は、昨年10月から介護施設の居住費と食費、デイサービスなどの食費が介

護保険から外れ、全額自己負担になりました。その結果、施設の退出を余儀iなくされた

り、入所をためらうなどのケースが発生しています。さらに、今年4月からは、介護保

険料の引き上げ、家事援助サービスの縮小、新予防給付の導入が実施されます。医療費

の窓口負担の引き上げ、税金控除の見直しなど庶民大増税が予定されています。多くの

高齢者は、「これ以上の負担は耐えられない」と悲鳴を上げています。いま、負担軽減

のための一層の努力が自治体に求められています。特に、収入の少ない高齢者への対応

は急務です。

　私たちは、自治体の責任で高齢者が安心して介護が受けられるように介護保険制度を

改善することを強く求めます。

（陳情の事項）

1　低所得者の介護保険料は値上げしないこど

2　税制改正など新たに住民税が課税される人が、介護保険料の区分が上がり、負担が

ふえることのないようにすること

3　介護保険料・利用料の減免制度を改善すること

4　軽介護者（要支援1、要支援2）のヘルパー派遣など従来の介護サービス利用を十

分保障すること

5　地域包括支援センター運営協議会の設置にあたって、理念と役割りを定め、利用者

や一般住民の代表が公募で参加できるように条例化してください

6　ヘルパーなど介護労働者の労働条件を改善すること

7　特別養護老人ホームの増設や居宅サービスの基礎整備を自治体の責任で「第3期介

護支援事業計画」に盛り込むこと

平成18年2月6日

陳情者

　羽村市小作台5－21－6

　　西多摩社会保障推進協議会

　　　会長岩崎宏治㊥



福生市議会議長

　石川和夫様





陳情第18－4号

患者負担増の計画の中止を求める陳情書



1　陳情事項

　高齢者医療を中心とした患者負担等の見直しを中止することを求める意見書を政府及

び厚生労働省に提出していただきたいこと。

2　陳情理由

　政府は2月10日、医療制度改革関連法案を閣議決定し、国会に提出しました。その

内容は、本年10月から70歳以上の現役並み所得者（夫婦で年収620万円以上、約120

万人）の患者負担を現行の2割から3割に引き上げる。2008年4月からは70歳から74

歳の「現役並み」より所得の低い一般所得者の患者負担を1割から2割へ倍増する。ま

た、新たな高齢者医療制度を創設し、75歳以上を加入対象者として、月額約6200円の

保険料を年金から天引きする。がん患者や人工透析患者も含めて、負担限度額を引き上

げるなど、国民に負担を押し付けるもので、とりわけ、高齢者負担増に重点が置かれた

ものになっています。

　医療費自己負担は、国民が負担できる範囲を既に大きく超えているというのが多くの

国民の実感です。さらに、日本の医療費は対GDP（実質国内総生産）比でみても国際

的に低い水準にあり、わが国の経済力に比して決して過大な物ではありません。

　地域住民の命と健康を守る保険医として、度重なる患者負担の大幅な引き上げによっ

て患者の受診が抑制され、病気の発見が遅れ早期治療を行えないなど住民の命と健康の

維持に多大な悪影響をもたらすのではないかと危惧しております。そのため、患者負担

増を撤回し負担軽減を図ることが必要と考えます。

　したがって当面の措置として、高齢者医療の自己負担の見直しを中止することを求め

る意見書を政府及び厚生労働省に提出していただきたく、緊急に陳情いたします。

平成18年2．月6日

陳情者

　福生市福生1298

　　東京保険医協会　西多摩支部

　　　支部長　内　山　　大　㊥

福生市議会議長

　　石川和夫様



㊥

福総文発第157号

平成18年1月4日

福生市議会議i長

　石川和夫様

福生市長　野　澤　久　人　圃

市議会議事説明員の委任について

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第121条の規定により、次の者を平成

18年中における市議会議事説明員に委任したので通知します。

　　職　　　名

助　　　　　　　役

収・　　入　　　役

企画財政部長
総　　務　　部　　長

総　務　部　参　事

市　　民　　部　　長

生活環境部長
福　　祉　　部　　長

都市建設部長
企画財政部企画調整課長

企画財政部財政課長

企画財政部秘書広報課長

企画財政部主幹

　

雄

茂

晴

治

雄

弘

久

治

夫

代

世

男
郎
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企画財政部情報システム課長

総務部総務課長

総務部文書職員課長

市民部市民課長

市民部課税課長

市民部収納課長

市民部保険年金課長

生活環境部地域振興課長

生活環境部環境課長

生活環境部協働推進課長

福祉部社会福祉課長

福祉部介護福祉課長

福祉部保育課長

福祉部子育て支援課長

福祉部健康管理課長

都市建設部都市計画課長

都市建設部地域整備課長

都市建設部土木課長

都市建設部水道事務所長

会　計　課　長

市民会館長
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㊥

福教庶発第121号

平成18年1月4日

福生市議会議i長

　石川和夫様

福生市教育委員会委員長清水希益圃

市議会議事説明員の委任について

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第121条の規定により、次の者を平成

18年中における市議会議事説明員に委任したので通知します。
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⑤

福農委発第34号

平成18年1月4日

福生市議会議長

　石川和夫様

　　　　　　　　　　　福生市農業委員会会長　野　暗　　博　圃

　　　　　　　　市議会議事説明員の委任について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第121条の規定により、次の者を平成

18年中における市議会議事説明員に委任したので通知します。

　　職　　名　　　　氏　　名

生活環境部長　田辺恒久
生活環境部地域振興課長　森田秀司





⑤

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福選発第106号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成18年1月4日

　福生市議会議長

　石　川　和　夫　様

　　　　　　　　　　　　　　　　福生市選挙管理委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　委員長樋口拓行回

　　　　　　　　市議会議事説明員の委任について

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第121条の規定により、次の者を平成

18年中における市議会議事説明員に委任したので通知します。

　　職　　　名　　　　氏　　　名





⑤

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福監発第55号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成18年1月4日

　福生市議会議長

　石川和夫様

　　　　　　　　　　　　　福生市代表監査委員　沖　倉　　強　圃

　　　　　　　　市議会議i事説明員の委任について

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第121条の規定により、次の者を平成

18年中における市議会議事説明員に委任したので通知します。

　　職　　　名　　　　氏　　　名





㊥

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福固審発第8号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成18年1月4日

　福生市議i会議長

　石川和夫様

　　　　　　　　　　　　　福生市固定資産評価審査委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　委員長　森　田　展　州　圃

　　　　　　　　市議会議事説明員の委任について

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第121条の規定により、次の者を平成

18年中における市議会議事説明員に委任したので通知します。

　　職　　　名　　　　氏　　　名

総務部文書職員課長　坂本勝久





福議発第199号
平成18年2月21日

様

福生市議会議長

　　石川　和夫

議案説明員の出席要求について

平成18年第1回福生市議会定例会にご出席くださるよう、地方自治法第

121条の規定により要求いたします。

なお、議事日程及び議案写しを別紙のとおり送付いたします。

1　期　日

2　場所

平成18年2月28日（火）

福生市議会議場





㊥

福総文発第186号

平成18年2月15日

福生市議会議i長

　石川和夫様

福生市長野澤久人圃

専決処分の報告について

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第1項の規定により、議会に

おいて指定されている事項について、別紙のとおり専決処分したので、同条第

2項の規定に基づき報告します。





⑤

専決第1号

専決処分書

　専決処分事項の指定について（昭和57年3月10日議決）に基づき、損害賠

償額の決定について別紙のとおり専決処分する。

平成18年2月15日

福生市長　野　澤　久　人　圃





損害賠償額の決定について

福生市は、市有車の交通事故に関し、次のとおり損害を賠償する。

1　損害賠償の額　金162，806円

2　損害賠償の相手方

　　　　所有者　日野市日野台3－1－1

　　　　　　　　　日野自動車株式会社

　　　　使用者羽村市緑ヶ丘3－1－1

　　　　　　　　川　村　貢　一一

3　事故の概要

　平成17年12月27日午前9時45分頃、福生市大字福生1072番地福生消防

署駐車場内において、市有車を後進にて発車した際、右側に駐車していた相

手方車両の右側前部に接触して損害を与えた。

　なお、相手方車両には、搭乗者がなく人的損害はなかった。





⑤

福監発第6　0号
平成18年1月13日

福生市長　　野

福生市議会議長

　　　　　石

澤久人様

川　和夫様

福生市監査委員　沖　倉　　　強

　　同　　　今林　昌　茂

平成17年11月分例月出納検査の結果について

　このことについて、地方自治法第235条の2第3項の規定により、検査の

結果に関する報告を次のとおり提出します。

1　検査日　12．月21日（水）

2場所監査委員事務局
3対象平成17年11月中における収入役の権限に属する現金の出納状

　　　　　況並びに関連事項。

4　結果　11月中における現金の出納状況について関係帳簿及び証拠書類

　　　　　の検査を実施した結果、11月末日における収支の状況は別紙の

　　　　　とおりで計数上の誤りは認められなかった。





1歳入歳出の状況

平成17年11月分 平成17年度

（単位：円・％）

本月中歳入額 本月末歳入累計額 収入率
会　　計　　名 予算現額 本月中歳出額 本月末歳出累計額 執行率 本月末現在高

　　　千円
20，690，986

1178509，135 10，889，692，880 52．6

一 般会計 1，085，756，016 12，256，568，448 59．2

運1，240，000，000

△1，366，875，568

418．005180 2788，514，736 57．4

国　保　会計 4，858，711 415，909，575 2，973，954，598 61．2

運260，000，000

△185，439，862

286，897，842 1，951，631，444 59．2

老人保健医療会計 3，293，926 276，745，577 1，940，707，608 58．9 10，923，836

63，993，052 1．068587947 50．2

下水道事業会計 2，128，533 38，083，470 1，004，991，849 47．2 63，596，098

190．461715 1464，411，159 63．3

介護保険会計 2，312，140 203，363，124 1，422，548，849 61．5 41，862，310

14，738，000 220，588，104 55．6

受託水道事業会計 396，769 17，380，379 194，282，187 49．0 26，305，917

2152604，924 18，383，426，270 54．6

合　　　　計 33，681，065 2，037，238，141 19，793，053，539 58．8

運1，500，000，000

△1，409，627，269

2歳入歳出外現金の状況 （単位：円）

区　　　　　　分 前月末現在高 本月中収入額 本月中支出額 本月末現在高

歳入歳出外現金 63，187，866 266，156，358 261，072，931 68，271，293

都　　　　　　税 79，908，527 132，842，681 79，908，527 132，842，681

合　　　　　　計 143，096，393 398，999，039 340，981，458 201，113，974

3基金の状況 （単位：円）

区　　　　　　分 前月末現在高 本月中収入額 本月中支出額 本月末現在高

職員退職準備基金 143，631，267 0 0 143，631，267

庁舎建設基金 2，401，168，727 0 0 2，401，168，727

都市施設整備基金
運△220，000，000

　1，424，484，230

戻220，000，000

返22，078，517 0 1，446，562，747

育　英　基　金 15，350，000 0 0 15，350，000

市営住宅等管理基金 352，053，519 0 0 352，053，519

財政調整基金
運△1，654，000，000

　1，662，629，707

戻464，000，000

　　　　0
運310，000，000

　　　　0

運△1，500，000，000

　1，662，629，707

学校施設等整備基金 2，068，501，451 0 0 2，068，501，451

ふるさと人づくり

まちづくり基金 413，782，023 0 0 413，782，023

介護給付費準備基金 3，491 積1，544，417 0 1，547，908

中小企業振興資
金一時補填基金 2，000，000 0 0 2，000，000

国保高額療養費
資金貸付基金 5，760，000 返4，489，378 貸4，489，378 5，760，000

合　　　　　　計

運△1，874，000，000

　8，489，364，415

戻684，000，000

　28，112，312

運310，000，000

　4，489，378

運△1，500，000，000

　8，512，987，349

・ 運は運用金　　・返は返済金　　・貸は貸付金　　・戻は戻入金　　・積は積立金





㊥

福監発第6　3号
平成18年2．月7日

福生市長　野澤久人様
福生市議会議長

　　　　　石川　和夫様

福生市監査委員　沖　倉　　　強

　　同　　　今林昌　茂

平成17年12月分例月出納検査の結果について

　このことについて、地方自治法第235条の2第3項の規定により、検査の

結果に関する報告を次のとおり提出します。

1　検査日　1月27日（金）

2場所監査委員事務局
3　対　象　平成17年12月中における収入役の権限に属する現金の出納状

　　　　　況並びに関連事項。

4結果12月中における現金の出納状況について関係帳簿及び証拠書類

　　　　　の検査を実施した結果、12月末日における収支の状況は別紙の

　　　　　とおりで計数上の誤りは認められなかった。





平成17年12月分 平成17年度

1歳入歳出の状況 （単位：円・％）

本月中歳入額 本月末歳入累計額 収入率
会　　計　　名 予算現額 本月中歳出額 本月末歳出累計額 執行率 本月末現在高

2，825．310418 13．715003298 65．9

一 般　会計
　　　千円
20，825，558 1，773，280，592 14，029，849，040 67．4

運560，000，000

△314，845，742

382979804 3，171．494540 65．3

国保　会計 4，858π11 399，503，690 3，373，458，288 69．4

運240，000，000

△201，963，748

276，407，068 2，228，038，512 67．6

老人保健医療会計 3，293，926 266，684，996 2，207，392，604 67．0 20，645，908

143808697 1212396644 57．0

下水道事業会計 2，128，533 14，463，566 1，019，455，415 47．9 192，941，229

197626，700 1，662．037859 71．6

介護保険会計 2，321，065 196，454，620 1，619，003，469 69．8 43，034，390

45548000 266136104 67．1

受託水道事業会計 396，769 53，409，808 247，691，995 62．4 18，444，109

3，871．680687 22，255，106，957 65．8

合　　　　計 33，824，562 2，703，797，272 22，496，850，811 66．5

運800，000，000

△241，743，854

2歳入歳出外現金の状況 （単位：円）

区　　　　　　分 前月末現在高 本月中収入額 本月中支出額 本月末現在高

歳入歳出外現金 68，271，293 394，126，193 392，153，306 70，244，180

都　　　　　　税 132，842，681 70，569，994 132，842，681 70，569，994

合　　　　　　計 201，113，974 464，696，187 524，995，987 140，814，174

3基金の状況 （単位：円）

区　　　　　　分 前月末現在高 本月中収入額 本月中支出額 本月末現在高

職員退職準備基金 143，631，267 0 0 143，631，267

庁舎建設基金 2，401，168，727 0 0 2，401，168，727

都市施設整備基金 1，446，562，747 0 0 1，446，562，747

育　英　基　金 15，350，000 0 0 15，350，000

市営住宅等管理基金 352，053，519 0 0 352，053，519

財政調整基金
運△1，500，000，000

　1，662，629，707

戻930，000，000

　　　　0
運230，000，000

　　　　0
運△800，000，000

　1，662，629，707

学校施設等整備基金 2，068，501，451 0 0 2，068，501，451

ふるさと人づくり

まちづくり基金 413，782，023 0 0 413，782，023

介護給付費準備基金 1，547，908 0 0 1，547，908

中小企業振興資
金一時補填基金 2，000，000 0 0 2，000，000

国保高額療養費
資金貸付基金 5，760，000 返3，567，787 貸3，807，787 5，520，000

合　　　　　　計

運△1，500，000，000

　8，512，987，349

戻930，000，000

　3，567，787

運230，000，000

　3，807，787

運△800，000，000

　8，512，747，349

・運は運用金　　・返は返済金　　・貸は貸付金　　・戻は戻入金





⑤

福監発第　66　号

平成18年2月23日

様

様

人

夫

久

和

澤

川

野

石

様益希水清

長

長

会

長

　

議

員
員

市
会
委
委

生福

福

福

福生市監査委員　沖　倉　　　強

　　　同　　　　今　林　昌　茂

平成17年度第2回定期監査の結果にっいて

　地方自治法第199条第1項、第2項及び第4項の規定に基づき実施した監査について、

同条第9項の規定により、その結果に関する報告を決定したので、別紙のとおり提出し

ます。

　なお、この監査の結果に基づき、又はこの監査の結果を参考として措置を講じたとき

は、同条12項の規定により通知願います。





平成17年度

第2回

企画財政部秘書広報課

都市建設部水道事務所

教育委員会学校給食課

　　給食センター・





平成17年度第2回定期監査報告書

第1　監査の種類
　　　　地方自治法第199条第1項、第2項及び第4項の規定による監査

第2　監査の対象
　　　　企画財政部秘書広報課・都市建設部水道事務所・教育委員会学校給食課・給食センター

第3　監査の範囲
　　　　平成17年4．月1日から平成17年9月30日までに執行された財務に関する事務
　　　及びその他の事務

第4　実施期間

　　　　平成17年10月18日から平成17年11月9日まで

第5　実施方法
　　　　監査の実施については、監査の対象とした所管課の財務に関すること及びその他これに

　　　関する事務事業が、関係法令等に基づき適正かっ効率的に執行されているかどうか、関係

　　　諸帳簿及び関係書類等の審査・照合、並びに関係職員からの聴取など通常実施すべき監査

　　　手続きにより実施し、次の点に主眼を置き監査を実施した。

1

2

3
4
5

職員の事務の遂行が適正に行われているか。出張命令簿、超過勤務等命令簿、出勤表（タイ

ムカード）、自動車運転日誌等の整理保存等は適正に行われているか。

予算の執行（予算経理、歳入調定、契約事務、支出の費目区分等）が効率的に行われている
か。

資金前渡（前渡金受領、支払、精算の時期等）事務の執行が適正に行われているか。

委託事業の遂行（委託内容、契約手続、委託料の支出等）は適正に行われているか。

事業の目的を達成し、効果を上げているか。

第6　監査の結果
　　　事務の執行について監査したところ、おおむね適正かっ効率的に執行されているものと認

　　められた。なお、一部において改善、検討を要する事項が見受けられたので、要望も合わせ

　　以下に記述する。

1　予算の執行状況について

　　平成17年4月から平成17年9月までの秘書広報課・水道事務所・学校給食課・給食セン
　ターにおける歳入歳出予算の執行状況は、別表1のとおりである。
　　歳入歳出予算の執行について、歳入調定票、収入通知書、支出命令書、支出負担行為決定書、

　物品等購入伺票、請書、予算流用要求書等を確認した結果、適正に処理されているものと認め
　　られた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【各課共通】
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2　職員の勤務の管理状況について
　　職員の勤務の管理状況にっいて、出勤整理簿及び出勤表（タイムカード）の取扱は適正に処

　理されているか、超過勤務手当、旅費及び特殊勤務手当の支給事務は適正に行われているか等、

　超過勤務命令簿及び出張命令簿等と照合するなどにより確認した結果、次の事項を除き、おお

　むね適正に処理されているものと認められる。

◆　休暇願について各職員の月々の合計及び前月末の残数等が記載されていなかった。

【秘書広報課】

◆　出勤表（タイムカード）4・5月分について全職員分の休暇の集計がされていなかった。

【学校給食課・給食センター】

3　被服等貸与品の管理状況について
　　被服等貸与品の管理状況について確認をした結果、貸与品は台帳に適正に記載され、貸与品

　の管理についてもおおむね適正に処理されている。なお、貸与品の廃棄については個人に任さ

　れているので取扱いについて十分注意をするよう指導されたい。

【各課共通】

4　高速道路使用券（ハイウェーカード等）について
　　帳簿類等により使用目的・使用額・残額・残数が記載されるなど適正に処理されているか確

　認した結果、次の事項を除き、おおむね適正に処理されているものと認められる。

◆　回数券の残数が多く見受けられ、これは購入した枚数が月々の使用枚数に比較して多すぎる

　ためと思われる。また、購入時期については年度末に一括購入されていた。なお、ハイウェー

カード・回数券共に順次廃止されることになっており、これに伴う手続きに注意をされたい。

【秘書広報課】

5　郵券等の管理について
　　帳簿類等による管理及び保管方法にっいて適正に処理されているか確認した結果、次の事項

　を除き、おおむね適正に処理されているものと認められる。

◆　使用枚数に比較して購入枚数が多すぎるように見受けられた。また、購入時期についても再

考されたい。

◆　郵券について保管・管理方法がレターケース内であり適正とは思えないので、金庫等へ保管

するよう留意されたい。

【水道事務所】

6　公金等の取扱い状況について
　　公金等について金品・販売代金等の受領から入金までの取扱いについて確認した結果、次の

　　事項を除き、おおむね適正に処理されているものと認められる。

2



◆　テレホンカードにっいて保管・管理方法がロッカー内であり適正とは思えないので、金庫等

へ保管するよう留意されたい。また、近年携帯電話の普及や公衆電話の減少によりテレホンカ

ー ドの利用が低下しているため、このまま在庫として抱えるよりも、これを金額に換算すると

多額になることから、今後有効活用を検討されたい。

【秘書広報課】

7　車輌の管理状況について
　　自動車運転日誌等について確認した結果、次の事項を除き、おおむね適正に管理されていた。

◆　運転日誌の様式について、すべて指定様式以外のものが使用されていたので、指定様式に

　するか、現在使用の日誌の内容を一部変更し帳票登録する等の措置をされたい。

　　　　　　　【水道事務所】

【学校給食課・給食センター】

◆’ 運転日誌の決済について、日々の決済がすべて漏れている車輌及び月末にまとめて1回の

決済がされている車輌など、管理方法に統一性が見られないので、全車輌統一の管理をされた

　い。また、始業点検については、交通安全確認の日に一斉点検が実施されていたが、日々の点

検については行われているようには見受けられなかった（市長車を除く）。運転者及び管理者

　等は、事故防止・安全運転の徹底を図る上でも、日々の点検等に留意し、車の安全な運行と管

理に努められたい。

【秘書広報課】

【水道事務所】

8　備品の管理について
　　備品台帳は具備され、記載内容と現物は一致しているか、また記載されてないものはないか

　等、備品の管理状況ついて確認したその結果、次の事項を除き、おおむね適正に管理されてい

　た。

◆　今年度備品として購入した品物の中に、消耗品と思われる品物（箸・トレイ等）が見受けら

れたので、備品としての取扱いについて関係課と協議をして対応されたい。

【学校給食課・給食センター】

9　委託事業について
　　委託事業契約の起案書、見積書、請書、契約書、契約締結伺、完了検査証等の関係書類につ

　いて審査・照合した結果、次の事項を除き、おおむね適正に処理されているものと認められる。

◆　声の広報作成委託事業の成果品であるテープを確認すべく調査したが、テープが無く担当職

　員から事惰聴取したところ、テープは委託業者から当事者に直接配布されているため、担当課

　には保管されていないとの事、このことは、成果品の内容確認がされないまま送られており、

　更には委託事業の完了確認がされていないことになる。今後、担当課の役割として内容確認を

実施されたい。

【秘書広報課】
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10給食用食材の調達について
　　給食用食材の調達にっいて食材の調達方法・納入業者の選定方法等について確認を行った。

◆　肉・野菜・乾物等については見本を参考に、毎月入札を行い、最低価格業者を購入業者と決

　定するなど適正に行われていると見受けられる。また、調理については調理器材・調理員等の

　衛生管理の徹底及びさらなる向上を図られたい。また、今後も児童の嗜好・栄養管理等の調査

研究・改善等に努力をされたい。

【学校給食課・給食センター】
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1別表

況状行執の算予

秘書広報課所管分一般会計

平成17年9．月30日現在（単位：円．％）入

　
歳

’

フ㌧比’

款項 目 予算現額 調定額 収入済額
対予算 対調定

説　明

14国 271，100，000 0 0 0．0 0．0

2国 270，000，000 0 0 0．0 0．0

7特定防衛施設周辺
　整備調整交付金 270，000，000 0 0 0．0 0．0 特定防衛施設周辺

整偏調整交付金

3　　託 1，100，000 、0 0 0．0 0．0

1総務費委託金 1，100，000 0 ．　　　　　　0 0．0 0．0

17　R　　・ 300000 300，000 300，000 100．0 100．0

1　μ　　・ 300，000 300，000 300，000 100．0 100．0

2総費寄附金 300，000 300，000 300，000 100．0 100．0 広穀活動費寄附金

20冨　　　入 102，000 107，100 107，100 105．0 100．0

5　　　入 102，000 107，100 107，100 105．0 100．0

1雑　入 102，000 107，100 107，100 105．0 100．0 市内マップ広告料外

口　　　　　　　　　口 271，502，000 407，100 407，100 0．1 100．0

出歳

款項　　　　目 予　現額 出済額 予残額 行・ 説　明

2総 45，542，000 15，432，543 30，109，457 33．8

1総　昌理 45542，000 15，432，543 30，109，457 33．8

1一般管理費 7．811000 3，421，789 4，389，211 43．8 秘書広報課分

4広　報 37，616，000 11，895，754 25，720，246 31．6 秘書広報課分

8企画調整費 115，000 115，000 0 100．0 秘書広報課分

5 100，000 100，000 0 100．0

2　　　　一 100，000 100，000 0 100．0 秘書広報課分

1労働諸 100，000 100，000 0 100．0 秘書広報課分

口　　　　　　　　　口 45，642，000 15，532，543 30，109，457 34．0

一般会計　学校給食課・給食センター所管分

歳　出 平成17年9．月30日現在（単位：円．％）
款項　　　　目 予　現額 出済額 予残額 行 説　明
10　　　目 127，496，000 49，601，388 77，894，612 38．9

3　　子 35，316，000 8，498，437 26，817，563 24．0 学校給食課分

5昼食対策費 35，316，000 8，498，437 26，817，563 24．0 学校給食課分

4　　　，口 92，180，000 41，102，951 51，077，049 44．5 学校給食課分

1学校給食費 92，180，000 41，102，951 51，077，049 44．5 学校給食課分

口　　　　言 127，496，000 49，601，388 77，894，612 38．9
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況状行執の算予

一般会計　水道事務所所管分

歳入 平成17年9月30日現在（単位：円．％）
‘

調定額
入比

説　明款項　　　　目 予算現額 収入済額
対予算 対調定

20莞　　　入 4，985，000 0
゜

　　　　　　0 0．0 0．0

5　　　入 ＜』985，000 0 0 0．0 0．0

1　雑　　入 4，985，000 0 0 0．0 0．0
受託水道事業管理
経費負担金

口　　　　　言 4，985，000 0 0 0．0 0．0

受託水道事業会計　水道事務所所管分

歳　入 平成17年9月30日現在（単位：円．％）
入比

説　明款項　　　　目 予算現額 調定額 収入済額
対予算 対調定

1又託　　　　　入 396，769，000 182，378，107 182，378，107 45．9 100．0

1　又託　　　入 396，769，000 182，378，107 182，378，107 45．9 100．0

1管理収入 329．530000 155，203，357 155，203，357 47．0 100．0 管理収入

2建設工事収入 67，239，000 27，174，750 27，174，750 40．4 100．0 建設工事収入

ロ　　　　言 396，769，000 182，378，107 182，378，107 45．9 100．0

歳　出

款項 目 予算現額 出済額 予算残額 行 説　明

1又託7廻 396，769，000 152，038，104 244，730，896 38．3

17　目理 329，530，000 131，620，324 197，909，676 39．9

1浄　水　費 2，265，000 0 2，265，000 0．0

2配水費 132，298，000 49，554，999 82，743，001 37．4

3給　水費 73，337，000 26，190，880 47，146，120 35．7

4業　　　費 121，630，000 55，874，445 65755，555 45．9

2　設 67，239，000 20，417，780 46，821，220 30．3

1水廻建設費 67，239，000 20，417，780 46，821，220 30．3

口　　　　言 396，769，000 152，038，104 244，730，896 38．3
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福生市監査委員　沖　倉　　　強

　　　同　　　　今　林　昌　茂

平成17年度第3回定期監査の結果について

　地方自治法第199条第1項、第2項及び第4項の規定に基づき実施した監査について、

同条第9項の規定により、その結果に関する報告を決定したので、別紙のとおり提出し

ます。

　なお、この監査の結果に基づき、又はこの監査の結果を参考として措置を講じたとき

は、同条12項の規定により通知願います。





平成17年度

第3回

総務部文書職員課

福祉部健康管理課





平成17年度第3回定期監査報告書

第1　監査の種類
　　　　地方自治法第199条第1項、第2項及び第4項の規定による監査

第2　監査の対象
　　　　総務部文書職員課・福祉部健康管理課

第3　監査の範囲
　　　　平成17年4月1日から平成17年11月30日までに執行された財務に関する事務
　　　及びその他の事務

第4　実施期間
　　　　平成17年12．月19日から平成18年1月20日まで

第5　実施方法
　　　　監査の実施については、監査の対象とした所管課の財務に関すること及びその他これに

　　　関する事務事業が、関係法令等に基づき適正かっ効率的に執行されているかどうか、関係

　　　諸帳簿及び関係書類等の審査・照合、並びに関係職員からの聴取など通常実施すべき監査

　　　手続きにより実施し、次の点に主眼を置き監査を実施した。

1　職員の事務の遂行が適正に行われているか。出張命令簿、超過勤務等命令簿、出勤表（タイ

　　ムカード）、自動車運転日誌等の整理保存等は適正に行われているか。

2　予算の執行（予算経理、歳入調定、契約事務、支出の費目区分等）が効率的に行われている

　　か。

3　資金前渡（前渡金受領、支払、精算の時期等）事務の執行が適正に行われているか。

4　委託事業の遂行（委託内容、契約手続、委託料の支出等）は適正に行われているか。

5　事業の目的を達成し、効果を上げているか。

第6　監査の結果
　　　事務の執行について監査したところ、おおむね適正かっ効率的に執行されているものと認

　　められた。なお、一部において改善、検討を要する事項が見受けられたので、要望も合わせ

　　以下に記述する。

1　予算の執行状況にっいて

　　平成17年4月から平成17年11月までの文書職員課・健康管理課における歳入歳出予算
　の執行状況は、別表1のとおりである。
　　歳入歳出予算の執行にっいて、歳入調定票、収入通知書、支出命令書、支出負担行為決定書、

　物品等購入伺票、請書等を確認した結果、適正に処理されているものと認められた。

【各課共通】
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2　職員の勤務の管理状況について
　　職員の勤務の管理状況について、出勤整理簿及び出勤表（タイムカード）の取扱は適正に処

　理されているか、超過勤務手当、旅費及び特殊勤務手当の支給事務は適正に行われているか等、

　超過勤務命令簿及び出張命令簿等と照合するなどにより確認した結果、次の事項を除き、おお

　むね適正に処理されているものと認められる。

◆　超過勤務が特定の人に集中しているのが見受けられた。特別な事情を除き、今後係内で業務

　の割振り等の調整をされたい。

◆　各課分の出勤表（タイムカード）及び休暇願にっいて、定期監査資料として要求時に、定期

　監査期間の最終月分（11月分）の出勤表（タイムカード）及び休暇願が未整理のままであっ

　た。定期監査は例年同月・同時期に実施しているので、資料要求に対応できるよう整理された

　い。

【文書職員課】

◆　超過勤務命令簿の勤務時間算定の誤り及び休日の超過勤務による振替分以外についての加

　算分が計上されてない超過勤務日が見受けられた。適正な処理を行うよう十分留意されたい。

◆　各出先職場においては、出勤表（タイムカード）により職員の出退勤の管理がされているが、

保健センター（健康管理課）においては出勤簿が使用されていた、関係各課と協議のうえ他職

揚との均衡を図れるよう善処されたい。

【健康管理課】

3　被服等貸与品の管理状況について
　　被服等貸与品の管理状況について確認をした結果、貸与品は台帳に適正に記載され、貸与品

　の管理についてもおおむね適正に処理されている。なお、貸与品の廃棄については個人に任さ

　れているので取扱いについて十分注意をするよう指導されたい。

【各課共通】

4　郵券等の管理について
　　帳簿類等による管理及び保管方法にっいて適正に処理されているか確認した結果、使用枚

　数・用途等が管理簿により把握されており、また、その保管方法にっいても日中・夜間共に金

　庫に保管されており適正に管理されているものと認められた。

【健康管理課】

5　公金等の取扱い状況について
　　公金等の取扱いについて受領から入金までの取扱い及び保管方法について確認した結果

　取扱い及び保管方法共に適正に処理されているものと認められた。

【健康管理課】
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6　車輌の管理状況について
　　自動車運転日誌等について確認した結果、次の事項を除き、おおむね適正に管理されていた。

◆　管理車輌3台分の運転日誌の4．月から11．月までの管理者等の日々の決済がされていなか

　った。また、始業点検にっいては、始業点検表が具備されておらず、実施されているようにも

　見受けられなかった。運転者及び管理者等は、事故防止・安全運転の徹底を図る上でも、日々

　の点検等に留意し、車の安全な運行と管理に努められたい。

【健康管理課】

7　備品の管理について
　　備品台帳は具備され、記載内容と現物は一致しているか、また記載されてないものはないか

　等、備品の管理状況ついて確認したその結果、次の事項を除き、おおむね適正に管理されてい

　た。

◆　備品台帳上には記載があるが実際上には無いものが見受けられた。再度確認のうえ抹消等の

　手続きをされたい。

【文書職員課】

8　負担金の状況について
　　負担金の支出等にっいては適正に執行されていた。

【各課共通】

9　委託事業について
　　委託事業契約の起案書、見積書、請書、契約書、契約締結伺、完了検査証等の関係書類につ

　いて審査・照合した結果、次の事項を除き、おおむね適正に処理されているものと認められた。

◆　職員胃検診委託について、業務期間完了後2ヶ月が経過しているが、支出がなされていなか

　った。事情はあると思われるが完了後の支払いは遅滞のないようにされたい。

【文書職員課】

10公印の管理について
　　福生市公印規則により適正に管理されているか確認した結果、次の事項を除き、適正に管理

　　されているとものと認められた。

◆　福生市公印規則・別表1・表の番号30・各課長印の保管方法にっいて、福生市公印規則第

　10条に、公印は堅固な容器に納め執務時間外、休日及び週休日には、容器に封印又は錠を施

　しておかなければならない規則になっているが、今年度定期監査を実施した関係各課において、

　公印規則どおりに保管されていないように見受けられた。このことから、公印規則に順守した

　保管方法について関係各課に再度周知されたい。

【文書職員課】
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11書庫の管理状況等について
　　書庫の利用及び管理状況にっいて調査をしたところ、書庫の利用については鍵の貸出簿によ

　り利用者が把握されており、また、管理にっいては昼夜共に書庫は施錠され部外者が自由に入

　退室ができない状態に保たれており、おおむね適正に管理されていた。

【文書職員課】

12ワクチンの保管状況等について
　　各種ワクチンの保管状況等にっいて調査したところ、ワクチン（BCG・小児麻痺）の保管
　状況については鍵のかかる冷凍保管庫に保管されていた。また、保管庫のある準備室も常に施

　錠され部外者の出入りは制限されている。その鍵の管理にっいては常に金庫に保管され、品質

　及び在庫数等についても記録されており適正に管理されていた。

【健康管理課】

13　PCサーバの管理状況等について
　　PCサーバの管理状況等について調査したところ、次の事項を除き適正に管理されていると

　見受けられた。

◆　保管方法については施錠のある専用のサーバ保管箱に収納されており、おおむね適正に保管

　されていると見受けられたが、設置場所については他業務との共用の部屋にあり、常時職員の

　目が行き届く場所ではないことから、部屋には施錠等を行い管理には十分留意されたい。

【健康管理課】
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別表1

一般会計
　　予算の執行状況
文書職員課所管分

歳入 平成17年11月30日現在（単位：円．％）

款項　　　　目 予算現額 調定額 収入済額 入比挙
対予算 対調定

説　明

18　入 27，230，000 0 0 0．0 0．0

2　　　入 27，230，000 0 0 0．0 0．0

5退職手当特別負担
金準備基金繰入金 27，230，000 0 0 0．0

　
　
0
．
0
’

20一　　　入 4，382，000 3，325，879 3，160，378 72．1 95．0

5　　　　入 4，382，000 3，325，879 3，160，378 72．1 95．0

1雑　　入 4，382，000 3，325，879 3，160，378 72．1 95．0
生命保険等
事務手数料

口　　　　　言 31，612，000 3，325，879 3，160，378 9．9 95．0

歳出 平成17年11月3Q日現在（単位：円．％）
款項　　　　目 予算現額 支出済額 予算残額 行率 説　明
1　≡

　　耳 74，559，000 46，179，998 28，379，002 61．9

1　－＝竃 74，559，000 46，179，998 28，379，002 61．9

1議会費 74，559，000 46，179，998 28，379，002 61．9

2総 1，478，863，000 898，649，973 580，213，027 60．7

1総マ目理 997，484，000 600，896，657 396，587，343 60．2

．1一般管理費 891，988，000 553，207，948 338，780，052 62．0

2人事管理費 83，750，000 41，636，195 42，113，805 49．7

3文書管理費 21，746，000 6，052，514 15，693，486 27．8

2イ 261，307，000 160，656，540 100，650，460 61．4

1税　総務費 261，307，000L 160，656，540 100，650，460 61．4

3戸籍住民基本台帳費 131，388，000 81，823，156 49，564，844 62．2

1戸籍住民基本台帳費 131，388，000 81，823，156 49，564，844 62．2

4選　挙 31，504，000 19，679，223 11，824，777 62．4

1選挙管理委員会費 31，504，000 19，679，223 11，824，777 62．4

5，言調 23，152，000 14，881，488 8，270，512 64．2

1統計調査総務費 23，152，000 14，881，488 8，270，512 64．2

6　皿 34，028，000 20，712，909 13，315，091 60．8

1監査委員費 34，028，000 20，712，909 13，315，091 60．8

3　民 751，689，000 456，380，088 295，308，912 60．7

1　コ＝冒 364，086，000 218，367，298 145，718，702 59．9

1社会福祉総務費 161，476，000 94，864，431 66，611，569 ． 58．7

2心身障害者福祉費 66，502，000 41，915，526 24，586，474 63．0

3老人福祉費 28，914，000 17，481，359 11，432，641 60．4

5国民年金事務費 29，655，000 17，872，676 11，782，324 60．2

7フ護保険費 77，539，000 46，233，306 31，305，694 59．6

2児里冒 304，990，000 187，417，192 117，572，808 61．4

1児童福祉総務費 111，546，000 68，945，230 42，600，770 61．8

4市立保目園費 167，606，000 102，590，595 65，015，405 61．2

5児童館費 25，838，000 15，881，367 9，956，633 61．4

3　活　書 82，613，000 50，595，598 32，017，402 61．2

1生活保護総務費 82，613，000 50，595，598 32，017，402 61．2

4　菊 217，820，000 119，102，112 98，717，888 54．6

1　　　〒 135，365，000 71，546，990 63，818，010 52．8

1保健衛生総務費 95，441，000 48，688，999 46，752，001 51．0

6環境保全費 39，924，000 22，857，991 17，066，009 57．2

2 82，455，000 47，555，122 34，899，878 57．6

1清掃総務費 82，455，000 47，555，122 34，899，878 57．6

6　　　　7 37，167，000 22，804，145 14，362，855 61．3

1 37，167，000 22，804，145 14，362，855 61．3

2農業総務費 37，167，000 22，804，145 14，362，855 61．3
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款項　　　　目 予算現額 支出済額 予算残額 行準 説　明

7　　　工 30，279，000 17，713，789 12，565，211 58．5

1　　工 30，279，000 17，713，789 12，565，211 58．5

1商工総務費 30，279，000 17，713，789 12，565，211 58．5

8 354，658，000 210，410，471 144，247，529 59．3

1土木目理 44，911，000 23，618，676 21，292，324 52．5

1土木総務費 44，911，000 23，618，676 21，292，324 52．5

2廻　　　りよつ 99，220，000 58，739，034 40，480，966 59．2

1道路橋りょう総務費 80，762，000 47，471，334 33，290，666 58．7

6緊急道路整備費 18，458，000 11，267，700 7，190，300 61．0

3 言画 178，386，000 110，087，580 68，298，420 61．7

1都市計画総務費 144，027，000 89，529，075 54，497，925 62．1

4公園管理費 34，359，000 20，558，505 13，800，495 59．8

4 毛 32，141，000 17，965，181 14，175，819 55．8

1住宅管理費 32，141，000 17，965，181 14，175，819 55．8

10　　　　目 1，068，957，000 630，911，602 438，045，398 59．0

1　目総 211，322，000 121，690，632 89，631，368 57．5

1教目委員会費 211，322，000 121，690，632 89，631，368 57．5

2小子 124，684，000 72，163，853 52，520，147 57．8

1学校管理費 124，684，000 72，163，853 52，520，147 57．8

3　子 40，484，000 25，720，122 14，763，878 ・ 　63．5

1学校管理費 40，484，000 25，720，122 14，763，878 63．5

4子　添ロ 234，616，000 143，804，172 90，811，828 61．2

1学校給食費 234，616，000 143，804，172 90，811，828 61．2

5 コ訂　　目 363，233，000 213，614，629 149，618，371 58．8

1社会教育総務費 68，826，000 42，495，764 26，330，236 61．7

4市民会館費 48，916，000 30，171，755 18，744，245 61．6

5公民館費 86，433，000 50，958，242 35，474，758 58．9

6図書館費 159，058，000 89，988，868 69，069，132 56．5

6 目 94，618，000 53，918，194 40，699，806 56．9

1保健体育総務費 31，842，000 19，347，396 12，494，604 60．7

4体育館費 62，776，000 34，570，798 28，205，202 55．0

口　　　　　言 4，013，992，000 2，402，152，178 1，611，839，822 59．8

特別会計
下水道事業会計 文書職員課所管分

歳出 平成17年11．月30日現在（単位：円．％）

款項　　　　目 予算現額 支出済額 予算残額 行率 説　明

1　総　務 69，082，000 43，025，490 26，056，510 62．2

1総　目理 69，082，000 43，025，490 26，056，510 62．2

1一般管理費 69，082，000 43，025，490 26，056，510 62．2

口　　　　言 69，082，000 43，025，490 26，056，510 62．2

　特別会計
受託水道会計 文書職員課所管分

歳出 平成17年11月30日現在（単位：円．％）

款項　　　目 予算現額 支出済額 予算残額 行率 説　明

1　又託7廻 161，989，000 98，700，474 63，288，526 60．9

17退目理 155，597，000 94，931，763 60，665，237 61．0

2配水費 一 31，803，000 18，635，211 13，167，789 58．5

3給水費 16，038，000 9，847，818 6，190，182 61．4

4業務費 107，756，000 66，448，734 41，307，266 61．6

2　設 6，392，000 3，768，711 2，623，289 58．9

1水廻建設費 6，392，000 3，768，711 2，623，289 58．9

口　　　　言 161，989，000 98，700，474 63，288，526 60．9
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一般会計 健康管理課所管分
歳入 平成17年11月30日現在（単位：円．％）

款項 目 予算現額 調定額 収入済額
入比♪

対予一 対調定
説　明

13 用”及び手’” 1，540，000 1，430，150 1，430，150 92．8 100．0
2　手　　　覧’ 1，540，000 1，430，150 1，430，150 92．8 100．0

2衛生手数料 1，540，000 1，430，150 1，430，150 92．8 100．0
登録・交付
手数料

14 28，900，000 0 0 0．0 0．0

1国　　＿ 28，900，000 0 0 0．0 0．0

2衛生費国庫負担金 28，900，000 0 0 0．0 0．0 保健事業費

15 58，586，000 2，400，437 2，077，000 3．5 86．5

1　　　　　　＿ 29，666，000 86，437 0 0．0 0．0

2衛生費都負担金 29，666，000 86，437 0 0．0 0．0 保健事業費
2 28，721，000 2，314，000 2，077，000 7．2 89．7

3衛生費都補助金 28，721，000 2，314，000 2，077，000 7．2 89．7
休日歯科診
療事業

3　　　託 199，000 0 0 0．0 0．0

3衛生費委託金 199，000 0 0 0．0 0．0

20　・　　　入 0 16，640 16，640 0．0 100．0

5　ホ　　入 0 16，640 16，640 0．0 100．0

1　雑　　入 0 16，640 16，640 0．0 100．0
その他の雑収
入・講師謝礼

口　　　　　言 89，026，000 3，847，227 3，523，790 3．9 91．5

歳出 平成17年11月30日現在（単位：円．％）

款項　　　目 予　現額 出済額 予算残額 行率 説　明
4　　テ　　　ー 850，823，000 532，242，553 318，580，447 62．5

1　　　テ 850，823，000 532，242，553 318，580，447 62．5

1保健衛生総務費 521，203，000 335，346，760 185，856，240 64．3

2成人保健費 229，726，000 153，677，657 76，048，343 66．8

3母子保健費 32，336，000 15，056，182 17，279，818 46．5

4予費 56，115，000 23，058，322 33，056，678 41．0

8保健センター
管理費 11，443，000 5，103，632 6，339，368 44．6

口　　　　言 850，823，000 532，242，553 318，580，447 62．5
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本会議資料
平成18年2月28日

O福生市非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例
別表第1（第1条関係）

区　　　分 報　酬　額 摘　　　要 備　考

教育委員会 委員長 月額　　　90．000円

委員 月額　　　75，000円

選挙管理委員会 委員長 月額　　　58，000円

委員 月額　　　45，000円

監査委員 識見 月額　　　85，000円

議員 月額　　　46．000円

農業委員会 会長 月額　　　48，000円

委員 月額　　　36，000円

委員長 日額　　　10，500円固定資産評価審査
委員会 委員 日額　　　8，500円
行政改革推進委員会委員 日額　　　8，500円
表彰審査委員会委員 日額　　　8．500円 議員は2分の1
防災会議委員 日額　　　8，500円 並び替え

轡民i保護協議媒委貫 日額　　　8，500團
’

　　　　　　　　v
蘇灘儀設置i

情報公開審査会委員 日額　　　8，500円
個人情報保護審議会委員 日額　　　8，500円
特別職報酬等審議会委員 日額　　　8，500円 並び替え

国民健康保険運営協議会委員 日額　　　8，500円 並び替え

交通安全対策協議会委員 日額　　　8，500円
行政協力員 月額　　　30，000円

中小企業振興資金融資審査会
委員

日額　　　8，500円

環境審議会委員 日額　　　8．500円 並び替え
…

地羅獲麟，隙i一詳細灘覇鎌．i策還萎負i袋萎員、’

．日額1ヤ　°8纐σ園
達　゜

　　　　　　A　　　　，　　ザ溜二’郵
廃韮i舅

廃棄物減量等推進審議会委員 日額　　　8，500円
民生委員推せん会委員 日額　　　8．500円 議員は2分の1

地域福祉推進委員会委員 日額　　　8，500円
社会福祉協力委員 月額　　　9，500円

医師鱗 日額’　蹴000田
ノ

瓢懸磁設灘膜煮麹蕪区饗認羅審査i会委員灘

医師鐵灘．

の委員
日額　　網簿0鰯

、　　　　　　　》
’
”　　　v　　　　　　’

医師 日額　　　24．000円介護認定審査会
委員 医師以外

の委員

日額　　　18，000円

地域鶯犠謝灘載タ畿難灘i協議雲i委員i 毒日額　　　815黛鯉　　　　　　　　ザ
’

新i閣識蔭・　　　　　’　　　ザ　　　　’　　ノ

会長 日額　　　10，500円 並び替え予防接種健康被害
調査委員会 委員 日額　　　9，500円
都市計画審議会委員 日額　　　8，500円 議員は2分の1

土地区画整理審議会会長 日額　　　10，500円

委員 日額　　　8，500円

土地区画整理評価員 日額　　　8，500円
育英資金運営審議会委員 日額　　　8．500円
教育相談員 相談員 月額　　　202，000円

心理相談員 日額　　　15，000円

社会教育委員 月額　　　9，000円

体育指導委員 月額　　　9，000円

文化財保護審議会委員 月額　　　9，000円

青少年問題協議会委員 日額　　　8，500円
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区　　　分 報　酬　額 摘　　　要 備　考

公民館運営審議会委員 日額　　　　8，500円

図書館協議会委員 日額　　　　8，500円

学校給食センター運営審議会委員 日額　　　　8，500円

選挙長 14，000円 1回につき

投票管理者 日額　　　18．000円

開票管理者 14，000円 1回につき

投票立会人 15，000円 1回につき。ただし、立会時間が投

票時間の2分の1以内の場合は、
7，500円とする。

開票立会人 12，000円 1回につき

選挙立会人 12，000円 1回につき

選挙管理委員会補充員 日額　　　　9，500円
泪額’‘63羅oo闊　　　　　　　，　’ 　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　v　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

’　　　藩灘、” 難灘鰹讃慧
簸500田難

福継蕪暖所嘱託医 泪額　　・．隷20，400周

　　　　騰

　　　　　　　　烈監州i・闇｛

　　　　　’
　　、

改建灘i蕪繕懸
獅2薦0㈱羅

燕墾保i鳶禦嘱i議霧ii”・　”　，　，　　　　　　　　　“κ　　　’，　，　　　　’，’　　　　　　　　，二　　”　　　，　’イ　　’ 鶉懇　　禦oo周学、li　・灘　　綴
綱1濁馨　一♂　　　　　　　　　　　　　　　　”　　’　，　　　　　　’　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、㌔　　ノ　”　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　録　　　’

撒鍵覆懸並毬賛鍵驚

㈱00鯛1　、．

瀟並保嚢園嘱託歯澱医’
　　鷺巽　’

・

銅額　　・・’灘1§樋園’　　　　　　　　　　　　　　　　　”5

コ園権慧饗　　’雛　，＿

　，’　　　一　　　繋
改定泣携鍍毬替i養

（繕，600繭灘

羅防接種医　　　’ 日覆・　8鋼oo開
　　　　’　　　　　　　　　　，

　　　　　　　　　　’
、　’　　　　　　　　　　　　　　　　，　　二　　　　　　　’

’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　♂

改定笈麟難懸替鑓
（33，100田）

巣榛医雛　　　　　　燃　　　　　　　、　　　　、　　　　　　　　　　　　写’”　　　　藝　♂　　　　　　　”　　，’

　　　　”　　　　　’，1

鍬磯のき懇溝だ惨、2校鳳塑の裳
難難羅灘灘霧　　’擁　　　　　　　　　　　　’

戴潔濾髄灘覆
㈱額GO親灘
髄要擬鍵Ω鍛藝

鎌灘懸一”羅　　　　　　　’

漏
額
　
　
…
灘
霧
0
0
0
團
　
’ 　　　　　　”

改購礁欝灘磁躍00畷　”　”

崇榛薬剤師．．
，矯頁撒　　20灘00田’　　　’　　’

繊
1
墨
雛
耀
’
　
　
一
　
、
’
　
　
ヂ 改定礫遡鑛

㈱，800磯’

国民年金相談員 日額　　　10，000円 並び替え

消費生活相談貫叢 麟購　　藷0，000閣 　　　　　　　　　　’　　　　’　，　　　　　　　　　A　，　’

”　　　、
新捷嘩設置

就労促進指導員 日額　　　10，000円 並び替え

介護保険相談員 日額　　　10，000円 並び替え

児童指導員 月額　　　170，000円 並び替え

i母慕自i塗支韮員゜＿” 日　　　　コ0．000田
　’’ 新総嘩設讐’

市民課窓ロ事務嘱託員 時間額　　　　930円

税務事務嘱託員 時間額　　　　930円

市税等収納嘱託員

基本額月額80．000円。ただ

し、基本額に次に掲げる金額
の合計額を加算する。

（1）納付書受理1件につき

300円

（2）市税等納付誓約書受理
1件につき300円

（3）新規ロ座振替依頼書受
理1件につき1，000円

1収納業務の状況に応じ、市長が
特に必要と認めるときは、基本額及
び加算する額を減額することができ
る。

2報酬の額に10円未満の端数が
生じた場合は、その端数を四捨五
入する。

国民健康保険事務嘱託員 時間額　　　　930円

国民年金事務嘱託員 時間額　　　　930円
市民サポートセンター嘱託員 時間額　　　　930円

老人保健医療事務嘱託員 時間額　　　　930円
清掃用務嘱託員 月額　　　158，800円 月額とは、月128時間の勤務をした

場合をいう。ただし、当該勤務時間

に満たないときは、勤務時間により

計算した額とする。
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区 分 報　酬　額 摘　　　要 備　考

障害福祉事務嘱託員 時間額　　　　930円
要介護認定調査嘱託員 日額　　　　6．000円

市立保育園保育士嘱託員 月額　　　170．000円 月額とは、月128時間の勤務をした
場合をいう。ただし、当該勤務時間

に満たないときは、勤務時間により

計算した額とする。

児童福祉事務嘱託員 時間額　　　　930円
子ども家庭支援センター嘱託員 月額　　　170，000円 月額とは、月128時間の勤務をした

場合をいう。ただし、当該勤務時間

に満たないときは、勤務時間により
計算した額とする。

土木作業嘱託員 月額　　　158，800円 月額とは、月128時間の勤務をした
場合をいう。ただし、当該勤務時間

に満たないときは、勤務時間により

計算した額とする。

学校事務嘱託員 時間額　　　　930円
学校用務嘱託員 月額　　　158，800円 月額とは、月128時間の勤務をした

場合をいう。ただし、当該勤務時間

に満たないときは、勤務時間により
計算した額とする。

体育館嘱託員 月額　　　170，000円 月額とは、月128時間の勤務をした
場合をいう。ただし、当該勤務時間

に満たないときは、勤務時間により
計算した額とする。

市民会館用務嘱託員兼公民館 月額　　　158．800円 月額とは、月128時間の勤務をした

用務嘱託員 場合をいう。ただし、当該勤務時間
に満たないときは、勤務時間により

計算した額とする。

公民館嘱託員 月額　　　170．000円 月額とは、月128時間の勤務をした
場合をいう。ただし、当該勤務時間

に満たないときは、勤務時間により
計算した額とする。

図書館嘱託員 時間額　　　1，080円

再雇用職員 庁舎用務 時間額　　　1，550円

嘱託員

学校給食

調理嘱託員
その他非常勤特別職 日額　　8，500円以内

月額　35，500円以内

※網掛け部分は、改正です。

※備考欄の（　）内は、改定前の報酬額です。
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区市町村国民保護計画について

本会議資料
平成18年2月28日

1　目　的

　外国からの武力攻撃や大規模なテロ等から住民の生命、財産を保護するため、住

　民の避難や救援などの国民保護措置を的確・迅速に実施する。

2　根　拠

　　国民保護法第35条

　　　市町村長は、都道府県計画に基づき国民保護計画を作成する。

3　規定事項

　（1）国民保護措置の総合的な推進に関する事項

　（2）区市町村が行う国民保護措置

　　　・警報の伝達

　　　・避難の指示の伝達・誘導

　　　・避難住民の救援

　（3）訓練及び物資・資材の備蓄

　　　・物資は、災害対策用を活用

　（4）国民保護の実施体制

　（5）関係機関との連携等

4　作成時期

　　平成18年度

5　協議報告事項

　（1）計画作成にあたり区市町村国民保護協議会に付議する。

　（2）計画案を都知事に協議する。

　（3）計画作成後、議会に報告する。

※計画の体系

　　　　　国
国民保護に関する基本指針

17年度
計画作成

　　指定行政機関
警視庁・防衛庁・外務省　等

都　道　府　県 　　　指定公共機関

東京電力・東京ガス・JR・NTT等

18年度
計画作成

区　市　町村 　　　指定地方公共機関
武陽ガス・バス、トラック事業者・医師会等





平成18年第1回定例会会期日程（案）

（会期29日間）

月 日 曜 種　　　別 内　　　　　　容

2 28 火 本　会　議

3
1 水 本　会　議 一般質問

2 木 本　会　議

3 金 本　会　議 議案審議

4 土 休　　　会

5 日 〃

6 月 〃 庁舎建設特別委員会　A10

7 火 〃 予算特別委員会（予定）A9

8 水 ，， 予算特別委員会（予定）A9

9 木 〃 予算特別委員会（予定）A9

10 金 〃

11 土 〃

12 日 〃

13 月 〃

14 火 〃 建設環境委員会A10

15 水 〃 市民厚生委員会A10

16 木 〃 総務文教委員会A10

17 金 〃 横田基地対策特別委員会A10

18 土 〃

19 日 〃

20 月 〃

21 火 〃 春分の日

22 水 〃 議会運営委員会A10

23 木 〃

24 金 ，，

25 土 〃

26 日 〃

27 月 〃

28 火 本　会　議 審査報告





一　般　質　問

平成18年第1回福生市議会定例会

通　　告　　者 質　　　問　　　内　　　容 時　間

1 1　緑地保全について

増　田　俊　一
（1）農業の現状と今後の取り組みについて 45分

2 1　介護保険制度について
（1）介護保険法改正の概要について
（2）市の取り組みについて
（3）　「健康福生21」との関連性について

2　保育行政について
（1）幼保一元化にかかる総合施設の具体的な方

策について
（2）保育コスト等について
3　安全・安心なまちづくりについて

大　野　　　聰

（1）防犯対策の現状について
（2）安全・安心まちづくり市民ひろばの活動状

1時間

20分
況について

（3）安全・安心まちづくり条例の検討状況につ
いて

4　子どもの居場所づくり（地域こども教室推進
事業）について
（1）市としての検討状況について
（2）今後の取り組み方針について
（3）他市町の実施状況について

3 1　子育て支援について
（1）子育て支援事業に対する今後の新たな取り

組みについて
（2）市の保育状況と公立保育園の民営化の進捗

状況について
2　市民に対する救命対策について

沼　崎満子
（1）公共施設へのAED（自動体外式除細動器）
　設置の進捗状況について

45分

3　教育行政について
（1）　「発達障害児の特別支援教育」の充実につ

いて

4 1　行財政改革について
（1）バランスシート等から見た今後の取り組み

について
（2）行財政改革の数値目標並びにその期限設定

の考えについて 1時間
前　田　正蔵 （3）人件費の数値目標管理における今後の人事

管理について
（4）行政改革推進委員会・行政改革推進本部の

検討内容について

1



通　　告　　者 質　　　問　　　内　　　容 時　間

5遠　藤洋一 1　横田基地について
（1）米軍再編の中間報告その後の対応について
（2）米兵ひき逃げ事件について
（3）1月の横田基地運用即応演習について
（4）防衛施設庁の「官製談合」事件について
2　東福生駅の整備について
（1）自由通路の改修、駅構内の改修はどうなっ

　　ているのか
（2）周辺自転車対策は

1時間

20分

6
青
　
海
　
俊
　
伯

1　介護保険事業計画（第3期）について
（1）小規模多機能型居宅介護について
（2）介護予防施策について
（3）移送サービスについて
2　学童クラブについて
（1）子育て支援事業の一環としての学童クラブ
　　のあり方について
3　子供を犯罪から守る取り組みについて
（1）自分で守る取り組みについて
（2）学校で守る取り組みについて
4　民間住宅耐震診断助成制度について
（1）18年度以降のスケジュールについて

1時間

30分

1　まちづくりの仕組みについて
（1）まちづくり条例（自治基本条例、参画条
　例）について
（2）職員の勉強会に市民の参画機会について
（3）輝き市民サポートセンターとふっさボラン
　　ティア・市民活動センターとの相互連携につ
　　いて
2　入札について
（1）政策入札について
（2）品質評価型入札制度（地域貢献評価項目）

　　について
（3）電子入札について
3　国勢調査について
（1）調査における福生市での課題について
（2）国への報告と要望について
（3）調査員の確保について
4　学童クラブについて
（1）今後の学童クラブのあり方について
（2）臨時第2たんぽぽの進行状況について
5　福生市の住環境について
（1）住宅マスタープランの考え方について
（2）住宅マスタープランの課題について
6　教育行政について
（1）司書教諭の充実について
（2）学校図書館とこども読書推進計画について

1時間

30分

2



通　　告　　者 質　　　問　　　内　　　容 時　間

8
今
　
林
　
昌
　
茂

1　道路行政について
（1）国道16号線渋滞の現状と課題について
（2）圏央道の進捗状況と温室効果ガス（CO2）
　の状況変化について
（3）国道16号線の武蔵野橋から新奥多摩街道の
　進捗状況について
2　横田基地について
（1）米軍再編による米兵の数の増減について
（2）横田基地関係で米兵のトラブルの現況につ

　いて
（3）外出禁止令はいつまで続くのかについて
3　市有地等の管理について
（1）行政財産等の未利用地の管理状況について

1時間

9原　島貞　夫 1　環境行政について
（1）地域エネルギービジョンについて
2　都市基盤整備について
（1）牛浜駅のバリアフリー化について

30分

10

森　田　昌　巳

1　安心・安全のまちづくりについて
（1）高齢者の焼死事故の防止対策について
（2）高齢者、障害者等要支援者の避難対策
　　について
（3）緊急通報システムの運用状況について
（4）火災報知器の設置について
2　ハトの公害について
（1）市内のハトトラブルの状況について
（2）ハトの生息数と苦情処理の状況について
（3）えさやり防止キャンペーンの展開について

45分

11

阿南育子

1　横田基地について
（1）横田基地の在日米軍再編問題、その後の状

　　況について
（2）日常生活に関する協定について
2　福祉行政について
（1）学童保育待機児童対策について
（2）児童館等施設の点検について
3　学校の安全について
（1）防犯カメラ設置の考え方について
（2）地域安全マップづくり、その後について
4　子どもの人権条例制定について
（1）子どもの人権への考え方について
（2）条例制定について

1時間

15分

12

串　田　金　八

1　八高線を移設してのまちづくりについて
（1）人高線を横田基地内へ移設してのまちづく
　　りの考えについて 30分

3



通　　告　　者 質　　　問　　　内　　　容 時　間

13

大　野悦

1　輝き市民サポートセンターについて
（1）その後の経過について
（2）利用団体やその内容について
（3）この間の変化について

30分

14

小野沢　　久

1　米軍横田基地について
（1）航空自衛隊航空総司令の移駐と共同統合調
　整所についての見解について
（2）強化拡大によるテロ等の危険度の見解につ

　いて
（3）基地ゲートにある監視カメラの役割につい

　　て
2　市有財産の有効的活用について
（1）公用地や公共施設の活用について
（2）土地開発公社が先行取得した用地の買戻し
　　について
3　生活基盤整備について
（1）東福生駅及び周辺対策について
（2）段差の少ない優しい道路づくりについて
4　下の川緑地の管理について
（1）はけ地の樹木の管理について
（2）せせらぎについて

1時間

15分

15

田　村正秋

1　福生市ホームページについて
（1）市民参加と活用について
2　雇用対策について
（1）ニート・フリーターの現状と対策について
3　高額医療について
（1）現状での高額医療の状況について

1時間

16

田　村　昌　巳

1　国民保護法について
（1）市の今後の取り組みについて
2　社会教育施設について
（1）福生中央体育館の維持管理等について 30分

17

高　橋　章　夫

1　ホームレス対応策について
（1）ホームレス住民登録判決に対する市の考え
　方について
2　防犯対策について
（1）現在実施している防犯対策について
（2）現在の発生状況と発生地域について
3　オストメイト対応トイレの設置について
（1）公共施設のオストメイト対応トイレ設置の
　考え方について
4　通学路対策について
（1）武蔵野橋拡幅に伴う通学路対策について

1時間

4



通　　告　　者 質　　　問　　　内　　　容 時　間

（2）旧奥多摩街道と市道258、259号線の交差点
について

（3）奥多摩街道と睦橋通りの通学路としての安
全性について

18 1　横田基地について
（1）横田基地の在日米軍再編について
（2）自衛隊航空総隊の移駐について
2　町会活動について
（1）町会活動に対しての市の見解は
（2）町会助成金の減額はあるのか 1時間

加　藤育男 3　児童・生徒の安全について
（1）児童・生徒の安全確保に向けて、市として

の取り組みは
（2）地域安全マップづくりの意義について

19 1　横田基地について
（1）米軍再編問題に対する市長の対応は
2　子育て支援策について

松　山　　　清
（1）出産祝金の支給について
（2）乳幼児医療費助成制度から子ども医療費助 1時間

成制度に拡充を
（3）保育園待機児ゼロは確保されるのか

5





議会運営委員会資料

委員会付託件名表
　　　　　　　平成18年3．月3日第1回福生市議会定例会

付託委員会名 議案（請願・陳情）番号 付託件名
議案第1号 福生市非常勤の特別職の職員の報酬及び費

用弁償に関する条例の一部を改正する条例

議案第2号 福生市長等の給与に関する条例の一部を改
正する条例（第2条給料関係）

議案第4号 福生市教育委員会教育長の給与及び旅費等
に関する条例の一部を改正する条例
（第2条給料関係）

議案第6号 福生市の一般職の職員の給与に関する条例
の一部を改正する条例

総務文教委員会
議案第13号 福生市営住宅条例の一部を改正する条例

議案第17号 福生市国民保護対策本部及び緊急対処事態
対策本部条例

議案第18号 福生市国民保護協議会条例

議案第20号 平成17年度福生市一般会計補主予算（第7

号）　（歳入及び歳出予算のうち総務文教委
員会所管分）

議案第32号 不動産の譲与について

議案第12号 福生市都市公園条例の一部を改正する条例

議案第14号 福生市自転車等の放置防止等に関する条例
の一部を改正する条例

議案第15号 福生市自転車等駐車場条例の一部を改正す
る条例

建設環境委員会 議案第20号 平成17年度福生市一般会計補正予算（第7
号）　（歳出予算のうち建設環境委員会所管
分）

議案第24号 平成17年度福生市下水道事業会計補正予算
（第2号）

議案第25号 平成17年度福生市受託水道事業会計補正予
算（第2号）



付託委員会名 議案（請願・陳情）番号 付　託件名

議案第30号 平成18年度福生市下水道事業会計予算

建設環境委員会 議案第31号 平成18年度福生市受託水道事業会計予算

議案第33号 損害賠償の額を定めることについて

議案第7号 福生市介護給付費準備基金条例の一部を改
正する条例

議案第8号 福生市乳幼児の医療費の助成に関する条例
の一部を改正する条例

議案第9号 福生市児童遊園条例の一部を改正する条例

議案第10号 福生市学童クラブ条例の一部を改正する条
例

議案第11号 福生市国民健康保険条例の一部を改正する
条例

議案第16号 福生市障害程度区分認定審査会の委員の定
数等を定める条例

議案第19号 福生市介護費用等の助成に関する条例を廃
止する条例

市民厚生委員会
議案第20号 平成17年度福生市一般会計補正予算（第7

号）　（歳出予算のうち市民厚生委員会所管
分）

議案第21号 平成17年度福生市国民健康保険特別会計補
正予算（第3号）

議案第22号 平成17年度福生市老人保健医療特別会計補
正予算（第2号）

議案第23号 平成17年度福生市介護保険特別会計補正予
算（第3号）

議案第27号 平成18年度福生市国民健康保険特別会計予
算

議案第28号 平成18年度福生市老人保健医療特別会計予
算

議案第29号 平成18年度福生市介護保険特別会計予算



付託委員会名 議案（請願・陳情）番号 付　託件名

陳情第18－1号 患者・国民負担増計画の中止と「保険で安
心してかかれる医療」を求める陳情書

陳情第18－2号 障害者自立支援法に関する陳情書

陳情第18－3号 サービス利用や負担など介護保険の改善を
求める陳情書

陳情第18－4号 患者負担増の計画の中止を求める陳情書

特別委員会 議案第26号 平成18年度福生市一般会計予算




